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第1章 序論

1.1研 究の位置づ けおよび 目的

建築構造の耐震設計技術は、コンピューターを用いた解析手法の進歩に伴い、長足の進歩を遂げた。

すなわち、入力地震動に関する研究や、建築構造のより精密モデル化とその解析手法の進歩、あるいは地

盤と建物系の動的連成に関する研究成果等を踏まえ、今 日では超高層建築物をはじめ、入力地震動を著

しく低減する免震建築物、あるいはアクティブやパッシブの制震(振)機構や装置を組み込んだ建築物が実現

されている。

高層建築物や免震建築物はそれ均体の長周期特性により入力地震動を低減する機構であるとともに、あ

る程度以上の入力地震動に対しては、構造体の履歴減衰や、免震層に組み込まれた各種ダンパーにより

エネルギー吸収を行うことを前提に設計されている。そのため、これらの建築構造物は事前に詳細な動的解

析が行われ、想定される入力地震動に対して十分安全であることを確認してから建設される。また、制震

(振)機 構や装置を組み込んだ建築物についても、機構や装置の開発、選択や配置計画、あるいは能力

等の決定において、また特にアクティブ制震(振)に おいては、制御アルゴリズム構築のため対象構造物

の高精度のモデル構築とこれを用いた動的解析が必要不可欠である。

しかし、設計時に想定されたこれらの建物の動特性が、現実では大きく異なっていた場合、どの様な結

果が待ち受けているであろうか。最悪の揚合には、建物は入力地震と共振し、かっ入力エネルギを効率的

に吸収できない事態となり、その結果は悲劇的な結末となる可能性を否定できない。

もちろん、これらの建物については、事前に部材や接合部レベルといった部分実験や縮小モデルを用い

た動的あるいは静的な実験を通じ、あらゆる面でその能力の検証がなされている。しかし、部材実験は実ス

ケールで行うものの地震時の入力状態を完全に再現できるとは言い切れない。また、縮小モデル実験にお

いても、近年巨大な振動台が多数建設されて、かなりの大縮尺で動的な実験が可能となったものの、特殊

な建物をのぞき実大サイズの実験を行うことは不可能である。

そのため、これらの建築構造物は、その建設後も必要に応じて加振実験や地震観測、微動観測が実施

されて、その特性の検証行うことが重要である。すなわち、建築構造物の耐震安全性の向上は、図1.1に

示すように解析手法 ・実験 ・観測(実 建物の被災調査を含む)の3つ の有機的な連携によって実現される

ものであると考えられる。

本論文においては、実構造物系の何らかの動的な入力と応答を観測した場合、観測データより構造物系

動特性を高精度に同定可能な手法の開発が重要であるとの認識にたち、既存の構造物系動特性同定手法

について、数値計算により各手法の適用性、推定精度、あるいはデータに混入するノイズの影響等につい

て包括的な検討を行なう。さらに、構造物の非線形系動特性をも同定可能な新たな同定手法の提案を行う

とともに、数値計算による既存手法との比較検討を通じて、本提案手法の適用性と精度の検証を行なう。さ

一1一



図1.1建 築構造物の耐震安全性を高めるための手法と対象現象および構造

らに、実構造物系の地震観 測記録用いて、本提案手法 により非線形 系を含 む実構造物系動特性の同定を

実施する。これらの結果は構造物のより現実的なモデリング手法の発展 と、実構造物の特性の真 の把握 に

結びつくものであり、ひいては解析手 法と実験手法のさらなる発展 につながるものである。

対象とするシステムの入出力信 号の観 測値 に基づいて、ある評価 規範のもとで、そのシステムをもっともよ

く記述する数学的モデルを決 定することは、一般 にシステム同定(SystemIdenitification)と呼ばれている1)。そ

の意味で、建築構 造物系の動特性 推定はシステム同定に他ならない。システム同定 において対象システム

の数学 モデルを作成す る場合 には、モデル構造が既知であるホワイトボックスモデリングと、対象 に関す る物

理的な情報や事前情報を用いないブラックボックスモデリングの2っ のアプローチがある2)。建築構 造物系の

振動問題 は通 常運動方程式 に従 うので、その意 味においてはシステム同定のうちのホワイトボックスモデリン

グによるアプローチの1種 であり、通 常運動方程式 の各項 、たとえば質量や減衰 特性、あるいは復元力特

性 といったパラメータによりモデル特性を記述できる数学モデルであることが多い。したがって建 築構造物動

特性 の同定作業は図1.23)に示す ように

1)システムの構造を表す構造モデルの定式化(構 造同定)

2)1)のシステムの振 る舞 いを決定するパラメータの推 定(パ ラメータ同定)

の2つ の段階 に分けることができる。この構造同定とパラメータ同定は1対 のものであるが、システムを忠実

に表現するため複雑 な構造モデルの定式化を行うと、同定パラメ`.タ数が増えてパラメータ推定が困難となる。
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図1.2建 築構造物動特性の同定作業

一方
、単純なモデルで定式化を行った場合 には、パラメータ推定 は容易 になるが、その反 面システムの重

要な特徴を取 り逃す 恐れが高くなる。また、図 には示 していないが、入 出力データに混入するノイズの影響

についても、場合 によっては十分 注意 を払うことが必要である。ただし本研究では、1)については概ね 同定

対象とする構造物毎 にほぼ適切なモデルを構築可能であるとの前提 にたち、主 に2)に着 目した研 究を行っ

た。

1.2既 往の研 究

建築構造物系動特性の同定は、通常加振実験や微動観測、あるいは地震観測等により対象系の振動を

観測し、この観測波形をもとに実施される。

対象構造物の線形性を仮定した場合の伺定手法は、

1)周波数領域の推定手法、

2)インパルス応答の推定手法、

3)パラメトリックモデル(状 態方程式など)を用いた同定手法

の3種 類に分類できる。これらのどの手法を用いるかは、どのような入力を用いるかに多分に依存する。

たとえば不平衡質量型起振機を用いて建築構造物を強制加振するのであれば、通常、入力と応答は定常
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外力とそれに対する定常応答であり、必然的に周波数領域の推定手法を用いることが多い。特に電動型不

平衡質量型起振機による加振実験は、昭和40～50年 代にかけて主に中～高層建築物を対象として多数実

施された。その成果は参考文献4)にまとめられている。たとえば、市之瀬ら5)は設計時の想定と実構造物の

振動特性を比較検討するために、29階建高層ビルの振動実験を行い、共振曲線から固有周期とハーフパ

ワー法による減衰定数の算定を行うとともに、モード形の推定を行っている。さらに起振機の強制停止によ

る自由振動計測も実施している。武藤ら6)は、特に1次 固有周期が長い超高層建物を対象として、振り子

式起振機と不平衡質量型起振機を併用して振動実験を行い、共振曲線と自由振動の両観測結果を用いた

モード特性の推定と計算値との比較を行っている。また、小堀らの8)は起振機による振動実験結果より、高次

モードまで測定された固有振動数と低次の振動モード形のみが測定可能であった場合に、逐次近似法あるい

は最小2乗 法によって、測定された振動特性に最も良く合致する振動特性となる質量及び剛性のパラメータ

を決定する手法を示し、構造物基礎の並進と回転を考慮したせん断型構造物系のパラメータ推定を行った。

さらに、モード解析で得られる共振曲線と実験的に得られた共振曲線を適合させることで構造物系のパラメー

タ推定を行う手法9)を示した。

常時微動入力や風応答時のように入力が未知であるがホワイトノイズ的と仮定出来る場合は、自己相関法

によるインパルス応答の推定が可能である。鈴木ら10)は9層純鉄骨造建物各層の常時微動観測記録より周波

数伝達関数を推定することでモード形状を求め、さらに屋上階の微動観測の自己相関関数から減衰定数を

推定している。又木ら11)は、同一建物の振動実験結果と微動観測結果から得られる固有振動数と減衰定数

を比較することで、固有振動数については微動観測結果による推定値が数%高 めに推定され、減衰定数は

0.5%程度の誤差におさまっておりやや小さめとなるとの結論を得ている。また、常時微動観測は簡便に実施

可能なため、構造物の固有周期算定のみを行い基礎地盤の影響や構造物の現状調査に用いられることも多

い12)～14)。さらに、近年ではRD法 によりスペクトル計算を用いることなく簡便に対象構造物のインパルス応

答を推定することが可能となり適用例が増えている。田村ら15}は、1質 点系モデルを用いた数値計算により

RD法 のデータ重ね合わせ個数と精度の関係を明らかにするとともに、2自 由度系モデルに対しても、バン

ドパスフィルターにより各モード成分の振動を分離することで各モードの減衰定数を算定する手法を示した。ま

た、森田ら16)は、同一モデルを用いた数値計算と実建物で測定した微動観測記録を用いてRD法 、カーブ

フィット法、ハーフパワー法、および自己相関関数法による減衰定数の算定を行い、RD法 以外の手法で

はアンサンブル平均する一つの区間の長さにより減衰定数が50%～100%程 度も過大評価する場合があるこ

とを明らかにした。

地震入力のように対象構造物系への入力の非定常性が強い場合には、構造物の物理モデル(運動方程

式)の 特性を決定する剛性や減衰といったパラメータ、あるいはモード特性(固 有周期と減衰定数)や モー

ドマトリクス等を直接操作して、実際の観測波形と物理モデルによる応答計算の結果が一致するようにパラメー

タを操作することがよく行われる。ただし、建築構造物は一般に多自由度系であり、いたずらにモデルの次

数を上げると正しい解を得ることが困難となることも多く、通常対象建物を1～2自 由度系と仮定し低次モー
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ドのみの特性を推 定す ることも多い。また、物理モデルのかわりにブラックボックスモデルであるARモ デル

やARX、ARMAXモ デル等を用いる場合もある。さらに、地震入力の場合 は入 力の性格 上過 渡応答 を無

視できない場合も多いが、入力と応答 のそれぞれを周波数領域 に変換 し、それらの比を求めることで応答倍

率を求 めて周波数領域の手法による解析 を行う場合も多い。構造物の地震入力と応答を用いた解析 と設計

モデルの検討 は、建築構造物に設置した地震計の地震観測記録が次第 に多く得られようになったこともあり、

昭和50年 代頃より増加 している。たとえば横 山ら17)は14階建プレハブ集合住 宅の地震観 測結果よりフーリ

エスペ クトルおよびフーリエスペクトル比を算定し、これらを設計モデルの固有周期あるいは増幅特性 と比較

することで振動モデルの妥 当性 を検討 している。武藤 ら18)は、高層RC造 アパー トの地震観 測記録と、同一

入力による設計モデルにより応答計算値との比較を行い良好な一致を確認することで設計モデルの妥 当性を

検証している。特に1978年(昭 和53年)の 宮城 県沖地震時には、仙 台市内の地震観 測が実施 されてい

る建築物で多数の強 震観 測波形が得られたこともあり、多くの成果 が得られた19)～2')。特 に志賀ら22)・23)は、

東北大学 工学部建設 系建物 の地震観 測記録と、部材の弾塑性変形 を考慮した応答計算結果を対比させる

ことでモデルの非線形領域での検討を行っている。井上 ら24>は地盤 内観測を含めた大阪 大学工学部建設棟

の地震観測記録を用いてパワースペ クトル比を算 出し、基礎の並進と回転運動を考慮したフレーム応答解析

結果より得られる周波数応答との比較 を行なった。J.L.BeckとP。C.Jennings25)は 、線形構造物モデルの

モードパラメータを推定値 とし、推 定結果に基づく応 答予測値と実地震観測記録との誤差 を用いて、重み付

き最小2乗 法によりパラメータを伺 定する手法を示し、42階建鉄骨構造物の地震記録を用いて低次モードの

パラメーターの伺 定を行った。G.H.Mcver:y26)は 、構 造物地動入力 に対する多 自由度系の伝達関数と地

震観測記録のフーリエ変換より得 られた周波数伝達関数の最小2乗 近似 により、周波数領域で構造物動特性

を同定する手法を示し、9層鉄筋コンクリート造建物の地震観測記録を用いて低次モードパラメーターの同定

を行 った。小堀ら27)は、地震時の地 動と構造物 内、および構造物 内の2点 間の増 幅特性より、構造物の

モード特性を推 定する手 法を示し、RC造 建物の地震観測記録を用 いてパラメータ推 定を行った。

さらに近年、地震応答観測記録や地震前後の微動観測記録 を用いて対象構造物の健全度判定の資料と

する動きや 、地震 時や強 風時の建物応答を積極的 に制御 することで応 答を低減する制震(振)構 造に関す

る研 究が活発化するに従い、主に線形領域であるが精度の高い振動モデルの同定を行う手法 に関する研究

が盛んになっている。近藤ら28)は、構造物損傷前後 のモード特性の変化 に着 目し、多変量ARMAモ デル

により全体損傷検 出を行 ったのち、損傷前後 のモード形の曲率変化 より損傷層 を検出し、全体損傷検 出で

同定したモード特性の変化を逆摂動方程式により各部材の力学特性の変化と結びつけることで損傷箇所を検

出する手法を示し、振動 台実験 により効果を検証 した。Yun,C.一B.ら29)は 、多入力多 出力型ARMAXモ デ

ルを用いて逐次パラメータ推定を行う手法を示し、数値計算 によりノイズの混入した場合 における推定精度の

検討を行うとともに、構造物模型の振動 台実験観 測記録を用いて伺 手法の適用性 の検討 を行った。森本 ら

30)は、ARMAXモ デルを用いて構 造物入 力及び出力加速度よりモード特性を推 定し、得られたモード情報よ

りニューラルネットワークによりモデル各層の剛性を推定する手法を示し、数値計算 による検証を行っている。

一5一



さらに山田ら31)は地震応答予測 を目的 とし、構造物モデルに取り付 けられたAMD加 振時の応答を用いて構

造物の低 次モー ド特性の推 定を行 っている。嚢 ら32)は、構造物模型 の振動 実験結果 と既存建物の地震観

測記録を用いて、部分空 間法 による同定を行 い、最小実現された状態方程式のシステムマトリクスの固有値

解析からモード特性 の推定と、同定された状態空間モデルの応答計算結果 と実観測記録を比較することで同

手法の適用性を検討 した。

これ らの動特性 の推 定手法が概 ね線形モデル を仮定していたのは、振動 実験、微動観 測、地震観測記

録 ともに概ね振動レベル が小さく、構造物の非線 形挙動 を再現し得 ない振動レベルであったり、線 形システ

ムを基本 とした制御 アルゴリズム構 築 に用いられるものであったためである。しかし、近年地盤 を含めて建物

の地震観 測体制 がさらに充実するに従い、ますます 強い加 速度 レベル の地震動の観 測データも蓄積 されて

きてお り、その中には建物が非線形領域まで入った可能性 があるものもあると考 えられる。そこで今後は構造

物の非線形特性 をも推定できる推 定アルゴリズムの重要性 がますます高まることが予想される。これまで建築 ・

土木分野 において、構造物の動的非線形 を考慮した動特性の同定手法としては、例 えば和泉 ら33)による、

InvariantImbedding手 法を用い観 測量と予測値の誤差の重 み付き2乗 和が最小 となる条件でパラメータ推定

を行 う手法や 、デ ータを時間領域 に細分割 し、各 データセットをARMA過 程と仮定 し、微少時 間における

線形特性値の変化を推 定する手法 、Safakら39)による離散 時間適応 フィルタリングによるアプローチ、星谷 ほ

か35),36)による拡張カルマンフィルタ法の適用がある。 さらに近年 では中村 ら37)、あるいは松 井 ら38)による

ニューラルネットワークによるアプローチや 、SatoTet.al.39)に よるカル マンフィル タとニューラルネットワーク

の併用手法 がある。Satoら40)は さらに、H。。フィルターに忘却要素 を組み込んだ適応 型H。。フィルター によ

る同定手法を開発し、時変あるいは非線形システムを対象として数値計算 により効果の検証を行っている。ま

た、曽根 ら41)は強震応 答記録のウエーブレット解析 により応答の不連続性を検 出し、建築物の累積損 傷を

推定する試みを行 っている。さらに、来 田92)は運動方程式 の増分型表示 に対 して、増分 剛性 を多重解像

度解析 におけるスケーリング関数の線形結合として近似することでブラックボックス的に構造物の減衰係数と履

歴 曲線を求める手法 を提案し、数値計算でこの手法の適用性 の検討 を行っている。

これらの中で、比較 的適用例 の多い拡張カルマンフィルタ法を用いた同定アプローチは、本来状態変数

の推定手法であるカルマンフィルタのアルゴリズムを用い、状態空間モデルの状態変数 中に同定対象パラメー

タを組み込むことでパラメータ推定の 同定手法へと拡張したものである。この手法 は状態空 間モデル に基 づ

く手法であるため多入 力多 出力 系へ の適用が簡 単で、かっ各種ノイズの考慮も可能である。特 に星谷 らが

開発 したEK-WGI法 は重み付きグローバルな繰り返 しにより同定効果と精度を高める手法であり適用例も多

い。しかし、実際にこのアプローチによる同定を行うためには、少 なくとも状態量 と同定パラメータの初期値

としてこれらの平均値と分散の比 率を指定する必 要があるが、初期 値の与 え方 によってはパラメータが発散

することもあり、確 実度 の高い同定を行 うためにはかなり熟練を要 する。また、状 態変数 中に推 定パラメー

タを組み込むため、状態方程式が非線形 となり、この非線形状態方程式を線形 化して遷移行列を作成する

ため、同定対象モデル毎 に遷移行列を計 算する必 要があり、また特に多 自由度 系の場合 には非常に複雑
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な遷移行列となることが多い。

その他の手法については、例えばニューラルネットワークを用いた同定手法は最適なネットワーク構造を求

めるために中間層の設定等に多くの試行錯誤が必要であり、またネットワーク構造と物理的な構造物の動特

性の関係が明確でない。また、来田によるウエーブレット変換を用いた同定手法は事前の履歴曲線の仮定

を必要としないで履歴曲線を算定できるが、推定精度へのノイズ混入の影響が大きく今後さらなる検討が必要

と思われる。以上、いまだ非線形構造システムの伺定手法については研究すべき課題が多く、適用範囲が

広く、取り扱いが容易でかつ対ノイズ特性の優秀な同定手法の開発が強く望まれている。

1.3論 文の構成および概要

本論文は、実構造物の動的な入力と応答を観測して、観測データより非線形性を有する動特性を精度良

く同定する手法を提案するとともに、数値解析を通じて提案手法の妥当性や推定精度について包括的に検

討し、さらに、実構造物の地震観測記録を用いて、本提案手法に基づく実構造物系動特性の同定を実施

するもので、以下の8章 から構成されている。

第1章 では、研究の背景と目的及び既往の研究にっいて述べている。

第2章 では、既往の同定手法を示すとともに、本研究での提案手法である適応フィルタ及び適宜重み付

け手法(AF-AWP:)と 、状態空間表示に基づく予測誤差法(PEM-SS)の 定式化を示している。

第3章 では、第2章 で示した各種同定手法を線形1自 由度モデルに適用し、動特性伺定の数値計算を通

じて各手法の基本的な特徴を明らかにしている。

第4章 では、PEM-SSは 、既往手法と比較して伺定精度に及ぼす観測記録混入ノイズの影響が些少であ

り、混入ノイズ条件によらず高精度の同定が可能であることを明らかにしている。

第5章 では、インパルス応答の推定手法であるRD法 を導入して、線形2層 せん断モデルを採用した場合

に、2次モードまでの固有周期と減衰定数を同定する手法を提案し、数値計算を通じて既往のバンドパスフィ

ルター併用手法より優位であることを明らかにしている。さらに、線形3層 せん断モデルを採用して、本提案

手法を含む各手法を適用し、PEM-SSで は、推定パラメータの初期値依存性の悶題についても、他の状態

空間表示に基づく手法に含まれる問題を逸脱しないとの結論を得ている。拡張カルマンフィルタ系のAF-

AWPで は、既往同定手法であるEK-WGIと 比較すればやや同定精度と適用性が劣るものの、推定パラメー

タの収束は極めて早く、短い計算時間で同定が可能であるとの結果を得ている。

第6章 では、非線形系同定を可能とするようにPEM-SSを 拡張した手法を提案し、バイリニア型とトリリニア

型復元力特性を有する多自由度モデルを用いて、数値計算による適用性と伺定精度の検討にっいて述べて

いる。その結果、十分短いサンプリング周期のデータを用いることで伺定精度を高めることが可能であるが、
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推定パラメータ数の増加に伴い、誤ったパラメータ値に収束する場合のあることが明らかとしている。

第7章 では、実構造物の地震観測記録を用いた同定計算について示している。適用2例 のうち、1例は

6階 建ての実験棟を対象とし、線形多層せん断型モデルを用いた同定について示している。他の例では免

震建築構造物を対象とし、特に免震層に非線形復元力特性を設定した多自由度モデルとして、兵庫県南部

地震における観測記録を用いて同定をし、提案手法の適用妥当性を明らかにしている。

第8章 では、本論文の結論を述べ、各章で明らかになった諸成果をまとめている。さらに、多自由度か

っ複雑な復元力特性をもつ建築構造物の動特性推定方法に関して今後の展望を述べている。

第2章 からの本研 究のフローを図1.3に 示す。

既存同定手法の

まとめ

【第2章 前半】

新手法の提案

【第2章 後半】

vW

線形1自 由度系構造物

動特性同定に関する検討

(混入ノイズが無い場合)

【第3章 】

線形多自由度系構造物

動特性同定に関する検討

【第5章 】

▼ i
線形1自 由度系構造物

動特性同定に関する検討
(混入ノイズが有る場合)

【第4章 】

非線形多自由度系構造物

動特性同定に関する検討

【第6章 】

v

率
手法の概要説明
定式化

i

↑
数値計算による
各種同定手法の検討

実構造物における観測結果への適用

【第7章 】

T
実観測記録による
同定

_y

本研究結果と今後の課題のまとめ

【第8章 】

図1.3本 研 究 の フロー
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第2章 本研究で用いた建築構造物系動特性の同定手法

2.1緒 言

線形1自 由度系の同定手法はこれまでにも数多く提案されており、実構造物への適用例も数多く報告され

ている。本研究は、最終的に多自由度かつ複雑な復元力特性を有する建築構造物系に対しても、その応

答記録より対象建物の真の動特性を推定する手法を提案することを目指しており、その意味では線形1自 由

度系の構造物動特性の同定手法だけでは本研究の意図を実現するものとはなり得ない。しかし線形1自 由

度システムは本章以降の各章で検討が行われる各種システムのうちもっとも基本的なものであり、各同定手法

の基本的な特性を調べるためには非常に有効であると考えられる。付け加えると、各同定手法の適用性ある

いは精度の検討を行う際に、同定にあたり多自由度かつ複雑な復元力特性を有するモデルによる比較検討

を行うと、しばしば検討時に必要な設定パラメータや推定パラメータ数が多くなり、同定計算結果よりそれぞ

れの同定手法の基本的な特性を抽出することが非常に困難になることも少なくない。

現実に多自由度かつ複雑な復元力特性を有する建築構造物の同定を行う際にも、対象モデルを線形1自

由度と仮定することで対象モデルの1次 の等価固有周期や等価減衰定数など、対象構造物の諸特性のうち

非常に重要なパラメータを推定できる場合も多く、この情報はさらに詳細な対象構造物の同定を行うにあたり

重要な事前情報となることが少なくない。

上記の観点より、本章ではまず2.2節 において、これまでに提案されている各種の線形1自 由度系構造

物動特性の同定手法を整理する意味も含め、本研で用いた既存の同定手法を列挙し、概略を示す。

っぎに、多自由度かっ複雑な復元力特性を有する建築構造物系の建築構造物の動特性を精度良く伺定

可能と考えられる手法として、2二3節 において新たに2つ の手法を提案し、この手法の概略を述べるととも

に定式化を行う。

なお、本章で取り上げる各種伺定手法は、手法の適用にあたり、対象モデルの線形性やモデルが1自

由度であることが必要条件であるもの、あるいはこれらに依存しないものなど様々であるが、本章ではすべて

の同定手法について対象モデルとして線形1自 由度系を採用することを念頭において記述を行う。

2.2既 存 の伺 定手法

2.2.1既 存 同定手法 の概 略

既存の各種伺定手法は、大別すると下記に示す3つ に分類されると考えられる。

(1)周 波数領域の推定手法
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(2)イ ンパルス応答の 同定手法

(3)状 態 空間表示 に基づく同定手法

以下、 上記(1)～(3)の 分 類 にしたがって各手法の概 略を示す。

(1)周 波数領域の同定手法

周波数領域の同定手法は、いずれも入力及び観測記録を時間領域から周波数領域へと変換し、これら

の比から入力と応答間の伝達関数や応答倍率をもとめ、これらと理論的な伝達関数や応答倍率との間で何ら

かのフィッティングを行うことにより対象モデルの動特性を算定する手法である。周波数領域の各手法は、時

間領域から周波数領域へのデータ変換を伴うことより、基本的に対象モデルの線形性が前提条件となるが、

対象モデルが多自由度である場合においても多自由度の伝達関数あるいは応答倍率を用いてフィッティング

を行うことが可能である。

時間領域で観測されるデータを周波数領域へ変換するには、通常高速フーリエ変換(FFT)が多く用いられ

るが、この場合には

1)同 定に用いるデータ長が短い場合にはスペクトル推定の精度が悪化する1)

2)フ ィッテング周期帯に対しサンプリング周期が十分小さくないとエイリアシング2)の影響をうける

等の現象に十分注意する必要がある。1)に ついてはMEM(最 大エントロピー法)を 用いてスペクトルを

算出する、2)については時間領域あるいは周波数領域で何らかの平滑化を行う、などの手法により対処可

能であるが、特に平滑化を行う際には、平滑化の程度により振幅ピークのスペクトル形状がかなり変動する

ことがあり注意が必要である。本研究では、周波数領域の同定手法として代表的手法であるカーブフィット法

を2.2.2に 、ハーフパワー法を2.2.3に 示す。

(2)イ ンパルス応答 の同定手 法

同定対象モデルが線形であることが明らかな場合、対象システムの単位インパルス応'fig(t)が推定可能で

あれば任意外力f(t)に 対するシステムの応答v(r)は(2.1)式 で推定す ることができる。

i

Y(t)一g(tz).f(z)dz(2.1)
0

また、単位インパルス応答のラプラス変換は、よく知られているように伝 達関数 に他ならない。したがって、

対象システムのインパルス応答 を精度よく推 定可能であれば、システムの線形性を仮 定する限り任意外力に

対する応答と周波数特性の両者を求めることが可能 となる。

ただし、建築構造物を同定対象とした場合、入力 として単位インパルスを適用するのは実 際には難しいこ

とが多く、2.2.4に 示す 自己相関関数法 、あるいは2.2.5に 示すRD法 により間接 的に対象シス

テムのインパルス応答 を推定することが多い。この場合 、自己相関関数法 については入力波 がホワイトノイ

ズとの仮定が必 要となる。またRD法 については入力波 が十分なデータ長を有す る期待値0の ランダム確率

過程波であることが前提条件である。これらの条件は入力として地震波を想定した場合 には適用がやや難し
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いが、一般に常時微動や風による振動については入力をほぼ定常ランダム過程入力と見なすことができ、ま

た十分なデータ長のデータを得ることが可能である。したがって、これらインパルス応答の推定手法は上記

の常時微動観測や風による振動観測時の概略の減衰定数や固有周期の算定に広く用いられている。

ただし、通常の手順としては対象建物のインパルス応答を推定した後、最小2乗 法近似により対数減衰率

を推定することがほとんどで、この処理によりインパルス応答に含まれる高次モードの情報は除去されることが

多い。

(3)状 態空間表示に基づく同定手法

近年では、建築・土木分野を含め各種工学領域において、状態空間表示に基づく時間領域の伺定手

法の研究が精力的になされている。状態空間表示を用いることは、以下に示す利点があると考えられる。

1)多 入力多出力系を容易に扱うことが出来る。

2)状態空間表示により、内部変数である状態量と、外部から測定可能な観測量とを分離して考慮できる。

また、ノイズにっいても、状態ノイズと観測ノイズに分けて考慮できる。

3)建 築構造物に限らず、物理モデルは微分方程式で表されることが多いが、これは連続型の状態方程

式で表すことが容易であり、また、ひとたび状態方程式に変換してしまえば、あとは、どの様な物理モ

デルについても、ほぼ同様の手順で同定が可能となり、適用範囲が広い。

さらに、時間領域で同定を行うことの利 点としては、以下のものが考えられる。

1)観 測記録 は時刻歴で得 られるが、これを周 波数領 域へと変換することによる誤差の混入をさけることが

出来る。

2)周 波数領域 では考慮の難しい非線形システムの伺 定が可能となる。

本節では、状態空 間表示 に基づく各種時間領域の既存各種 同定手法について、最初 に拡張カルマン

フィルター法(ExtendedKalmanFilter:EKF)の 概略を2.2.6に 示す。 さらに拡張カル マンフィルタ系

の同定手法 であり、建築 ・土木分野でこれまで適 用事例の多いEK-WGI法 の概略を2.2.7に 示し、併

せて拡張カルマンフィルター法の初期値依存性 の低減が期待できる手法である改良手法の適応拡張カルマ

ンフィルタ法(AdaptiveEKF)を2.2.8に 示す。

2.2.2カ ー ブ フィッ ト法3)

1自 由度 系の 基 礎 に地動y。(r)が作 用 す る揚 合 の運 動 方 程 式 は 、図2.1よ りく2.2)式に示 す 様 になる。ここ

にYは 基礎 に対 す る相 対 変位 とす る。

my+cy+ky=一myo{2.2)

ここで、(2.3)式を代 入 すると(2.4)式が得 られる。
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;蟻 瓢:1:3)4)YYY.

入力 としては複 素 形 の調 和 地 動 を考 え、Y。一α。e'p'とすると、特解

をy=Ce'P'と お いて(2.4)式 に代 入 す ると(2.5)式を得 る。

(Pω0)2ア=

1偉+2h(Pw
o)・ぜ(2.5)

(2.5)式より、構造物 の相 対変位倍率 は次 のように表される。 図2
.11自 由度系モデル

Y__Yo[指 ボ1龍

2h(o)(2.6)

1一 〔訂

(2.6)式から得られる変位応 答倍率1ソ殉1と、変位応答の位 相遅れを図2.2(a),(b)に 示す。

同様に解いて、構造物の絶対加速度の定常応答解は(2.7)式となる。

嚇 一 一
1欝 象 ン・圃(2.7)

よって、絶対加速度倍 率は(2.8)式 となる。

6

奉
4

2

み昌0

轟雷0.1

ゐ=0,2

ゐ冨0.4

=0 .707a=i .a

R

冨
⑦ 翼陰

盈=0

ゐ冨0.1

轟唱0.2

諏冨0.4

諏雷0。707
盈=1.0

00

00.511.522.5300 .511.522.5

p/mPノ ①

(a)変位応答倍率(b)変 位応答の位相遅れ

図2.2調 和地動に対する変位応答倍率および変位応答の位相遅れ
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0)3

1一(1一 ・め ㈹2

.e-ie 龍
(2.8)

ただし、これらの応答倍率 は厳密 には入力が定常な調和波 動と見なせる場合に成立するものであることに

注意 を払う必要 がある。例 えば、入 力が起振機 の場合や 、地盤の常時微動 などの場合 は、ほぼ調和波あ

るいは定常振動 に準ずるものと見なすことができ、上記の変位応答倍率 により1自 由度系の主たる動特性で

ある固有周期あるいは減衰定数を推 定することができる。

2.2.3ハ ー フパ ワ ー 法4)

1自 由度系の変位あるいは加速度の応答倍率が何らかの測定 により得られたとする。測定結果で得られた

応答倍率 曲線の共振振幅の1/彪 のところで横線を引き、この曲線との交点ω1,(賜とする。(ただし、(魅≧ω、

とする)このとき、△w=wZ-w,と して

ω1=ωo一 △ω/2(
2.9)

ω2=ωo+△ ω/2

が成り立つと仮定する。ただし、ここにωo=～騙 である。さらに△ωk馬が微 小量であるとすると

1一(色w
a)z=1一 〔1一去鍔)2・ 鍔(2.1・)

1一(wzω
0)z=1一(1・10co2wo)2・ 鍔(2.11)

そこで、(2.6)式においてhと△敏%が 伺程度の微小量とし、それより高次の微小を無視するとw,,砺 とも(2.12)

式を満足する。

y_x=lyo1(2 .12)Yo(owl

wo・4h・

ここで、共振時の角振動数をω.、振幅をX,とすると、ω声ωoより

x,一ly
o卜12h(2.13)

であるから、X=茜/～σに(2.12)式と(2.13)式を代入して

h=2wa{2.14)

を得 る。伺 様 に加 速 度 応 答 倍 率 につ いても、(2.8)、(2.1-0)あるい は(2.11)式 より
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ω1ωrω2w,ωrw2

(a)変位応答倍率を用 いた場合(b)加 速度応答倍率を用いた場合

図2.2ハ ーフパ ワー法説 明図

1+4h21'x=
yo

(Ow`swJlo・4h2(2.15)

また、共振時の振幅Xrは

H乱 編 一1+4hZ2h(2.16)

であるから、X=Xr〃2に(2.15)と(2.16)式 を代入して

h=2wa(2.17)

を得る。

実際に応答倍 率が得られた場合のハ ーフパワー法 による減衰定数 の算定手法イメージを図2.2に 示す。

2.2.4自 己 相 関 関 数 法5)

構造物に対す る入力がホワイトノイズと仮 定出来る場合 、すなわち平均値E(x(r)}=0、 であり、また、全

周波数にわたり、一定のパ ワースペクトル をもつ、すなわちS(ω)=S。と仮定 出来る場合 にお ける1自 由度 系

の定常応答 を考える。ここでパワースペクトル密度s(ω)、平均値0の ランダムな定常地動Yo=一a(t)が 作用す

る1自 由度系の運動方程式(2.18)式 となる。

y+2hwoy+woy=a(t)(2.18)

ここに、ランダム定常地動は(2.19)～(2.21)式 の条件 を満 足する。

El・(t)1-0(2・19)

E【・(')・㈹ 卜Ra(・)(2・20)

RA(T)=E[a(t)a(t+ti)]=SaS(i)(2.21)

地動加 速度が単位インパルスの場合 、1自由度系の単位インパルス応答は(2.22)式 で与 えられる。
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9ω 一一・詳 緬・・i・〔ω♂')(2.22)

ここに、ω。'=～石=jlzCil。:減 衰 固有 角振 動 数[rad/sec]で ある。

定 常応 答アは 、t=一。。か らの 寄 与 を考 え、またrく τでインパ ル ス応 答 はg(r-ti)=oと なることを考 慮 す ると、

(2.23)式 となる。

アーf
..・(・)9(a)dT一 £ ・(・)S(汽)dT

一∬ ・(t一・)・(・)di(2.23)

応 答y(r)の 自 己相 関関Ry(t)は(2.23)(2.20)(2.21)式 、及 び デル タ関 数 の性 質 を考慮 す れ ば

R.(の 一E[y(r)y(什 ・)]

一E∬ α(凹 瀬 瀕 か(t+ti-tiz)S(tiz)dti2

-1個 α('一τ
1)α('就一・、)]9(τ1)9(・、)4璃

一π 凡('+τ
1一τ2)9(τ!)9(τ2)di,dti2

一轍 δ剛9(・ 麗 幽

一S
otWg
O(・ ブの9(畝

!2.24)

であるから、ホワイトノイズ地動に対する応答の自己相欄関数は(2.25)式となる。

囎 一轟 率 画1+hsin1-h2cooli1-h2)(2.25)

ここで、初期変位d。が与えれた場合の自由振動解は、減衰定Ch<1の 領域で(2.26)式

y(t)炉 ← 両 卿 ・hsin1-h2wat1-h2〈2.26)

で表されることを勘案すると、応答の自己相関関数を求めることにより、初期変位が有る場合の自由振動

解の相似形が得られることがわかり、応答の自己相関関数より減衰定数や固有周期の算定が可能となる。
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2.2.5RD(RandamDecrement)法6》7λ8)

(2.27)式 に示 す ように 、非 減 衰 固 有 角 振 動 数 ω。、減 衰 定hの1質 点 系 に 、期 待 値0の ランダム確 率 過

程 で ある外 力!fit)が作 用 す るものとす る。

Y+2hwoY+ω&ア=f(t)(2.27)

この 場合 の応 答)《りの一 般 解 は 、(2.28)式 の ように 自由 振 動 解d(t)と ランダムな外 力 による強 制 振 動 解r(r)

の和 の形 で表 され る。

ア(t)=d(t)+Y(t)(2.28)

ただ し、

d(・)一蜘(荊 〉π)叫1・ir(t)_
0/ω ・働 (2.29)

ここで、Aは初期条件によって決定される定数であり、gωは単位インパルス応答関数である。

応答y(t)の期待値は自由振動解と強制振動解のそれぞれの期待値の和で表されるから

Elンω 】一E【4(r)】+Eレ(t)】(2・30)

ここで、ランダム応答成分r(r)の期待値は

Eレ(t)卜 冗E【 ノ(・)1・(r一・)dti(2・31)

であるか ら、外力 が期待値0の ランダム確率過程 、っまりE【f(τ)】=0であるならば、(2.32)式が成り立っ。

Eレ(のト0(2・32)

応答アの時刻歴の標本 が数多く存在するときには、応答 のYの 時系列波形をt=oに おいて極 大値 となるよ

うに並べ 、これを時刻軸を揃 えて重ね合 わせ れば、和E .v(t)のうち、ランダム成分の和Er(r)は(2.32)式 より0

に近づき、自由振動成分 の和Ed(t)だ けが残る。したがって、この重ね合わせ波形 はランダムな極 大値Pの

和EPを 初期振幅とする自由振動波形となる。

以上のような原理に基づく減衰定数の評価法がRD(RandamDecrement)法 であり、ホワイトノイズのような期

待値0の ランダム外力 に対 する応答波形を極大値を初期値 とする数 多くの小サンプル に分割 し、これを重 ね

合わせてランダム成分 を消去し、自由振動波形を抽 出す ることができる。

なお、RD法 の適用 にあたり、小サンプル の切り出し法 として、時 間軸方 向に極大値を1つ づっずらしな

がら重ね合 わせる方法と、全データを極 大値 を初期値とする各要素に完全 に分割し、小サンプル 間のデー

タの重なりを除去する方法とがあるが、本論文では観測データが比較的短くても多くの小サンプルを抽 出で

きる前者の方法を採用 して推定計算を実施している。

2.2.6拡 張 力 ル マ ン フィル タ法9),10)

カルマンフィルタは、本来線形確率システムの状態推 定のアルゴリズムとして開発 されたものであるが、未
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知パラメータを含むシステムの伺 定手 法として用いることが可能である。構造物(シ ステム)に 含 まれるパラ

メータの推定問題 にカルマンフィルタを用いると、状態方程式の表示形式 が非線形になる。拡張カルマンフィ

ルタ(ExtendedKalmanfilter)法 は、カルマンフィルタ・アルゴリズムを、状態方程式と観 測方程式の表 示形

式が非線形になるシステムにおいて、両者を基準軌跡回りで線形化することで状態量推定のアルゴリズムを

構成したものである。数値解 析ではこれまで、以下2.2.7あ るいは2.2.8に 示す 改良アルゴリズム

等が提案されている。

以下、拡張カルマンフィルタ法 による同定手法について説 明する。拡張カルマンフィルタ法 は、(2.33)式で

表される表示形式が非線形な状態方程 式と(2.34)式で表される観測方程式 を、状態量の基準軌跡 まわりで線

形化することによりカルマンフィルタと類似したアルゴリズムを構成したものである。

at-f(x,t)・w(t)・r・t・(2・33)

y,k=h(x,t)+v(t)(2.34)

ここに,t:時 間t。:初期 時間x=状 態量w:シ ステム雑 音y:観 測量v:観 測雑 音である。

拡張カルマンフィルタ法 は、以下 に示 される(2.35)～(2.40)式 を、各ステップkに ついて繰 り返し計算する

ことにより推定値を得る。ただし、状態ノイズについては共分散行列QCk+1)、 および状態ノイズ共分散行列

の変換行列G(k)が ともに既知 であり、観 測ノ'イズについては共分散行列R(k+1)が 既知と仮定する。

まず始めに、予測ルーチンにおいて、(2.35)式によりkス テップ 目の修正状態量x(彫)を 用 い、k{一1ステッ

プ 目の予測状態量x(k+llた)を 計算する。そのときの誤差共分散P(k+11め は(2.36)式 により計算する。

鯛 た)一 欄+f/
!z(z,t)dt(235)k

jP(k+llた)=Φ(k+ljk)P(た1た)ΦT(ノ ヒ+lIん)+G(k)Q(k+1)(一,「(k)(2.36)

ここで Φ(k+lIん)は システムの遷 移 行 列 であり、(2.37)式 のように与 えられ る。

Φ(k+11ん)≒・÷△'袈L
_+12!△ 〆窪_+一(2.37)

次 に、修 正 ル ー チ ンである(2.38)、(2.39)式 により、観 測 値v(k+1)を 用 ることで 、予 測 状 態 量 と誤 差共 分

散 行 列を修 正す る。

£(k十1ijを十1)=x(k十11ゐ)十K(k十1)LY(k十1)一M(た1-1猿(舶 一llゐ)](2.38)

P(k+11ん+1)=[1-K(k+1)M(k+1)IP(k+11た)[1-R(k+1)M(k+1)]T(
2.39)+K(k+1)R(k+1)KT(k+1)

ここで、K(k+1)は カル マンゲインであり、M(k+1)は 観 測 方 程式 の 変換 行 列 である。κ(k+1)、M(k+1)は

以 下の ように与 え られ る。

K(k一+1)=P(k+1レ ヒ)ノVIT(k+1)jM(k+1)P(k+1{ん)ノ 匠τ(k+1)+、R(k+1)r1〈2・40)

M(k+1);ahazt)(2 .41)
炉 鰍+1捗)
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2.2.7EK-WGI法

EK-WGI法(ExtendedKalmanFilter-WeightedGlobalIterationProcedure)は 、星谷 、斉藤1D～19)により開

発されたものである。この手 法では、初期時刻t=toの 推 定パラメータの初 期値とデータ終了時刻t=tnの

推定パラメータが一致す るまで、拡 張カルマンフィルタ・アルゴリズムに誤 差共分散行列 に重 み付 けを行い

グn`バ ルな繰 り返し計算:をさせることで、短いデータ長の場 合においても同定計算を収束させることが可能

となる。そのため、本 手法はオンライン推定法である拡 張カルマンフィル タ法を用いているが、実際にはオ

フライン同定手法 となる。また、この手法では基本的な推定 ・修正アルゴリズムが、拡張カルマンフィルタ法

と同じものであり、推 定パ ラメータの初期値 によっては、真値 とかけ離れた初期値 を与えると、発 散もしくは

間違った値 へと収 束す ることもあり注意が必 要となる。なお 、EK-WGI法 は前述 の拡 張カルマンフィルタ法と

同様 に、システム雑 音共分散行列Q(k+1)、 システム雑音 共分散 行列変i換行列G(k)、 および観 測雑 音共分

散行列R(k+1)を 既知 量として仮定する必要があるが、通 常ρ(妊1)ニ0と仮 定し、状態ノイズを考慮しないアル

ゴリズムを構 成することが多い。

2.2.8適 応拡 張カルマンフィルタ法

適 応 フィル タ手 法(AdaptiveFilteringProcedure;)は 、A.H.Jazwinskil5)に より、カル マ ンフィル タにお ける

推 定パ ラメー タの 発 散 問題 を解 消 す る演 算 手 法 として開発 され た。適 応 フィル タ手 法 は 、状 態 ノイズ共 分 散

行 列を逐 次 計 算 す ることにより、予測 誤 差 共 分 散 行 列 へ 反 映 させ ようとい う手 法 である。この手 法 を、C.G.

KohやL.M.Seeらis)は 、構 造 物 のシステム同 定 問題 にお いても適 用 できるように改 良し、適 応 拡 張カル マ

ンフィル タ(AdaptiveExtendedKalmanFilter)法 を開発 した。

本研 究 で用 い た適 応 拡 張 カ ル マ ン フ ィル タ法 は 、同 定 パ ラメ ー タ と観 測 値 との 予測 誤 差 ベ ク トルァ

を

7'(k+1)=ア(k+1)一h(x(k+11ん),tk+i)(2.42)

と定 義 し、kス テップ 目の状 態 量 の推 定誤 差Sx(k)とk+1ス テップ 目の状 態 量 の推 定 誤 差8x(k+1)と の

関係 が、

Sx(k+1)=Φ(k+llん)Sx(k)+w(k+1)

の 関係 にあ り、さらにδκ(k)と観 測値 の真 値 と推 定観 測 量 との誤 差Sy(k)が 、

Sy(k)=M(k)Sx(k)+v(k)

の関係 にあることか ら、(2.42)式 は 、(2.44)式 を代 入 することにより、

r(k+1)=M(k+1)Sx(k+1)+v(k+1)

となり、さらに(2.43)式 を代 入 して 、

雌+1)=M(k+1)[Φ(欄 δx㈹ ・w(k・1)}・ 唯 ・1)

(2.43)

(2.44)

(2.45)

(2.46)

となる。kス テップ 目の推定状態量 が 薫(κ1ゐ)である時 、状態量の真値 との誤差ベ クトル δ鰍1た)は 、
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δ薫(klk)==x(k)_棄(klk)(2.47)

と定 義 され るの で(2.46)式 は 以 下 の ように なる。

r(k+1)=M(k+1)Φ(k+11k)δ 黛(klk)+M(k+1)w(k+1)+v(k+1)(2.48)

一 般 に
、既 ρステ ップ 目の 予 測 誤 差 ベ クトル は 、

r(k+p)=M(k+」 ρ)Φ(k+plk+p-1)δ 」驚(k+p-lik+p-1)+M(k+p)w(k+p)+v(k+」 ρ)(2.49)

で あ り、k+p-1ス テ ップ 目の 誤 差 ベ クトル が

か　
6£(k+P-11k+P-1)=Φ(k+Ak)δX(klk)+Σ Φ(k+P-11k+i)w(k+ゴ)(2・50)

i=1

であることか ら(2.49)式 は 、

ア
r(k+P)=M(k+P)Φ(k+plk)δil(klk)+M(k+P)Σ Φ(k+、琳+り 砂(k+i)+v(k+、 ρ)(2.51)

'=1

と表される。これを用い、左加ステップ目の予測誤差共分散行列は、以下のように表される。

C・V[r(k・P)卜 申 ん+P)r'(k・P)】(2・52)

また、誤差ベクトルδil(kik)の平均値 が0で 、その共分散行列がP(klk)で あると仮 定する。すなわち、

E[δi(klk)]一 ・ 〈2・53)

C・V(δ £(雄)1-P(klk)(2・54)

であることを考 慮 したら、(2.51)式 は 、

C・Vレ(k+p)1-M(ん ・P.)Φ(た・琳)P㈹ ΦT伽ik)M㌃ 丸・P)

圃P伽 ㈹G(k+i)Q一 一 一@55)
+R(k+P)

となる。ここで、適応拡 張カルマンフィルタ ・アルゴリズムでは、

C・vlr(k・P)卜 矧 ・(k+i)r'(k・i)}〈2・56)

となる条件を満たす予測誤差共分散行列を用いる。あるデータ長Aに ついて、区問k≦k+p≦k+Nで は、

G(k+p)とe(k+p)が 変化しないとすれば、(2.55)式は以 下のように変形される。

ア
M(k+P)Σ Φ(k+plk+i)GgGTΦT(k+Ak+i)IMT〈k+P)

ゴヨ　

。 〈2.57)

一掘 レ㈹ 〆㈹]一C・V{・(k・P)1(1}一・]

ここで、(2.57)式の最後の項は、以下のように定義する。

C・V[・(k+P)le一 ・卜M(k・P)(1・(k+Ptk)P〈klk)ΦT(k+plk)M'〈k・P)+R(k・P)(2・58)

式く2.57)の左辺 について、`状態 ノイズが各 々独 立である場合、すなわち、状態 ノイズ共分散行列Qが
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対角行列である場合、その対角項ベクトルを9(k,N)とし、また、

{A(k+p)}vv-Pi=1〈Mi(k・P)Φ(k・Plk+1)G}1(2.59)

を満たす行列A.(k+P)を 定義する。

(2.57)式の右 辺にっいても6?と同様 に予測誤 差が各 々が独立であるとして、その対角項を ε(k+P)とす る。

これにより、 区間k≦k+P≦k+Nに ついて、

AT一 【オ(k・1),A(k・2),・ 雌 ・N)1(2.6・)

・・一1・(k・1),・(k・2),・ ・(k・N)1(2.61)

とか ら、R(k,N)は 以 下の 方 程 式 を満 たす ことになる。

Aq(k,N)=E(2.62)

ただ し、分 散 値 は 正 の値 をとるので 、R(k,N)の 各 要 素 が負 となる場 合 、その要 素 は0と す る。

これ により、区 間k≦k+P≦k+1>に お いて 、状 態 ノイズ 共 分 散行 列 は 更 新 され 、拡 張 カル マンフィル タ ・

アルゴリズム に適 用 され る。

2.3本 研究において提案する新たな同定手法

本章冒頭においても述べたように、本研究では多自由度かつ複雑な復元力特性を有する建築構造物系

に対しても、その応答記録より対象建物の真の動特性を推定する手法を提案することを目指している。これ

まで、2.2節 においては、既存の同定手法を3種類に大別し、かっ具体的な手法の説明を行った。これ

らの手法はいずれも原則的には多自由度系の同定に適用可能なものであるが、周波数領域の同定手法とイ

ンパルス応答の同定手法は、いずれも対象システムの線形性を前提として成立しており、非線形システムの

同定に適用することは困難であると考えらえる。これに対し、状態空間表示に基づく時間領域の手法である

拡張カルマンフィルタ系の手法は、いずれも非線形の状態方程式と観測方程式による定式化に基づく手法

であり、線形システム同定への適用時と同様のアルゴリズムで非線形システムの同定が可能である。

ただし、2.2.6に 示した通常型の拡張カルマンフィルタ法は、推定パラメータ数が多い場合には特

に長い観測データが必要であることが知られている。EK-WGI法 は拡張カルマンフィルタのアルゴリズムをグ

ローバルに繰り返すことでこの必要データ長の問題を解決しているが、この場合においても各予測状態量の

平均値と誤差共分散行列初期値の設定に依存した推定状態量の発散、あるいは間違った値への収束など

の現象は解決できない。適応拡張カルマンフィルタ法はこのような推定パラメータ発散の初期値依存性を改

善するために、状態ノイズ共分散行列を逐次算定することで状態量予測誤差共分散行列の発散を抑制し、か

つ推定値の収束性を高めた手法である。ただしこの手法では、同定計算中に推定パラメータが収束域に達

した際にばらっきが生じることが報告されている。C.G.KohやL.M.Seeら16)は 、この間題点を推定時間
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以前の数個 のデータを用いてスムージングすることで解決 している。しかし、収束以前の推定値をも平均化

するため、初期値からの動的な変動をとらえることができない。

そこで本節では、推定パラメータが真値近傍であれば時間的に長い観測量を必要としないEK-WGI法 の

長所と、比較的初期条件が厳しくなく収束性 が高い適 応拡 張カルマンフィルタ法の両手法を組み合わせ 、さ

らに収束性と収束域での安定性を高めるべく、2.3.1に て改良アルゴリズム(適 応 フィルタ及び適宜重

み付け手法:AF-AWP)を 提案 する。さらに、最後 に、建 築 ・土木分野ではこれまで殆ど用いられていな

いが、拡張カルマンフィルタ法に比較 して少ないパラメータ初期値数で同 定が可能である状態空間表示に基

づく予測誤差法(PEM-SS)の 概 略を2.3.2に 示す。

2.3.1適 応フィルタ及び適 宜重み付 け手法(AF-AWP)

ここで提案する適応フィルタ及び適宜重み付け手

法(AF-AWP)は 、適応拡 張カルマンフィルタ法の

特徴である、推定パラメータへの収束性の速さと、

推定パラメータの初期値が真値近傍 に設 定されて

いない場合についても収束しやすいという利点を用

いてEK-WGI法 の収束性 を大幅 に向上 させてい

る。さらに、適応 拡張カルマンフィルタ手法の収束

安定域に入った時の推 定値 のばらっきという欠 点

を、EK-WGI法 に見 られる推定パラメータの安定

性 により補うことを目的とした手法である17)～19)。

図2.3の フローチャートに示されるように、本手

法のアルゴリズムは、主に2つ の段階 に分かれて

いる。第1段 階の適応 フィルタ部分では、kステッ

プ 目からウィンドウのデータ長 〈lwまでを用い、式

(2.62)によりq(k,1>)を計算 し、システム雑音共分散

行列を更新する。次 に、システム雑音共分散行列

の適応範 囲 伽 分だけ拡 張カルマンフィルタを実

行 し、推定パラメータを得 る。以下この操 作を繰り

返 し、安定域まで収束させ る。ここで、推 定値 が

安 定域まで収束するのに、Snの データ長必要で

あったとする。

第2段 階のスムージング部 分では、まず、誤差
・図2 .3Af-AWP法 の フローチャー ト
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毯蓋

ao

藷
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共分散行列 に重 み付 けをし、第1段 階で求 められた推 定パラメータの値 と、誤差 共分散 行列を用い、さら

に誤 差共分散行列 にある重 み付 けを行い、データの続きから、拡 張カルマンフィルタを実行する。この時

の重みは、各ステップで推 定される状態量の変動 を見て、発散傾 向にあるならば大きく設 定し、収束傾 向

にあれ ば小さく設 定する。つぎに残 りデータを、EK-WGI法 のように1デ ータ長 の終了後 に誤 差共分散行列

に重み付 けす るのではなく、残りデータを第1段 階で要したデータ長Snを 一 区切 りに分割して、区間最後

の誤差共分散行列 に重み付 けを行 い、次 区間の誤 差共分散行列 の初期値として、拡張カルマンフィルタを

実行す る。さらに、推 定パ ラメータの初期値 と、区間最 後の推 定パラメータが一致するまで繰 り返し計算を

行う。この一連の操 作 により、区間始めでは誤 差共分散行列の重み付 けの影響で、推 定パラメータが一時

的に変動す るものの、区間中頃か ら適応 拡張カルマンフィルタでは得 られなかった、収束域 での安 定性 を

得ることができる。

2.3.2.状 態空間 表示 に基づく予測誤差法(PEM-SS)

ある同定実験をおこなった結果 、同定対象の有限個の入出力データ

{uk,yk;kニ1,2,…,N}(2・63)

が観測されたとする。ただし、多入力多 出力 の場合 においては(2.63)式 中の入力量u及 び観測量yは す

べてベクトルとなる。 なお 、ノVはデータ数とす る。 このとき、予測誤差(predictionerror)を

・(んθ)=y(k)一,個 θ)(2・64)

と定義する。ここに姻 θ)はkステップ における観測量 の推定値であり、Y(ん10)は同定モデル の選択 に依存

する。

次に、ある同定モデルを仮定したとき、観測された入出力データをある意味で最もよく表現できる未知パラ

メータベクトル θを決定するために、予測誤差の大きさを測る関数

1(k,B,E(k,B))(2.65)

を導入し、同定のための評価規範 として、たとえば

・(め一÷ 童1(聯 θ))(2 .66)
k=]

を定義す る。このとき、kステップにお けるパラメータ推定値e(k)は 、J〔k)を最 小にすることにより求められ

る。このように、予測誤差か ら構成 される評価 規範を最小 にするように推定値 を計算する方法 は総称して予

測誤差法(PredictionErrorMethod:PEM)20),21)と 呼 ばれている。

予測誤差法を状態空間モデル による線形多 自由度せん断型の構造物動特性の同定に適用するためには、

たとえば構造物各層の剛性及び粘性減衰係数をパラメータとして、これ に適 当な初期値を用いて連続型の状

態空間モデルである(2.67)式を決める。
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x=Ax+Bu

(2.67)y=Cx

次 に、(2.67)式 の連続 型 状態 空 間 モデ ル を離 散化 し、か つ状 態 ノイズと観 測 ノイズを考慮 して(2.68)式 に示

すイノベ ーション表 現 の離 散 型 状 態 空 間モデ ル22),23)を得 る。

x(k+1)=Ax(k)+Bu(k)+1「 ㌧〈ん)

ア(k)一('z(k)・ 唯)(2.68)

ここにvは 平 均 値0で 共 分 散 行 列 が 与 えられ たホワイトノイズベ クトル と仮 定す る。また、能 カル マ ンゲイ

ンす るとハ罵4で ある。(2.68)式 の2っ の式 よりvを 消去 す ると、アの 予測 値 夕は(2.69)式 となる。

y(k+1)=Cx(k+1)

・(){(A-r(フ)z(k)+r}〈k)・ 齢)}(2.fi9)

ここで、(2.64)式 の予 測 誤 差 を考 えて

Ek==ア(k)一Y(k)(2.70)

であるか ら、観 測 デ ー タ数 ノVに対 応 す る予 測 誤 差 行 列(ハ府 ×2n列)は(2.71)式 となる。

本 論 文 で は 同定 の ため の評価 規 範 ノとして(2.72)式 を用 いた。これ は 予 測誤 差 の平 均 値 が0と仮 定 した場

合 の予 測 誤 差共 分 散 行 列 の行 列 式 の値 である。

網 (2.71)

J=detCN(ETxE)J

=det

ガ ガ

嬬 琳:・ ・÷》 恥
レ ノ　

÷ Σ 坑,NE・,1… 弄 Σ 坑,N2
k=1k=1

(2.72)

なお 、本手法 における(2.72)式の評価規範を最 小にする問題は非線 形最小化問題 に帰着し、最適値の

選 定にはGauss-Newton法22)に よる収束計 算を用いた。(2.73)式に示す推定パラメータベクトルをθとした場

合 、(2.74)式のGauss-Newton法 による次ステップへの修正ベクトルdBは 、推定値Yの θによるヤコビアンφ

を(2.75)式 にて求 め、この θ,φ,及 び最小2乗 法の重 みマトリクスWに より(2.76)式を解くことで求められる。

θ ・[易 ・θ・・…,Bd](2.73)

∠1θ左=ek+1_Bk(2 .74)

一zs一



儀1 (2.75)

(φ7初1φ)dBk一 朔 ・一夕)(2.76)

ただし、Gauss-Newton法 は推 定パラメータの初;期値 θ。が真値 の近傍 でない場合や 、yの 非線形性が大

きい場合 に安定性が悪く、かつ評価基 準Jが 反復の各ステップで減 少することが保証されていないため、こ

こでは修正ベクトルdBに 縮小因子 αを導入し、

α∠1θ々=ek+1-Bk(2.77)

とおき、

J(Bk.1)≦J(Bk)(2.78)

が成 立す るまで 、α=2一 ㍗=of,一 うとして反 復 計 算 を行 い 次ステップ の推 定 値 を算 定 してい る。
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第3章 線形1自 由度系構造物動特性の同定

(データにノイズを含まない場合)

3.1緒 言

本章では、第2章 で述べた各種同定手法を用いて線形1自 由度構造物モデルによる動特性パラメータ推

定の数値計算を実施し各手法の同定精度の検証を行う。本章では各手法の基本的な性質を調べることを主

な目的とし、同定計算に用いるデータへのノイズ混入については考慮しないものとする。また、構造物への

外乱入力としてはホワイトノイズと地震波入力(ElCentroNS)の2種 類を用いるが、さらに詳細な検討を行う

ことを目的として、適宜適当な入力条件による検討をつけ加え、各同定手法の基本的な特性を明らかにす

る。

3.2デ ータ長50秒 程度の場合の各手法同定精度の検討

3.2.1検 討対象モデルおよび数値計算手法

同定対象構造物としては、図3,1に 示す線形1自 由度せん断型モデルを用いる。推定パラメータはこの

構造物の固有周期および減衰定数(あ るいは剛性および粘性減衰係数)とし、質量を既知として第2章 に

示した各手法により、数値計算にて同定精度の検討を行った。

同定対象構造物は質量を単位質量、非減衰固有周期1秒 、減衰定数皐0.02となる様、剛性と粘性減衰

表3.1検 討 対象モデル特性値

Mass:m ModelProperties

Stiffness:k

Damping

Ccefficietrt:c

Value

Mass[kg]

Stif㎞ess[kgσcm】

DampingCoefficient(kgfsec/cm]

DampingNaturalFrequency[Hz]

DampingFactor

i

39.478

0.251

0.992

0.02

表3.2入 力波検 討ケース

InputAcc

WhiteNoise

EICentroNSComp

NumberofDataDataSampling

2686

2500

soINZ]

50jHz]

図3.1検 討対象モデル
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係 数を設 定した。構造物動特性 の設 定値を表3.1に 示す。構造物 への入力 は地動入力とし、表3.2に 示

す 入力波を用いる。表3.2に 示すホワイトノイズ入力波 はサンプリング周波数 は50Hz、 パワースペクトル が各

周波数帯域で概 ね一定となるように作成した疑似ホワイトノイズである。また、この入 力の最大値 は±100gal

となるよう振幅調整をした。一方、地震波入力 はEICentroNS(サ ンプリング周波数50Hz、 最大加 速度361gal)

を振 幅調整せ ず に用いた。モデル 応答の時刻歴 波形データは、表3.1の モデル特性 と、表3.2の 入力

加速度 より、線 形加 速度法 により算定したものを用いる。その他 、各推 定法に固有 の条件を下記 に列挙す

る。

(1)カ ーブフィット法

入 力加 速度と応 答絶対加速度 波形のそれぞれ についてFFTを 実施し、振幅スペクトルを算 出した。その

際 、リンク効果低減 のため波形データ数以上の後続のゼロを時刻歴 データに付加 し、データ数が2の 階乗

となる様調整 した。次に算定され た両振幅スペクトルより振幅スペクトル比を算:定し、このスペクトル 比と加速

度応答倍率(2.7式)よ り最小2乗 近似 により非減衰 固有周 波数 と減衰 定数 を推定する。その際 、最小2乗

近似 は、全周波数 帯ではなく、算定されたスペ クトル 比のピーク(ほ ぼ固有周期近 傍と考 えられる)の 周波

数を振幅スペクトル 比より読みとり、この周波数 の半分 と倍 の間の区間とした。また、振幅スペクトル にっい

ては特に平滑化は実施 していない。

(2)ハ ーフパワー法

カーブフィット法と同手順 にて加速度振幅スペクトル比を算出し、振幅ピークの点とその両側の振幅がピー

クの1/百 倍 と成る角振動数をこのスペクトル比より読みとり、これら3点の角振動数より減衰定数を推定した。

なお 、この手法 は固有周期 の算 定手法ではないが、便宜上振幅スペクトル比のピークにおける周波数を減

衰固有周波数とした。

(3)自 己相関関数 法

応 答の相対変位 波形より自己相 関関数 を求 めてコレログラム(correlogram)を 描き、コレログラムに対して

最小2乗 近似 を適用 して減衰定数を算 出した。また、本 手法も固有周期 の算定手法ではないが、コレログ

ラムのゼロクロス間隔の平均を取り、これを減衰 固有周期 とした』

なお、通 常対数 減衰率のカーブフィッティングを実施する際 にはしばしば問題 となるが、インパルス波形

のどの範囲のピーク値 を採用するかにより減衰 定数算定結果が大きく異なることがある。そこで、本検 討で

は少なくとも4種 類以上 の異なるピーク区間を用いて減衰定数の算定を行い、最も精度の良かった推定値を

減衰定数とした。

(4)RD法

RD法 を適用 した時刻歴波形 は応 答の相対 変位 波形とした。またRD法 のデ ータの切 り出し区間は10秒
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とし、データの重なりを認める形で自由振動波形成分の抽出を実施した。RD法 により推定されたインパルス

波形からの減衰定数の推定およびと固有周期の推定については自己相関関数法と同じ手法を適用した。

(5)EK-WGI法

入力量として入力加速度 、観 測量としては構 造物の相対速度を用いた。また、推定パラメータ平均値の

初期値は真値 の5倍 から0.02倍 の値を用いてパラメトリックな同定計算を行い、これらの検討ケースのうちで

最も同定精度の良くない値 を推 定値 として採 用した。なお状態誤差 共分散行 列の初期値P。は

Podiag.(O.U,0.0,103,102)(2.79)

を用いた。また、EK-WGIに お けるグローバルな繰 り返 し回数 は最大5回 とし、グローバルな繰 り返し時

の状態誤差共分散行列の重みはWニ1000を 用いた。

(6)適 応拡張カルマンフィルタ法(以 下Adaptive-EKFと する)

入力量および観測 量、推定パラメータ平均値 と状態誤差共分散行列 に関する条件はEKFと 同一とした。

状態誤差共分散行列を算定するウインドゥは臨F10、 カルマンフィルタを実行するウインドゥ長はM"F3と した。

(7)適 応フィルタ及び適 宜重み 付け手法(以 下AF-AWPと する)

入力量および観 測量 、推 定パラメータ平均値 と状態誤差共分散行列 に関する条件 はEKFと 同一とした。

また図2.3に 示す 第1段 階のデータ長をSn=SOO個 分とした。 その他 の条件 はAdaptive-EKFと 同 一とし

た。また第1段 階から第2段 階への以降時の状態誤 差恭分散行列 の重み はEK-WGI法 と伺一のW=1000を

用いた。

〈8)状 態空間 表示に基づく予測誤差法(以 下PEM-SSと する)

入力量と観測量 に関する条件 はEK-WGI法 と同一とした。また推 定パラメータの初期値 はEK-WGI法 に

おける推 定パラメータの初期値の平均値と同等となるよう、真値 の5倍 から0.02倍 の値を用 いてパラメトリック

な同 定計算を行 い、これ らの検討ケースのうちで最も同定精度 の良くない値 を推定値として採用した。

3.2.2同 定計算結果 および考察

本節で用いている各種同定手法のうち、周波数領域の同定手法であるカーブフィット法およびハーフパ

ワー法、またインパルス応答の同定手法である自己相関関数法、およびRD法 の推定パラメータは固有周期

(周波数あるいは角振動数)と減衰定数である。これに対し、状態空間表示に基づく時問領域の各手法は

いずれも質量、剛性、及び粘性減衰係数(い わゆるMCK型)に より規定される運動方程式より誘導された

状態・観測方程式に基づく定式化を行っている。そのため、これらの手法における推定パラメータは剛性

と粘性減衰係数となる。そこで、これら手法について伺一の指標で精度の比較検討を行うため、状態空澗
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表3.3同 定計算結果
Input:WhiteNoise

Method DampingNaturalPeriod
脚

[Sec] DampingFactor

Exact EstimatedRel. Err.[%] Exams EstimatedRel. Eii.[%]

CurveFit 1.00 1.00 0.20 o.ozo 0.020 o.so

HalfPower i.oo 1.03 3.41 0.020 o.oia 48.50

Autocorrelation 1.00 1.01 0.81 o.oao o.ois 10.50

RandomDecrement 1.00 1.OI o.so 0.020 0.007 65.00

EK-WGI 1.00 1.00 0.02 0.020 0.020 0.15

Adaptive-EKF 1.00 i.oo 0.02 0.020 0.020 0.15

AF-AWP 1.00 i.oo 0.02 0.020 0.020 o.is

PEM-SS 1.00 1.00 0.02 0.020 0.020 0.15

Input:EICentro

Method DampingNaturalPeriod [Sec] DampingFactor

Exact EstimatedRel. Eit'.[%] Exact EstimatedRel. Err.[%]

CurveFit i.oo i.oo 0.20 0.020 0.020 o.so

HalfPower i.oo 1.03 3.41 0.020 o.oio 48.50

Autocorrelation i.oo 1.01 0.81 o.oza o.oz2 9.50

RandomDecrement 1.00 1.03 3.41 0.020 0.02 5.00

EK-WGI 1.00 1.00 0.02 0.020 0.020 0.15

Adaptive-EKF i.oo i.oo 0.02 0.020 0.020 o.is

AF-AWP i.oo 1.00 0.02 0.020 0.020 0.15

PEM-SS 1.00 i.oo 0.02 0.020 o.ozo 0.15

表示に基づく時 間領域の各種同定手法 については、推定された剛性値および粘性減衰係数値 より減衰 固有

周期 と減衰定数を算定し、精度 の比較 は減衰 固有周期 と減衰定数で行 った。表3.3に 同定計算結果の一

覧を示す。

表3.3よ り、減衰 固有 周期の推 定に関しては、どの手法を用 いても推 定精度の相対誤 差は高々数%で

あり、ハ ーフパワー法とRD法 を除く他 のすべての手法で相対誤 差精度1%以 内に収 まっている。ここにもっ

とも推定精度が低 いハーフパ ワー法とRD法 の減衰 固有周期算 定結果はいずれも1.03秒 であり、真値 との

絶対誤差は0.03秒 となる。ただし、本検討の数値計算 はす べてデータサンプリング周 波数50Hzで 実施さ

れており、ナイキスト周波数 に対応する周期T=0.04秒 以内の精度 は保証 出来ない。表3.3に おける減 衰

固有周期の算 定結果の絶 対誤差 はいずれもナイキスト周波数に対応 する周期以 内であり、減 衰固有周期の

推定 はいずれの手法 によっても、かなり精度 良く推定が可能 であると結論づけることが出来る。

これに対 し、減衰定数の算定結果 については、各手法 間の推定誤差 のばらつきが大きい。ここでは、ホ

ワイトノイズ入力、エルセントロ地震波入力 時のいずれのケースにおいてもハ ーフパワー法による減衰定数 算

定結 果の精度が相対誤差レベルで概 ね50%程 度となること、RD法 については、エルセントロ地震波入力 時

の減衰定数の推定結果の相対誤差が約5%程 度であるのに、ホワイトノイズ入力時の推定精度が相対誤差レ

ベル で約65%と 全検討ケース中最低であることがわかる。

その他の検討ケースでは、カーブフィット法 による減衰定数 の同定結果はホワイトノイズ、地震波入力時の

いずれのケースでも相対誤1%以 内の精度で推定されていること、自己相関関数 法による減衰 定数の推 定は

相対誤差10%程 度以 内であったことがわかる。 さらに状態空 間表示 による時 間領域 の4手 法(EK-WGI,
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Adaptive-EKF,AF-AWP,PEM-SS)に ついては、いず れも相対誤差0.2%以 内の精度で推定が行われてお

り、ほぼ真値を推 定したと考えられ る。以下各手法について詳細に検討 を行う。

(1)周 波数領域 の手法(カ ーブフィット法 、ハーフパ ワー法)

図3.2お よび図3.3に カーブフィット法とハーフパワー法の2手 法を適 用する際用いた入 出力のフーリエ

スペクトルとスペクトル 比を示すとともに、両手法の推 牢結果を示す。ここで、図3.2〈a)お よび図3.3(a)は

ホワイトノイズ、エルセントロ地震波入力時における入力絶対加速度および応答絶対加速度 のフーリエ振幅ス

ペクトルであり、同図(b)はこれ らフーリエ振幅スペ クトルより算定されたフーリエスペ クトル比と、これよりカーブ

フィット法 により得られた絶対加速度応答倍率 曲線を示す。さらに同図(c)は同じく算定されたフーリエスペクト

ル比とその最大振幅および1/万 振幅 にラインをプロットしている、さらに、加速度応答倍率 、振幅最 大値 、

および最 大振幅 の1/、σ振幅値の正解値のプロットも記入 している。

図3.2(a)と 図3.3(a)を 比較す ると、エルセントロ地震 波入力 時のフーリエスペクトル比 に比較してホワイ

トノイズ入力 時のフーリエスペクトル 比はば らっきがかなり大きいことがわかる。しかし、表3.2(b)お よび図

f-3.3周 波数領域の伺定手法による推定結果(エルセントロ地震波入力時入力時)
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3.3(b)に 示すように、カーブフィット法による同定では、このばらつきにも関わらず精度のよい応答倍率 曲

線 の推定が行われていることがわかる。

ハーフパワー 法による推定時 には、表3.3の 減衰 固有周期の算定は概 ね正しいにも関わらず減衰定数

の推 定結果 は相対誤 差50%程 度 となっている。ハ ーフパ ワー法による減衰 定数 の算 定には、式(2.16)に 示

すように最大振幅 時の角振動数ω。とこの1んσ振幅値時の角振動数 の差△ωのみで決定される。本検討では

少なくともω。は概 ね精度よく推 定されているので、推定精度低 下の要因は、1/π 振幅値時の角振動数の推

定精度がよくないことに起因する。ここで図3.2(a)お よび 図3.3(b)に 示す ようにホワイトノイズ入力時、エ

ルセントロ地震波入力時のいずれにおいてもフーリエスペクトル比による最大振幅値の読みとり値は真の最大

振幅値よりも大きめに推 定されており、これ がハーフパワー法の推定精度を低 下させた原因であると考えられ

る。また、とくにスペクトル 比にばらつきが大きいホワイトノイズ入力 時には、スペクトル比より推 定された振幅

最 大値 、および最 大振幅の1/～σ振幅値 は正解値 とはかなりか け離れてお り、表3.3に 示す推定された減

衰 定数 は偶然真値 に近い値 となったものであると考えられる。以上より、入 出力間のフーリエスペ クトル比が

ほぼ理想 的な形で求められる場合 以外 は、ハ ーフパ ワー法の適用は他 の手法 に比較して減衰 定数の推 定

精 度の問題があると結論 づけられる。これは、本 検討 におけるカーブフィット法は共振周 波数近傍のフーリ

エスペクトル比の多数の値 を用いるのに比較して、カーブフィット法 は振幅ピークとその1/厄 倍 の振幅周波

数のみの3点 のデ ータから減衰 定数を推定す るためであると考えられる。現実 にはフーリエスペクトル、ある

いはその比 については通 常何 らかの平滑化 を施す場合 が多く、これ によりフーリエスペクトル比のばらっきも

ある程度解消されるため、本検討 に比較して推定精度は向上することが多いと推測 されるが、その際も平滑

化の度合いによってはピーク振幅が真値 に比べてかなり大きく低下することもあり注意が必要であると思われ

る。

以上より周波数領域の2手 法については出来れ ばハーフパワー法を適用するよりカーブフィット法を適用す

る法が問題 が少ないと考 えられる。また、カーブフィット法を適用 して減衰定数 を算定する場合 には、少な

くとも推定されたフーリエスペクトル比が予想 される形とどの程度異なっているかについて事前検討をするべき

であると考えられる。

(2)イ ンパルス応答推定手法(自 己相関関数法、RD法)

これらの手法はいずれも入力波が定常ランダム過程であるとの前提条件が必要であり、さらに自己相関関

数法の場合は入力波がホワイトノイズであるとの条件が必要であり、地震波であるエルセントロ波を用いて動特

性の同定を行うことは問題を有している。ただし本検討では他の手法との比較のために、あえて同定計算を

実施している。

図3.4(a)～(d)に ホワイトノイズ入力時の応答より推定された同一コレログラムに対し、ピーク選択ポイント

を変えて最小2乗 法近似によりそれぞれ減衰定数を算定した結果を示す。図3.4に 示すように、本検討で

自己相関関数法により推定されたインパルス応答は振幅ピーク値が正しく対数減衰率に従う形状とはなって
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Cal.DampingRafiofromCorrelogram Cal.AampingRatiofromCorrelogam

〈a)5-10番 目のピークにより推定した場合(b)5-15番 目のピークにより推 定した場合

Cal.DampingRatiofromCorrelogramCal.DampingRatiofromCorrelogram

.h=0.01.8、pe愈=.10㌘20

≒尺 二.__

(c)10-15番 目のピークにより推 定した場合(d)10-20番 目の ピークにより推定した場合

図3.4自 己相関関数法による減衰定数推定結果(ホワイトノイズ入力時)

いないことがわかる。その結果、振幅ピークのどのポイントを選択するかによって、カーブフィットにより推定

された減衰定数 は大きく異なるものとなっている。

図3.5に ホワイトノイズ入力 時のRD法 による減衰 定数 の推 定結果を、また、図3.6に エルセントロ地震

波入力時のRD法 による減 衰定数推定結果を、同様 にそれぞれピーク選択ポイントを変えた場合 にっいて示

す。図3.4～3.6よ り、RD法 により推定されたインパルス応 答は、自己相関関数で推 定され たインパル

ス応答に比較 して、やや 安定した形状 を示していると考 えられる。これ は、このインパルス応答より推定され

る減 衰定数 が、どのピークポイントを選択しても比較的 一定となっていることからも理解 できる。ただし、ホワ

イトノイズ入力時の減 衰定数 算定結果は、いずれも真値より小さめとなり、エルセントロ地震波入力時の減衰

定数はいずれも真値より大きめとなっている。

著者らは既往の研 究1)において対象モデルの固有周期 が1秒 の場合 、推定精度1G%以 内の精度で減衰

定数を推定するためには、自 己相関関数 法の場合 はデータ長500秒 程 度、RD法 の場合 は300秒 程度が

必要であるとの結論を得ている。また、同研究 においては、数種の地震波入力を用いた場合 のRD法 によ

る減衰定数の推 定を行ったところ、入力地震波 により推 定される減衰 定数は変動 があるものの、オーダーレ
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図3.5RD法 による減衰 定数推定結果(ホ ワイトノイズ入 力時)
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図3.6RD法 による減衰定数 推定結果(ホ ワイトノイズ入 力時)

表3.4イ ンパ ルス応答の推定手法 による減衰定数 算定結果(ホ ワイトノイズ入力1000秒 時)

Input:WhiteNoise S㎜p噸0恥N㎜ 悦rof伽:50,㎜(1㎜ sec)

Method DampingNaturalPeriod[Sec]

ExactEstunatedReLEn'.fｰiｰ1 Exact

DampingFactor

Estimated ReLErr.「%1

Autocorrelation

RandomDecrement

1.001.000.200

1.001.000.00

0.020

0.020

0.022

0.020

10.000

0.oo

ベルでは推定が可能であったとの結論も得られている。これより、本検討 にお ける自己相 関関数 法、あるい

はRD法 による減 衰定数の推 定結果は、手法の問題と考えるよりも、入力データ長 がやや少ないためである

と推測される。

この仮説 を検証するため、自己相 関関数 法、RD法 については、これまでの検討ケースと同じサンプリン

グ周期と振幅を有し、データ長1000秒 のホワイトノイズ入力による応答計算結果を用いた減衰 定数の推 定を

別途 実施 した。表3.4に この場合の推定結果を示す。表3.4よ り入力デ ータ長 が1000秒 の場合 には 自
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表3.5状 態空間表示による時間領域の各手法の推定結果(ホワイトノイズ50秒)

Input:WhiteNoise

Method Stiffness[kgf/cm] DampingCoefficient[kgfsec/cm]

Exact EstimatedRel. Err.{%] Exact EstimatedRel. En.[%]

EK-WGI 39.478 39.479 0.003 0.251 0.251 0.000

Adaptive-EKF 39.478 39.479 0.003 0.251 0.251 o.ooo

AF-AWP 39.478 39.479 0.003 0.251 0.251 o.ooo

PEM-SS 39.478 39.478 o.ooo 0.251 0.251 o.ooo

表3.6状 態空間表示による時間領域の各手法の推定結果(エ ルセントロNS)

Input:ElCentro

Method Stiffness[kgf/cm] DampuigFactor

Exact EstimatedRef En.「%1 Exact EstimatedRel Err.[%]

EK-WGI 39.478 39.479 0.003 0.251 0.251 o.ooo

Adaptive-EKF 39.478 39.499 0.003 0.251 0.25] o.ooo

AF-AWP 39.478 39.479 0.003 0.251 0.25] o.ooo

PEM-SS 39.478 39.478 o.ooo 0.251 0.251 o.ooo

己相関関数法、RD法 とも大幅な推定精度の向上が見られる。特にRD法 については推定値がほぼ真値と

一致している。

以上の検討より、インパルス応答を推定する自己相関関数法、RD法 については入出力データのデータ

長が他の手法に比較して長時間必要であるが、十分な長さのデータ長があれば、かなりの推定精度で伺定

可能な手法である可能性があると結論づけることが出来る。

最後に時間領域の各手法の推定結果について述べる。時間領域の4手 法について、推定された剛性値

および粘性減衰係数を表3.5お よび表3.6に 示す。伺表より、いずれの手法においても剛性値 ・減衰

係数とも十分精度の良い同定結果が得られていることがわかる。これらの手法の推定結果は概ね真値と一致

しており、1自由度系の応答に対しノイズの影響を考慮しなくても良い揚合であれば、それらの推定結果は

ほぼ正しいと考えることが出来る。また、これらの手法は入力値が地震波の場合においてもホワイトノイズで

あった場合でも推定精度はそれほど変わらない。ただし、実際には建物の固有周期近傍帯域の振動数を

多く含む入力波でなければ、共振振動成分が少なくなり振幅スペクトル比の計算精度が悪化することが考え

られるが、それ以外の場合については概ねどの手法を用いても同定が可能であると結論づけられる。

3.3デ ータ長6秒 の場合の各手法同定計算精度の検討

3.3.1検 討手法および検討条件

3.2に おいて十分な推 定精度 を有すると考 えられる周波数領域の2手 法(カ ーブフィット法 、ハーフパ

ワー法)と 時間領域の4手 法(EKF、Adaptive-EKF、AF-AWP、PEM-SS)に ついて、観測 データ長が
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表3.7同 定計算結果(ホ ワイトノイズ入力6秒)

Method DampingNaturalPeriod [Sec] DampingFactor

Exact EstimatedRel. Err.[%] Exact EstimatedRel. Err.

CurveFit ・ 幽 鍾 , 一 職

HalfPower 幽 口 , 一 一 .

EK-WGI 1.00 1.00 o.oa 0.0200 0.0201 o.2s

Adaptive-EKF i.oo 1.00 0.06 o.oaoo 0.0199 0.49

AF-AWP 1.00 1.00 0、04 o.oaoo 0.0201 o.2s

PEM-SS 1.00 1.00 o.os 0.0200 0.020 0.30

表3.8状 態空間表示による時間領域の各手法の推定結果(ホワイトノイズ6秒)

Method Stiffness[kgf/cm] DampingCoefficient[kgfsec/cm]

Exact EstimatedRel. Err.[%] Exact Estimated Abs.Err.

EK-WGI 39.478 39.465 0.033 0.251 0.252 0.001

Adaptive-EKF 39.478 39.445 o.osa 0.25] 0.250 0.001

AF-AWP 39.478 39.466 0.030 0.251 o.zs2 0.001

PEM-SS 39.478 39.454 0.06 0.251 o.2s2 o.ooa

短い場合 にっいて同定精度 の検討を実施 した。入力波はホワイトノイズ(サ ンプリング周期100Hz、 データ

長6秒)と した。また、時間領域 の各手法 については、初期値 はすべて真値の1.1倍 とした。その他 、対

象モデル等の検討条件 については3.2と 同一 とした。

3.3.2同 定 計 算 結 果

表3.7に 同定結果を示 す。まず 、周波数領 域の同定手法でであるカーブフィット法、ハ ーフパワー法 に

ついては、入力 と出力 間の振幅スペクトル比がかなり真値と異なり、その結果固有周期と減衰 定数 を算 定す

ることが出来なかった。これ はデータ長がフーリエスペクトル計算 に必要な長さを有していないためと考 えられ

る。時間領域 の手法については、いずれの手法によっても減衰 固有周期 、減衰 定数のいずれもデータ長

50秒 の場合と比較してもほぼ同程度の推 定精度 が得 られており、同定計算 に必要なデータ長 は短 くても良

いことがわかる。表3.8に 表3.7の 減衰 固有周期 と減衰定数 の算定 に用いた剛性と粘 性減衰係数の算定

結果の一覧表 を示す。 表3.8よ り、 剛性 の推 定結果 が、EKFとAF-AWPに 比較してAdaptive-EKFと

PEM-SS法 で若干精度 が落ちていることがわかるが、いずれ の手法 によっても剛性 、減 衰係数の推 定結果

の相対誤差 は1%以 内であり、精 度的な問題 は少ないと考えられる。

3.3,3時 間領域手法の推定パラメータ初期値依存性に関する検討

次に、これら時間領域の同定法に共通する問題であるが、同定結果の精度が初期値に依存する問題が

一38一



表3.9EK-WGI法 お よびPEM-SS法 の初 期 値 依 存 性 に関 する検 討結 果(ホ ワイトノイズ6秒)

Input:WhiteNoise(IOOHz6sec)

Method Stiffness [kgf/cm] DampingCoefficient [kgfsec/cm]
Exact Initial Estimated Rel.Err.[%] Exams Initial EstimatedRel. Err.[%]

1.974 39.466 0.030 0.013 o.2s2 0.398

3.948 39.466 0.030 0.025 o.2s2 0.398

7.596 39.466 0.030 o.oso o.2s2 0.398

22.502 39.466 0.030 0.143 o.asz 0.398

EK-WGIl 39.478 2b.450 39.466 0.030 0.251 o.i6s 0.252 0.398

1 35.530 X9.466 0.030 0.226 0.252 0.398

1 43.426 39.465 0.033 0.276 o.2s2 0.398

1 59.217 39.466 0.030 0.377 0.252 0.398

78.95639.4660.030

197.390一

0.502D.2520.398

1.255一 一

1.974

3.948

7.896

22.502

PEM-SSI39.47826.450

35.530

43.426

59.217

78.956

197.390

39.454

39.454

39.454

39.454

39.454

39.454

39.454

39.454

39.454

39.454

0.06"

0.06.

0.06:

0.06:

0.06:

0.06

0.06

0.061

0.061

0.061

0.013

0.025

0.oso

O.143

0.2510.168

0.226

0.276

0.377

0.502

1.255

o.2s2

a2s2

0.252

0.2sz

O.252

0.252

0.2s2

0.252

0.252

0.252

0.398

0.398

0.398

0.398

0.398

0.398

0.398

0.398

0.398

0.398

あり、適切な初期値を与えないと推 定値が発散する。あるいは推定値が間違った値に収束するといった問題

が生じる。この問題の検討 のため、拡 張カルマンフィルタ系で最も初期値 依存性が高いと想定されるEK-

WGI法 と、PEM-SS法 の両手法 について、同一入 力波を用いて、推定値の初 期値を真値 の0.02倍 ～5倍

の間で数種設定し、推定値 の初期値依存性 に関する検討 を実施した。表3.9に その結果を示す。表3 .

9の 結果より、EKF(EK-WGI)の 初期値が推 定値 の5倍 の場合のみ伺 定計算 が発散して解 を求めることが不

能 になったものの、いずれの手法 によっても初期値が真値 の0.05倍 ～2倍 の範囲で与 えられれ ば伺 程度

の推定精度で同定計算が可能であると考えられる。一般的に、建築構造物の1次 の減衰定数 は構造種別 に

より概 ねの値は推 定されているので、この程度 の初期値依存性であれば、特に問題 があるとは考えにくい。

3.3.4対 象モデルの固有周期の影響に関する検討

対象モデルの固有周期が同定計算に与える影響を考察するために、対象モデルの周期をパラメータとし

て同定計算を実施した2)。対象モデルの固有周期は表3.10に 示すようにこれまでのモデルを含め計4ケ ー

表3.10検 討対象モデル

Case1 Case2 Case3 Case4

Mass[kg]1

Stiffness[kgf/cm]39.478

DampingCoefficient[lcgfsec/cm]0.251

NaturalFrequencyjHz]1

DamnineFactor(%12

1

986.96

1.257

5

2

1

3947.842

2.513

10

2

1

15791.367

5.027

20

2
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表3.11状 態空間表示による時間領域の各手法の推定結果(ホ ワイトノイズ6秒)

Method Stiffness 【kg倉cm] DampingCoefficient [kgfsec/cm]
Case Exact Initial Estimated Rel.Err.[%] Exact Initial Estimated Rel.Err.[%]

Casel 39.478 43.426 39.465 0.033 0.251 0.276 0.252 0.398

EK-WGI Case2 986.960 1085.656 979.027 0.804 1.257 1.382 1.247 0.796

Case3 3947.842 4232.626 3832.520 2.921 2.513 2.765 2.373 5.571

Case4 15791.367 17370.504 14359.682 9.066 5.027 5.529 1.256 75.015

Casel 39.478 43.426 39.445 0.084 0.251 0.276 0.250 0.398

Adaptive-EKF Case2 986.960 1085.656 978.863 o.s20 1.257 ].382 1.339 6.523

Case3 3947.842 4232.626 3830.683 2.968 2.513 2.765 2.451 2.467

Case4 15791.367 17370.504 14270.472 9.631 5.027 5.529 1.856 63.079

Casel 39.478 43.426 39.466 0.030 0.251 0.276 o.as2 0.398

AF-AWP Case2 986.960 1085.656 979.160 0.790 1.257 1.382 1.243 1.114

Case3 3947.842 4232.626 3831.518 2.947 2.513 2.765 2.380 5.292

Case4 15791.367 17370.504 14255.344 9.727 5.027 5.529 1.032 79.471

Casel 39.478 43.426 39.478 0.001 0.251 0.276 0.25董 0.130

PEM-SS Case2 986.960 1085.656 986.960 o.ooo 1.257 1.382 ].257 0.029

Case3 3947.842 4232.626 3947.842 o.ooo 2.513 2.765 2.513 0.Oll

Case4 15791.367 17370.504 15791.367 o.ooo 5.027 5.529 5.027 0.009

スとした。また、粘性 減衰係数 は減衰 定数 に換算 して、それぞれのケースで1F2%と なる様設 定した。

各 手法 による最終ステップの推 定パラメータ、真値 および真値 との相対誤差を、表3.11に 示す。また、

各手法 における剛性と減衰定数 の推 定値 の収束状況を図3.7～3.9に 示 す。ここで、図3.7と 図3.8

では拡張カルマンフィルタ系の3手 法については同定各ステップにおける推定パラメータの収束状況が示され

ている。なお 、図中EK-WGIに ついては他 の手法との比較 のため、グローバル な繰 り返しのうち最初の1

回 目の推定値収束状 況を示している。また、図3.9で はPEM-SSに おいては計算各ステップにおける収束

状況 を示 している。なお 、PEM-SSに ついては推 定各ステップにおける評価 関数 の収束状 況も示 している。

Case1に おいては、剛性 、粘性減衰係 数を問わず、どの手法 においても相 対誤差が0.4%以 内に同定

されてお りきわめて推 定精度が高い。 また、図3.7(a),図3.8(a)、 および図3.9(a)に 示されるように、

どの手法を用いても早い段階で収束 している。

Case2に おいては、剛性 に関して、どの手法を用 いても相 対誤 差1%以 下と、いずれも精度 良く同定を

行うが、図3.8(b)に 見られるように、拡 張カルマンフィルタの収 束性 が他 のカル マンフィルタ系手法 に比較

して悪くなっている。また、PEM-SS法 については繰 り返しステップ5回 程 度でほぼ真 値 に収 束している。粘

性減 衰係数 に関しては、適 応拡 張カルマンフィルタの相 対誤 差が5%を 超える。AF-AWPで は、相 対誤 差

が1%前 後、EK-wGI法 とPEM-ss法 は相対誤差1%以 内と良い値を推 定する。Fig.3.8(b)に 示される

ように、適応拡 張カルマンフィルタの同定精度 が低い理 由は、収束域 に入ってからの推 定パラメータのばら

つきによるものと考 えられる。EK-WGI法 を用いると、繰 り返 し数2回 で相対誤差率2%前 後 に収束し、最

終的な推定値 は誤差率が1%以 内に同定される。

Case『3に おいては、剛性 に関して、PEM-SS法 はほぼ真値 に収束 しているが、拡張カルマンフィルタ系

各手法の推定精度 は比較的均一で相対誤差 は3%前 後となる。粘性減衰係数 に関しても、PEM-SS法 はほ
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ぼ真値に収束 しているが、拡張カルマンフィルタ系ではAdaptive-EKFに よる推 定が相対誤差2.54%程 度と

もっとも良く、その他の手法による推定時ゐ相対誤差 は概 ね5%程 度である。ただし、適応拡 張カルマンフィ

ルタの 同定精度 が良いのは、Fig.3.8〈c)に 見られるように、安定域 によるデータのばらつ きにより偶然に

近い値を推定したためである。

Case4で は、剛性に関して、PEM-SS法 はほぼ真値 に収束 しているが、拡張カルマンフィルタ系各手法
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の推 定精度 は比較 的均一である。ただし推 定値 の相対誤 差は9%前 後となり推 定精度 は低 下している。粘

性減衰係 数 に関しては、拡張カルマンフィルタ系手法 による推定値はす べて真値 と違う値へと収束したもの

の、PEM-SS法 の減衰係数 推定値 はほぼ真 値 に収束している。Case4に おいて、拡 張カルマンフィルタ系

各手法の推定精度が低 下した原因はサンプリング周波数100[Hz]に 対し、モデルの固有振動数が20[Hz]

と高く、1周;期に含まれるデータ数が少ないためであろうと推察 される。Case4の 結果か ら、サ ンプリング周

波数100[Hz]の データにつ いては、拡張カルマンフィルタ系の各手法 で推定可能な最高 固有振動数 がお

おむね10[Hz]前 後と考えられる。ただし、これはシミュレーションデータ作成 時の応 答計算 と、拡 張カル

マンフィルタの遷移行列作成時の離散化の次数の違いによるものと考 えられるので、実構造物の観測記録を

用いる場合 においても同様 の現象 がみられるかについては不 明である。ただし、いずれの手法 によっても

オーダーレベルでの粘性減衰係数の推定は可能であると結論 づけることもできる。

Case1～Case4を 通 して、AF-AWPに ついて300ス テップ 目でスパイクが現れる。 これ は誤差共分散

行列の重 み付けによるものであり、推 定状 態量の誤 差が大きいとして収束を活性化 したものであるので、推

定量 が次ステップ以降 、急激な変動 をするものと考えられる。また、PEM-SS法 による同定では、推定パラ

メータのうち剛性 にっ いてはいずれのケースでも初期値より真値 に向かって推 定値 が推移するのに対し、粘

性減衰係数 については初期値より一端大きく乖離し、その後真値に向かって収束が開始されることがわかる。

ただしこれは評価 関数の設 定とPEM-SS法 で用いた非線形最小2乗 法の性質に依存する問題であることがわ

かっている。 この問題 に関する詳 細は3.4に 示す。

3.4予 測誤差法による1自 由度系構造物動特性の同定に関する追加検討

ここでは、3.3.4のPEM-SS法 による線形1自 由度せん断型モデルの同定計算 時にみ られた、推

定計算 中に減衰係数 の推定値が真値より一度大きく乖離 した後 に収束する現象の原因を調べるために、3.

3.4と 同一モデルを対象 とし、種 々の入力波条件 を用いて同定の数値 計算を行い原 因を調査した3)。

3.4.1解 析 モデル および解 析に用 いる諸量

本解 析では、3.3.4と 同一 の線形1自 由度せん断型モデルを用いて解析を行 った。解析モデル は

減衰定数を2%、 固有振動 数が1[Hz],5[Hz],10[Hz],20[Hz]に なる様 に、表3.11に 示す剛性値 と粘性減

衰係数値を用いた。入力 は表3.12に 示す3種 類の入 力加 速度とした。

3.4.2同 定 計 算 手 法
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表3.11解 析 モデ ル

DampingFactor2[%]Case1 Case2 Case3 Case4

NaturalFrequency[】 日【zユ1

Mass[kg]1

Stiffiness[kgf/cm]

DampingCoefficier[kgfsec/cm]

o.2si

39.478

5

1

1.257

986.96

10

1

2.13

3947.842

20

1

5.027

15791.37

表3.12入 力波条件

Input EICentroNSIKobeNSI Whitenoise-1

SamplingFreyuency[Hz]

Datapoint

MaxAccelelation[Gal]

50150

269119000

341.691818.02

100

600

1.73

推 定パ ラメータの初 期 値 は表3.11の 各 モデル の真 値 に対 す る倍 率 がそれ ぞれ0.05,0.1,0.2,0.5,0.67,

0.9,1.1,1.5,2.0,5.0倍 になる値 を取 り10パ ター ンで同 定 を試 みた。 その 際 、観 測 量 は質 点 の相 対 速 度

応 答 とした。また本 節 にお い ては、(2.67)式 に示 す 連 続型 状 態 空間 モ デル をパ デ ー近 似4)と入 力1次 ホー ル

ド仮 定 により離 散 化 を行 い 、得 られ た離 散 型 状 態 空 間モ デル か ら応 答 を算 定 した。なお 、本 節 にお いては 、

以後 各Caseに つ い て述 べ る時 、 入 力 、 モデ ル の固 有 振 動 数 、 お よび初 期 値 の取 り方 の違 い によって、

ECase1-00。5,KCase2-1.5,whCase4-5.0の ように呼 ぶもの とす る。

3.4.3解 析結 果と考察

表3.13にElCentroN§ 入力 時、表3.14にJMA-KobeNS入 力時 、および表3.15にWhiteNoise-

1入 力時の 同定計算結果を示す。また、評 価開 数の二次 元等高線プロットに計算各ステップにおける推定

パラメータの収 束状 況を重ねあわせ たものを図3.10～ 図3.21に 示す。なお、パラメータの収束状況 は、

特に初期値を真値の0.05,0.5,2.0,5.0倍 とした場合のみを表 示した。

同定を試みた全120ケ ースにおいて同定不能なケースはわずかに5ケ ースであった。この5ケ ース以外は

同定計算最終ステップにお ける評価 関数値 は0に 収束し、推定パラメータは真 値まで収束 した。ここで、同

定不能であった5ケ ースについて検討 した結果 、原 因は以下 に示す3つ のパ ターンに分類された。

第1の パターンは、図3.13に 示すECase4-2.OECase4-5.06こ おける局所 的極 小値 への収束である。同

図より、推定パラメータの局所的極小値への収束が確認できる。ただしこの局所的極小値 の存在は、同一

固有周波数モデルを用いた他の入力波ケースでは確認されておらず、このような局所的極小値 は入力波と構

造物動特性 の何らかの条件の組み合わせで生じるものと考えられる。

第2の パターンは、whCase4-5.0で みられたもので、図3.21に 示すように評価 関数面 が非常になだら

かなために、非線形最小2乗 法で評価関数を小さくするパラメータの組を見つ けることが不可能 となり、同定

計算が途中で終了したものである。whCase4-5.0'で は第2ス テップにおいて伺 定計算が終 了している。

第3の パターンは、ECase1-5.0とwhCase2-0.45で みられたもので、伺 定計算途中において推定された
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粘性減衰係数値と剛性値より成立するシステムが不安定となったために、予測誤差を求めるための応答計算

が途中で続行不能となったことに起因するものである。BCase1-5.0では10回繰り返し計算時に推定されたシ

ステムが不安定になったため同定計算が終了している。

モデルの固有振動数の違いに着目すると、概して振動数が高くなるほど評価関数の表面がなだらかにな

ること、局所的極小値が存在しやすくなることなどの傾向がみられた。また、初期値の設定方法については、

真値に対する倍率があまりに大きいと同定不能となる可能性が高くなると考えられる。さらにこの場合、減衰

定数は真値より一端大きく乖離してから再度真値に向かって収束する傾向が強まる。これは本推定計算で用

いた非線形最小2乗 法(Gauss-Newton法)に おいて、概ね推定パラメータ探索は評価関数面の傾斜が

最も大きい方向、すなわちコンタープロットに対し直角方向に行われるためである。

以上より、今後は評価関数値の設定が評価関数面の形状に及ぼす影響に関する検討や、用いる非線形

最小2乗 法の変更や改良により、さらに局所的極小値への収束を避ける手法の検討が必要であると考えられ

る。また本研究で提案した同定手法をそのまま用いる場合には、剛性は他の推定手法によってもかなり精度

良く推定可能であるので、剛性の初期値は真値近傍に設定し、粘性減衰係数の初期値はシステムの安定

性を満足する範囲で真値より小さめに設定することが最も適切であると結論づけられる。
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表3.13同 定 計 算結(EICentroNS)

Ratioof

Initialto

ExactValue

Identified

Stiffness

[kgf/cm]

Errorof

Stiffiness

[kgf/cm]

Identified

Damping

Coefficient

[kgfsec/cm]

Errorof

Damping

Coefficient

[kgfsec/cm]

Minimum

Performanse

Function

Number

of

Iteration

ECasel

o.os

O.1

0.2

0.5

0.67

0.9

1.1

1.5

2.0

5.0

39.478

39.478

39.478

39.478

39.478

39.478

39.478

39.478

39.478

0.014

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

39.464

0.251

0.251

0.251

0.2si

O.251

0.251

0.251

0.251

U.251

35.206

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

34.955

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

3.817

18

17

14

14

11

9

8

13

15

10

ECase2

0.05

0.i

O.2

0.s

O.67

0.9

1.1

1.5

2.0

5.0

986.960

986.960

986.960

986.960

986.960

986.960

986.960

986.960

986.960

986.960

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

1.257

1.257

1.257

1.257

1.257

1.257

1.257

1.257

1.257

1.257

o.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o:ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

21

18

19

18

12

9

to

12

13

13

ECase3

0.os

O.1

0.2

0.s

O.67

0.9

1.1

1.5

2.0

5.0

3947.842

3947.842

3947.842

3947.842

3947.842

3947.842

3947.842

3947.842

3947.842

3947.842

0.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

2.513

2.513

2.513

2.513

2.513

2.513

2.513

2.513

2.513

2.513

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

23

22

19

17

11

9

9

11

16

12

ECase4

0.05

0.1

0.2

0.5

0.67

0.9

1.1

1.5

2.O

s.o

15791.367

15791.367

15791.367

15791.367

15791.367

15791.367

15791.367

15791.367

35581.625

35583.450

0.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

19790.258

19792.083

5.027

5.027

5.027

5.027

5.027

5.027

5.027

5.027

2.564

2.558

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

2.463

2.469

o.aoo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ois

o.ois

21

Zo

18

14

15

9

10

13

8

12
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表3.14同 定 計 算 結 果(JMA-KobeNS)

Ratioof

Initialto

ExactValue

Identified

Stiffness

[kgf/cm]

Errorof

Stiffiness

[kgf/cm]

Identified

Damping

Coefficient

[kgfsec/cm]

Errorof

Damping

Coefficient

[kgfsec/cm]

Minimum

Performanse

Function

Number

of

Iteration

KCase1

0.05

0.i

O.2

0.s

O.67

0.9

1.1

1.5

2.0

5.0

39.478

39.478

39.478

39.478

39.478

39.478

39.478

39.478

39.478

39.478

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.asl

o.asi

O.251

0.251

0.251

0.251

0.2si

O.251

0.asi

o.2si

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

17

17

1S

14

14

9

9

14

14

15

KCase2

0.05

0.1

0.2

0.5

0.67

0.9

1.1

1.5

2.0

5.0

986.960

986.960

986.960

986.960

986.960

986.960

986.960

986.960

986.960

986.960

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

KCase3

0.os

O.1

0.2

0.5

0.67

0.9

1.1

1.5

2.0

5.0

3947.842

3947.842

3947.842

3947.842

3947.842

3947.842

3947.842

3947.842

3947.842

3947.842

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

KCase4

0.os

O.1

0.2

0.s

O.67

0.9

1.唄

1.5

2.0

5.0

15791.367

15791.36?

15791.367

15791.367

15791.367

15791.367

15791.367

15791.367

15791.367

15791.367

o.ooo

O.400

0.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.000

0.ooo

O.000

0.ooo

1.257

1.257

1.257

1.257

1.257

1.257

1.257

1.257

1.257

1.257

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

23

22

20

14

11

9

9

11

13

14

2.513

2.513

2.513

2.513

2.513

2.513

2.513

2.513

2.513

2.513

o.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.000

0.ooo

O.000

0.ooo

O.000

0.000

0.000

0.ooo

24

20

15

15

14

9

9

14

13

13

5.027

5.027

5.027

5.027

5.027

5.027

5.027

5.027

5.027

5.027

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

20

18

17

12

11

9

8

8

9

11
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表3.15同 定 計 算 結 果(WhiteNoise-1)

Ratioof

Initialto

ExactValue

Identified

Stiffness

{kgf/cm]

Errorof

Stiffiness

[kgf/cm]

Identified

Damping

Coefficient

[kgfsec/cm]

Errorof

Damping

Coefficient

[kgfsec/cm]

Minimum

Performanse

Function

Number

of

Iteration

whCasel

O.05

0.1

0.2

0.5

0.67

0.9

1.1

1.5

2.O

s.o

39.478

39.478

39.478

39.478

39.478

39.478

39.478

39.478

39.478

39.478

0.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

O.000

o.2si

O.251

0.asi

O.251

0.asi

O.251

0.251

0.251

0.251

0.251

o.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

O.000

0.000

0.000

13

12

12

10

10

6

6

9

11

13

whCase2

0.os

O.1

0.2

0.s

O.67

0.9

1.1

1.5

a.0

5.0

49.847

986.960

986.960

986.960

9$6.960

986.960

98b.960

986.960

98b.960

986.960

937.113

0.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

0.388

1.257

1.57

1.257

1.257

1.257

1.257

1.257

1.257

1.257

0.8bg

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

O.000

0.006

0.ooo

O.000

0.ooo

O.000

0.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

1

17

17

15

15

9

10

12

15

17

whCase3

0.05

0.i

O.2

a.5

0.67

0.9

1.1

1.5

a.0

5.0

3947.842

3947.842

3947.42

3947.842

3947.842

3947.842

3947.842

3947.842

3947.842

3947.842

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

2.513

2.513

2.313

2.513

2.513

2.513

2.513

2.513

2.513

2.513

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

18

16

16

15

1]

8

9

12

15

15

whCase4

0.05

0.1

0.2

0.s

O.67

0.9

1.1

1.5

2.0

5.0

15791.367

15791.367

15791367

15791.367

15791.367

15791.367

15791.367

15791.357

15791.67

79716.641

0.000

0.000

0.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

o.ooo

53925.274

5.027

5.027

5.027

5.027

5.027

5.027

5.027

5.027

5.027

52.477

o.ooo

O.000

0.000

0.ooo

o.ooo

o.ooo

O.000

0.000

0.000

47.450

0.000

0.ooo

o.ooo

O.000

0.ooo

O.000

0.ooo

O.000

0.000

0.001

18

18

17

15

11

10

9

12

16

1
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図3.10評 価 関数面のコンターと推 定値 収束状況プロット

(固有周波数1Hzモ デル、エルセントロNS入 力時)

■

図3.11評 価 関数面のコンターと推定値収束状 況プロット

(固有周波数5Hzモ デル 、エルセントロNS入 力時)
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図3.12評 価 関数面のコンターと推定値収束状況プロット

波10Hzモ ール エルセントロNS

図3.13評 価関 数面の:コンターと推定値収束 状況プロット

(周有周 波数20Hzモ デル、エルセントロNS入 力時)
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図3.14評 価 関数面のコンターと推 定値収束状況プロット

(固有周 波数1Hzモ デル 、JMA-KobeNS入 力時)

図3.15評 価 関数面のコンターと推定値収束 状況プロット

(固有周 波数5Hzモ デル、JMA-KobeNS入 力時)
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図3.16評 価 関数 面のコンターと推定値収束状 況プロット

(固有周 波数10Hzモ デル、JMArKobeNS入 力時)

図3.17評 価 関数面のコンターと推定値収 束状況プロット

個 有周 波数20Hzモ デル、JMA-KobeNS入 力時)
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図3.18評 価 関数面のコンターと推定値収束 状況プロット

(固有周波数1Hzモ デル 、WhiteN。ise入 力時)

図3.19評 価関数面 のコンターと推定値収束状況プロット

(固有周 波数5Hzモ デル、WhiteNoise入 力時)
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図3.20評 価 関数 面のコンターと推定値収 束状況プロット

〈固 有周波数10Hzモ デル、WhiteN。ise入 力時)

図3.21評 価 関数面のコンターと推定値収束状況プロット

(固有周波数20Hzモ デル 、WhiteNoise入 力時)

一53一



3.5ま とめ

本章の検討の結果以下のことが明らかとなった。

(1)対象構造物固有周期1秒 、データ長50秒 程度の場合

・周波数領域の手法、インパルス応答推定の手法、および状態空間表示による時間領域の手法のいず

れを用いても、固有周期(あ るいは剛性)の 精度のよい推定は可能である。

・カーブフィット法、あるいは状態空間表示による時間領域の手法を用いることで粘性減衰定数(あるい

は粘性減衰係数)は 相対誤差レベル1%程 度の精度で推定しうる。

・インパルス応答推定法(自 己相関関数法、RD法)に よる同定を行うには、対象構造物固有周期の

1000倍程度のデータ長が確保されれば、減衰定数に関しても相対誤差10%程 度の推定は可能である。

・インパルス応答推定法以外の手法では、入力としてホワイトノイズを用いる場合と、地震波を用いる場合

で剛性、減衰とも推定精度に有意な違いはみられない。

(2)対象構造物固有周期1秒 、データ長6秒 の場合

・データ長6秒 の場合は、周波数領域の手法の適用は困難である。ただしこれは観測データ長が短くF

FTに より精度のよいスペクトルの推定ができなかったためである。

・状態空間表示よる時間領域の手法を用いれば、データ長6秒 の場合でもデータ長50秒 に比較するとや

や推定精度が落ちるものの、いずれの手法によっても剛性あるいは粘性減衰係数とも相対誤差0.1%以

下の推定精度で同定が可能である。

・状態空間表示による時間領域の手法を適用する場合問題となる、推定パラメータの初期値依存問題は、

少なくとも本検討ケースでは推定値が真値の0.05倍 ～2倍 の間で設定されておれば問題ない。

(3)その他

・インパルス応答推定法(自 己相関関数法、RD法)に よる同定を行うには、対象構造物固有周期の

1000倍程度のデータ長が確保されれば、減衰定数に関しても相対誤差10%程 度の推定は可能である。

・状態空間表示による時間領域手法を適用する場合、本検討ケースについてはPEM-SS法 以外ではサ

ンプリング周期100Hzで 対象構造物の固有周波数が高い場合同定精度が悪化した。その割合は対象

構造物の固有周期が10Hzで 剛性については相対誤差が概ね3%程 度、減衰係数にっいては相対誤

差が概ね5%程 度、対象構造物の固有周期が20Hzと 特に高い場合は剛性にっいては相対誤差10～

20%程 度、減衰係数については相対誤差75%程 度である。

・PEM-SS法 により同定計算を実施する際には、剛性の初期値は可能な限り真値近傍に設定し、減衰係

数の初期値はシステムの安定性を満足する範囲で真値より小さめに設定することが精度の良い推定結果

につながる可能性が高いと考えられる。
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第4章 線形1自 由度系構造物動特性の同定

(データにノイズを含む場合)

4。1緒 言

本章では、入出カデータにノイズが混入している場合、混入ノイズが同定精度におよぼす影響にっいて

の検討を行う。

本研究も含め、対象モデルの特性推定のため何らかの観測データを用いる場合、対象の挙動をセンサー

を用いて計測し、殆どの場合計測量を電気信号等の形に変換し、これを観測データとして用いることになる。

通常の実験室レベルの実験の場合は、設備の整った環境で、目的に合致したセンサーやデータ収録機器

等を準備して最適な環境で実験を行うことも可能であるが、本研究で対象としている建築構造物の動特性を

推定するためには、このような環境で観測データを得ることはしばしば困難である。なぜなら、建築構造物

動特性の推定に地震観測データを用いることを想定すると、観測データは対象建物内に設置された地震観

測システムにより得られるが、これらの地震観測システムはシステム仕様や設置時期、あるいはその後のメン

テナンス等がおのおの異なり、必ずしもノイズ混入率が低い観測データが得られることは保証されない。また、

地震応答記録とならんで有力な振動情報と考えられる常時微動観測では、元々振動レベルが低く、観測お

よび収録システムのSN比 の限界もあり、観測記録へのノイズの混入はさけがたい。以上より、基本的に観

測データにはバイアス、アウトライア(異常値)その他様々なノイズの混入は存在するものとして考えるべきで

あろう。

これらノイズの混入した観測データは、通常観測記録の時刻歴波形の目視や、周波数変換された情報等

を参照しっつ、適切な基線補正手法や帯域阻止フィルタ等の適用によりできるだけノイズの除去が試みられ

るが、それでもなお完全に混入ノイズのみを削除することは非常に困難である。そこで、地震観測記録のよ

うにデータの計測時間が高々数十秒に限られ、かつ現象の再現性が無い場合、たとえ観測されたデータに

ノイズが混入しておろうとも、何らかの形で出来る限りデータよりノイズの除去を行うと共に、ノイズの影響の少

ない解析手法を適用することで、観測された地震応答記録よりできるだけ多くの情報を引き出す努力が求め

られると考えられる。

上記のような観点より、ここでは、伺定に用いる入力量および観測量に典型的なノイズであるホワイトノイズ

が混入した場合にっいて、前章までに適用した各伺定手法により構造物動特性の推定精度に衡する数値計

算を実施し、その推定精度や混入ノイズの影響に関する検討を実施した。

4.2観 測ノイズのみを含む場合の同定精度の検討

一57一



表4.1入 力波条件 一覧表

Type Method WhiteNoise

100Hz6s50Hz50sSOHz1000s

ElCentroNS

50Hz53.72sec
■
FrequencyDomain CurveFit 0 }○

HalfPower 0 a

ImpulseResponse Autocorrelation 0 0

RandomDecrement 0 0

StateSpaceDescription

withTimeDomain

EK-WGI 0 0

Adaptive-EKF 0 0

AF-AWP 0 0

PEM-SS 0 0

4.2.1検 討 条 件

第3章 で用 いた モデ ル(固 有 周 期1秒 、減 衰 定 数2%の1自 由度 系 モ デル)に 対 して 、第2章 で 紹 介 した

各 手 法 を用 いて 同 定 計 算 を実施 した。検 討 に用 いる入 力 波 は 、第3章 で 明らか にされ た結 果 に基 づ き、ホ

ワイトノイズ入 力 に つ いては ノイズが 無 い場 合 には ほぼ 真値 を推 定 できる程 度 の デ ー タ長 とした。また、地 震

時 の入 力 波 は前 章 と同じくエル セントロNSの 地 震 波 加 速 度 記録 原 波 形 とした。各 手 法 に用 いた入 力 波 の 一

覧 を表4.1に 示 す 。

モ デル の応 答 は、線 形 加 速 度 法 により算 出 した。ノイズ は式(4.1)の 条 件 を満 たす ようにS-N比(Noiseto

SignalRatio)を 決 定 し。S-N比 がそれ ぞ れ0%,1%,5%,10%と し(以 下Case1,Case2,Csae3,Case4と す る)、 平

均 値 が0で 標 準偏 差1の 正 規 分 布 に従 う疑似 ホワイトノイズを観 測 ノイズ に付 加 した。そ の他 、各 手 法 に固 有

す る計 算条 件 につ い ては第3章 と同一 とした1)。

(StandardDeviationofGaussianNoise)(4
.1)(NoisetoSignalRatio)_(StandardDevia"onofルfodel'sResponse)

4.2.2同 定計算結 果および考察

表4.2と 表4.3に 、入 力ホワイトノイズの場合 の周波数領域 の同定手法およびインパルス応答 同定手法

より同定された減衰固有周期と減衰定数 、時 間領域の各 同定法 により同定された剛性 および粘性減衰 定数

より算定した減衰 固有周期 と減衰定数を示 す。また、図4.1(a),〈b)に この推定結果 の相対誤差 を棒グラフ

で示す。さらに、表4.4と4.5お よび図4.2(a),(b)に 入カエルセントロ地震波の場合の同様の算 定結果

を示す。なお、グラフ中では相対誤差 が100%以 上に達 した場合推 定計算に失敗 したものと見なし、グラフ

化していない。

本検討では、状態空間表示に基づく時間領域の手法を適用した場合、ホワイトノイズ入力時にはAdaptive-

EKFのCase4が 、またエルセントロ地震波入力 時にはAdaptive-EKFのCase3,4とEK-WGIお よびAF-AWP

のCase4に おいて推 定計算の発散 、あるいは間違った値 への収束 が生じた。表 中で一で表示したものがこ

れに当たる。また、ホワイトノイズ入力時 のAdaptive-EKFのCase4固 有周期 は、推定計算で求められた減

衰定数が負値となり減衰 固有周期の算定が出来なかったため空欄 とした。
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表4.2ホ ワイトノイズ入力時の減衰固有周期算定結果
I

Method DampingNaturalPeriod[Sec]

Exact

Casel
EstimatedRel.Err.[%:

Case2
EstimatedRel.Err.[%;

Case3
EstimatedRel.Err.[%

Case4

EstimatedRel.Err.[%]

CurveFit

H・1fP・w・・l

Autocorrelation

RandomDecrement

EK-WGI

Adaptive-EKF

AF-AWP

PEM-SS

1.000
1.000

1.000

1.000

LOOO

].000
1.000

1.000

1.002

1.003

0.998

LOOO

1.000

1.000

1.000

1.001

0.200

0.poi

o.zoo

o.ooo

O.037

0.033

0.036

0.052

1.004

1.014

0.998

1.000

1.000

1.009

1.000

1.001

0.40

1.420

0.200

0.ooo

O.042

0.940

0.ooi

o.oss

1.004

1.014

0.998

1.ODO

LOO1

0.977

0.999

1.001

0.402

1.420

0.zoo

o.ooo

O.074

2.294

0.057

0.068

1.002

1.014

0.998

1.000

1.001

0.929

1.001

0.200

1.420

0.200

0.000

0.067

7.147

0.oss

表4.3ホ ワイトノイズ入力時の減衰定数算定結果

Method

i

'D
ampingFactor

Exact

Casel

EstimatedRel.Err.[%]
Case2

EstimatedRel.Err.【%]

Case3
EstimatedRel.Err.[%]

Case4
EstimatedRel.Err.[%]

CurveFit

HalfPower

Autocorrelation

RandomDecrement

EK-WGI

Adaptive-EKF

AF-AWP

PEM-SS

0.0200

0.0200

0.0200

0.0200

0.0200

0.0200

0.0200

0.0200

0.0199

0.0103

0.0215

0.0203

0.020

0.020

0.020

0A20

osoo

48:500

7..500

isoo

O.285

0.281

0.283

0.300

0.01981.00010.0198

0.010149:30010.0101

0.02157.50010.0216

0.02021.0000.0210

0.0200.68810.021

0.103413.75910.032

0.0215.81310.022

0.0200.70010.02D

1.000

49:500

8.000

5.000

3.107

57.758

9.331

1:509

0.0198

0.oioi

D.0216

0.020

0.oao

-0.041

5.449

0.021

1.000

49.500

8.000

15.000

1.508

2.721

表4.4エ ルセントロ地震波入力時の減衰個有周期算定結果

Method DampingNaturalPeriod[Sec]

Exact

Casel

EstimatedRel.Err.[%]
Case2
EstimatedRel.Err.[%]

Case3
EstimatedRel.Err.[%:

Case4
EstimatedRel.Err.[%]

:

CurveFit

HalfPower

Autocorrelation

RandomDecrement

EK-WGI

Adaptive-EKF

AF-AWP

PEM-SS

1.000

1.000

1.000

1.000

1.000

1.000

1.000

LOOO

0.999

i.oos

1.018

i.ooo

i.ooo

I.000

1.000

1.000

o.ioo

O:503

1.833

0.ooo

O.019

0.019

0.019

0.ozo

0.999

1.005

1.018

1.000

1.000

0.875

1.000

1.000

o.ioo

O.503

1.833

0.ooo

O.0藍9

12.4b2

0.019

0.020

0.999

1.005

1.018

1.000

1.000

1.000

1.000

o.ioo

oso3

1.833

0.ooo

O.018

0.027

0.019

1.001

1.005

1.020

1.000

1.000

o.ioo

O.503

2.041

0.000

0.ois

表4.5エ ルセントロ地震波入力時の減衰定数算定結果

枷I

l

DampingFactor

Exact

Casel
EstimatedRel.Err.(%]

Case2
EstimatedRel.Err.[%]

Case3

EstimatedRel.Err.[%]
Case4
EstimatedRel.Err.j%]

CurveFitl

HalfPower

Autocorrelation

RandomDecrement

EK-WGI

Adaptive-EKF

AF-AWP

PEM-SS

0.0200

0.0200

0.ozoo

o:ozoo

O.0200

0.ozoo

O.0200

0.0200

0.0201

0.0184

0.0239

0.02iO

O.020

0.020

0.020

0.020

osoo

8.000

19.500

5.000

0.131

0.131

0.131

0.i30

0.0201

0.0184

0.0239

0.0200

0.020

0.050

0.020 .

0.020

osoo

8.000

19:500

0.ooo

O.131

149.423

0.131

0.130

0.001

0.0184

0.0240

0.0190

0.ozo

O.020

0.020

0.500

8.000

?0.000

5.000

0.132

0.274

0.13]

0.0200

0.0184

0.0240

0.0173

0.020

o.ooo

8.000

zo.ooo

13:500

0.530
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図4.1ホ ワイトノイズ入力時の減衰固有周期および減衰定数算定結果
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(a)減衰固有周期推定値の相対誤差(b)減 衰定数推定値の相対誤差

図4.2エ ルセントロ地震波入力時の減衰固有周期および減衰定数算定結果

(1)減 衰 固有周期 および減衰定数 の同定計算結 果の概 略

同定計算:が実施 できたものについては、Adaptive-EKFに おけるホワイトノイズ入力時ののCase4、 同じく

エルセントロ地震 波入力時のCase2を のぞくと、 固有周期の推定は、ノイズの有 無によらず2 .5%以 内の相

対誤 差の範囲で推 定可能である。この程度 の推定精度 の差 は3.2.1で 述べた推 定誤差のほぼ同程度と

考えられるので、固有周期の算定 にっ いては概 ね精度の良い算 定が可能であると考えられる。また、上記

のAdaptive-EKFの ノイズ混入時 のケースにつ いては、同定された減衰 定数の相 対誤 差も100%以 上となっ

ており、これらは計 算は可能 であったものの推 定値 が真値と異なる値 に収束していると考えるべきであろう。

これに対し減衰定数の算定結果については手法間での精度 の差違が大きい。全手法中で、カーブフィッ

ト法とPEM-SS法 につ いてはどの検討ケースにおいても相対誤 差が3%以 内で推定 が可能であり、特 にカー

ブフィット法 については全ケースにおいて相対誤差1%以 内での推 定が可能であった。その他手法では、概

ね時間領域の手法 は、ノイズレベル が大きくなるにつれ推 定精度 の悪化あるいは計算の発散現象が見られ
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るが、推定が可能であったケースの大半は数%程度の相対誤差レベルでの推定が可能であった。その他の

手法にっいてはノイズレベルと推定誤差については明確な関連が見られず、むしろ入力の特性やデータ長

といった他の要因の影響が大きいと推測される。以下、減衰定数の推定結果に着目して各手法ごとに説明

する。

(2)周 波数領域 の手法

周波数領域の2手 法のうち、カーブフィット法 についてはホワイトノイズ入力時には、ノイズの無いCase1

が他のCaseに 比較してやや推定精度が良くなっているが、エルセントロ地震波入力時には減衰 定数の推定

精度はどのノイズレベル においても0.59bと変わらない。また、この推 定精度の差は 非常に些少 なものであり

計算誤 差の範囲 内と考 えられる。カーブフィット法 は眉有周期 、減 衰定数ともいず れのノイズレベルにおい
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ても推 定値の相対誤差レベルが高々1%以 内となっている。これらよりカーブフィット法は観測ノイズの混入に

殆ど影響されず安定して非常に精度の良い推 定が可能であると結論づけることができる。

図4.3(a)～(d)に ホワイトノイズ入力時のカーブフィット法 により同定された応答倍率 曲線を入 出力値 より得

られたフーリエ振幅スペクトル 比と重ねて示す。また、図4.4(a)～(d)に エルセントロ地震波入力時のものを

示す。図4.3お よび図4.4よ り、フーリエ振幅スペクトル比 は入力 の違いによりかなり様相が異なるものの、

観 測量に混入するノイズの差違が明瞭 に現れる程では無いことがわかる。カーブフィット法においては、フー

リエスペクトル比より応答倍率 曲線を最小2乗 法により近似することで、フーリエスペクトル振幅の変動と、観測

量に混入するノイズの影響を除去することが可能であると考えられる。

表4.3お よび表4.5よ り、ハ ーフパワー法 はノイズの混入 率によらず減衰 定数 同定結果の相対誤差が

ホワイトノイズ入力 時には約50%、 エルセントロ地震 波入力時 には8%と一定の精度で減衰 定数 が推 定されて

おり、ハーフパ ワー法による推 定結果 においても、カーブフィット法と同 じく混入ノイズレベルによる推 定精度

の低下はほとん ど見受けられない。

図4.5(a)～(d)と 図4.6(a)～(d)に 入 出力量より算定されたフーリエスペクトル振 幅スペ クトル比と、その最

大振幅の1/厄 振幅 を直線でプロットした図を示す 。図4.5お よび4.6よ り、ハー フパワー法におけるピー

ク振幅に対する1/振 幅値 は、入力 の違いにより大きく異なっているものの、混入 ノイズレベル の影響はほ

とんど受 けていないと考えられ 、カーブフィット法にっいては観測 量のノイズレベルよりも入 力波形の性質 が

同定精度 に大きな影響を及ぼす結論づけることができる。

(3)イ ンパルス応答推定法

自己相関関数法による同定計算では、ホワイトノイズ入力 時にはノイズ混入レベル によらず推定された減衰

定数 の相対誤 差 は概ね7～8%程 度の推 定誤 差で算 定されているのに対 し、RD法 では相 対誤差 は1%～

15%間 とやや変動が大きく、概 ね観測量 の誤 差混入 レベル が高いほど推 定精度が低下する傾 向となる。ま

た、エルセントロ地震 波入力を用いた場合 については、自己相関関数法の推定結果の相対誤差はや はり観

測 量のノイズレベル によらず約20%程 度と一定であり、RD法 の推 定結果 は0%～13.5%の 範 囲でばらっいて

いる。以上より、インパルス応答 の推定法である自己相 関関数 法とRD法 については、自己相 関関数法 は

混入ノイズのレベル に同定精度 が左右 されないが、RD法 についてはノイズレベル が5%を 越 えると十分な長

さのデータ長があっても推定精度 が低下し、場合 によっては自己相 関関数法の推 定精度より低 下する場合

があることがわかる。

表4.6と 表4.7に これまでと同一モデルを用いて、周 波数領 域の手法 で用いたデータ長 の短いホワイ

トノイズ(50Hzサ ンプリング、デ ータ長50秒)の 入力 時の 自己相関 関数法 とRD法 による同定計 算結果を

示す。ここで特に表4.7の 減衰 定数 同定結果 に注 目すると、自己相関関数 法による同定では、推定精度

はやはり混入ノイズレベル の影響を受 けず概ね一定であることがわかる。また、データ長1000秒 の場合の推

定減衰 定数の相対誤差 が概 ね7～8%で あるのに対 し、データ長100秒 時 においても相 対誤差 が概 ね10%
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表4.sホ ワイトノイズ入力時 の減衰 固有周期算定結果(デ ータ長50秒)

Method

Autocorrelation

RandomDecrement

DampingNaturalPeriod{Sec]

Exact

1.000

1.000

Casel
EstimatedRel.Err.[%]

1.0040.400

1.0050.500

Case2
EstimatedRel.Err.[%1

1.0040.400

1.0101.000

Case3
EstimatedRel.Err.[%J

1.0040.400

1.0050.500

Case4
EstimatedRel.Err.[%]

1.0040.400

1.0101.000

表4.7ホ ワイトノイズ入力時の減衰定数算定結 果(デ ータ長50秒)

Method DampingFactor

Exact

Autocorrelation

RandomDecrement

o.ozoo

O.0200

Casel

EstimatedRel.Err.[%]

0.017910.500

0.007065.000

Case2
EstimatedRel.Err.[%:

0.017811.000

0.011045.000

Case3
EstimatedRel.Err.[%:

0.Ol7811.000

0.oisozs.ooo

Case4
EstimatedRel.Err.(%]

0.Ol7711.500

0.018010.ODO

～11%程 度 と、それ ほど精度 は低 下していない。また、ここで検討 に用いたデータ長50秒 のホワイトノイズ

とほぼ同 じ長さのデータ長であるエルセントロ地震 波入力 時には、表4.5に 示す減衰定数の推定精度は概

ね20%程 度 と低い。なお、エルセントロ地震波入力 時についても混入ノイズの推 定精度 に対する影響 はほと

んど見受けられない。

これに対し、RD法 の場合 はノイズが混入しないケースにおいて伺 定精度が最低であり、ノイズ混入率が

高くなるに従って同定精度が向上する結果となった。さらに、同定精度 は相対誤 差レベルで10%～65%と 変

動 が大きい。この原因 については不明であるが、いずれ にしてもRD法 の推定精度 は混入するノイズレベル

により大きく影 響されると考えられる。また、Case4以 外では、データ長が長 い場合の方が推定精度がよく、

一般的 にはできるだけ長いデータ長を用いることでRD法 における推定精度を向上させることができ
、自己相

関関数法に比べるとデータ長 が推 定精度に及ぼす影響が大きいと考えられる。

以上まとめると、

・自己相 関関数 法による同 定精 度は、入力波 の性質の影響 をもっとも強く受 け、一般的 に入力波の性質

がホワイトノイズ的であれ ば、観 測ノイズの影響がほとんどなく、また、データ長が推定精度 に及 ぼす影

響もRD法 に比較 すると小さい。また、その場合の同定精度 は相対誤差レベル で概ね10%程 度 と推定さ

れれる。

・RD法 による推定精度は、データ長 とノイズ混入レベルの両者 の影響は 自己相関関数法 に比較して大き

い。また、十分 に長いデータ長がある場合においては、観測デ ータのノイズ混入率が5%以 下の場合 に

は自己相関関数法より推定精度 が良いが、ノイズ混入率がそれ以上の場合には自己相関関数法より推定

精度が低下することがある。

・自己相 関関数法 、RD法 とも、ホワイトノイズ、地震波入力時のいずれの検討 ケースの場合でも、もっと

も誤差混入 レベ ルの高いCase4の 場合において推定精度 が相対誤差20%以 内である。
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表4.8状 態空間表示の時間領域手法によるホワイトノイズ入力時の剛性算定結果

Method Stiffness[kgf/cm]

Exact

EK-WGI

Adaptive-EKF

AF-AWP

PEM-SS

39.478

39.478

39.478

39.478

Casel
EstimatedRel.Err.[%]

39.4650.033

39.4680.025

39.466Q.Q3Q

39.4530.063

Case2
EstimatedRel.Err.[%:

39.4610.043

39.1600.806

39.4970.048

39.4510.068

Case3
Estimated.Rel.Err.[%:

39.4370.104

41.3954.856

39.5420.162

39.4410.094

Case4
EstimatedRel.Err.[%]

39.442

45.866

0.590

39.428

0.091

16.181

98.505

0.127

表4.9状 態空間表示の時間領域手法によるホワイトノイズ入力時の粘性減衰係数算定結果

Method

i

DampingCoefficient[kgfsec/cm】

Casel
ExactEstimatedRel.Err.1%

Case2Case3Case4
EstimatedRel.Err.[%EstimatedRel.Err.[%EstimatedRel.Err.[%]

EK-WGIIO.25110.2520.398

Adaptive-EKFO,2510.2520.398

AF-AWPIO.25110.2520.398

PEM-SSIO.25110.2520.398

0.2530.79710.2593.18710.255

1.286412.35110.40661.7531-0.55]

0.2665.97610.2759.56218.37]

0.2530.79710.2551.59410.258

1.594

319.522

3235.060

2.789

表4.10状 態空間表示の時間領域手法によるエルセントロ地震波入力時の剛性算定結果

Method Stiffness[kgf/cm]

Exact 、Case]stimat。dR,1.Err.[%1,Case2stimate、R。L副 。Case3stimate、R。、。rr.[%

Case4
EstimatedRel.Err.[%]

EK-WGII39.478
Adaptive-EKF)39.478

AF-AWPI39.478

PEM-SSI39.478

39.4790.003

39.4790.003

39.4790.003

39.4780.000

39.4790.003139.4800.005

51.64730.8251-

39.4790.003139.4730.Ol3

39.4780.000139.4790.003 39.4800.005

表4.11状 態空間表示の時間領域手法によるエルセントロ地震波入力時の粘性減衰係数算定結果

Method DampingCoefficient[kgfsec/cm]

CaselICase21Case31Case4

ExactEstimatedReLErr.【%EstimatedReLEr監%EstimatedReLErr.[%EstimatedRe1.E1r.【%】

EK-WGI 0.2510.2510.0000.2510.0000.2510.000一 ●

Adaptive-EKF 0.25110.2510.00010.717185.6571一 一1一 一

AF-AWP 0.25110.2510.00010.2510.00010.2520.3981一 一
1

PEM-SS 0.25110.2510.0000.2510.0000.2510.0000.2500.3981幽

(4)状 態空間表示に基づく時間領域の手法

第3章 の結果より、時間領域の各手法については、いずれの手法あるいは入力波の場合でも、ノイズ混

入が無いCase1の 場合には、減衰固有周期、減衰定数とも相対誤差0.3%以 内の精度で推定されることは

明らかである。

ノイズの混入レベルが高い場合においても、概ね真値に収束したと考えられる計算結果においては、相

対誤差10%以 内に収まっており、そのうち殆どの検討ケースでは減衰定数の相対誤差レベルも高々3%程度

と非常に精度が高い。これら状態空間表示による時間領域の手法では、特にホワイトノイズ入力時のデータ

長は6秒 であることを勘案すると、比較的短いデータ長でも、減衰固有周期、減衰定数ともに、適切な初期

値を設定して、推定パラメータがほぼ正解と見なせる値に収束した場合には、非常に精度の良い同定が可

能であると考えることが出来る。ただし、どのノイズ混入レベルにおいても計算結果が真値近傍に収束したの
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は、ホワイトノイズ入力 時はEK-WGIとPEM-SSの2手 法のみであり、エルセントロ地震 波入 力時にはPEM-

SSの みであった。これに対し、Adaptive-EKFで は、ホワイトノイズ入力時のCase3で は、減衰 定数 の同定

精度は相対誤差 で約50%程 度 となり、Case4に おいては減 衰定数 が負の値 に同定されたため、減衰固有周

期が算 定 出来なかった。 また、 エル セントロ地 震波 入力 時 にはAdaptive-EKFに よる伺 定計 算 は

Case3,Case4の 両ケースで推 定パラメータの発散 現象が生 じ、EK-WGI、AF-AWPも またCase4に おいては

同様 の発散現象が生じたため解 を求 めることが出来なかった。

これら推定パラメータの発散現象が生じた検討ケースについては、同定計算に必要な推 定パラメータ平均

値の初期値をさらに真値近傍 に近くに設定して多数の同定計算を実施したが、いずれも同様な発散現象が

生じたため計算を打ち切った。このような発 散現象 に対処する方法としては、EK-WGI法 については予測誤

差共分散行列の初期値を変 更す る。また、Adaptive-EKFやAF-AWPに ついては予測誤 差共分散行列の

初期値を変更することとともに、適応フィルタのバンド幅等を変更することで対処 可能であることも多い。ただ

し、これはきわめて時 間がかかる作業となることも多く、また一般 的な対処法 が確立していないため、ここで

は推定パラメータ平均値の初期値 以外のパラメータを変更することはしなかった。

以上の検討 より、本検討結果からは、概 ねAdaptive-EKFは 同定計算 の発散現象 が誤 差混入レベル に

極めて敏感であり、以下AF-AWP法 、EK-WGI法 、そして最も誤差混入レベルに対して鈍感であるのは

PEM-SS法 であるとの結論が得られた。

また減衰定数の推 定精度は 、いずれの手法の場合 においても、概 ね混入誤 差のレベルが高いほど低下

している。ただし、これ らの手法 のうち比較 的良い精度で同定が実施できたEK-WGIで は、ホワイトノイズ入

力時にもっとも伺 定精度が悪かったのはノイズ混入レベルがもっとも大きいCase4で はなくCase3の ときであり、

エルセントロ地震波入力時はノイズ混入レベルによらず同定精度は相対誤 差レベルで約0.13%で ある。これ

は、PEM-SSが 誤 差混入 レベル が高まるにつれ 同定精度が低 下す る傾 向を持 つのと対照的である。

状態空間表示に基づく時 間領 域の各手法 の推定精度は、もっとも優秀 なPEM-SSの 場合、ノイズレベル

最大のCase4の 場合を含 め概 ね3%程 度の相対誤差以内であり、EI{一WGIに ついても推 定計算 が収束して

おればほぼ同程 度の同定精度を確保 できると考 えられる。ただし、これらの2手 法はいずれもグローバルな

繰り返し、あるいは収束計算により観測データを何度も使用して同定計算を実施 しているのに対し、Adaptive-

EKFとAF-AWPは 観 測データのグローバルな繰り返しは行っていない。その意 味でこれ ら2手法 について

は、推 定値の収 束速度の高さ、ひいては計 算時間の短縮というメリットがあると考えることができる。

これら時間領域の手法にっいては、直接の推定パラメータはいずれも剛性と粘性減衰係 数であるので、表

4.8と 表4.9に ホワイトノイズ入力 時の剛性と粘性減衰係数 の同定結果を、表4.10と4.11に エルセン

トロ地震波入力時の剛性と粘性減衰係数の同定結果を示す。表4.8～4.11よ り、ホワイトノイズ入力時

のAF-AWP法Case4の 場合 には、推定パラメータが間違った値 に収束してしまったと判断でき、エルセン

トロ地震波入力 時には、推定パラメータの伺 定計算 中に解 が発散して計算が続行不可能となったと判 断でき

る。また、概 ね剛性 の推定精度に比較して粘性減衰係数の推定精度は低 いことがわかる。さらに、いずれ
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の入 力波 条件 においても、各 手法とも、ノイズレベルが大きい場合 はそれ に応じて推 定パラメータの相対誤

差 が増加 していること、ただし、そのレベル は概ねAdaptive-EKFが 最も大きく、この手法は観 測ノイズの影

響 が最も敏感 に出る。反対 にEK-WGIとPEM-SSが もっとも観測 ノイズの影響 を受 けにくく、AF-AWPは こ

の中間程度 と考 えられる。また、同定計算の収束の確 実性という側 面では、PEM-SSが 最もよく、EK-WGI

がこれに続き、以 下AF-AWP、Adaptive-EKFと 続 く順番 であると推測される。

4.3入 力と観測の両方にノイズを含む場合の同定精度の検討

4.3.1検 討 条 件

これまでの検討の前提 として、建物等 について地動を入力 とし、建物応答 を観測データとして同定を実施

いる。すなわち、入力もまたセンサーを用いて観 測されるものであり、入 力データにも誤 差の混入 が避 けら

れない。そこで、本節では入 カデータと観測データの両方にノイズが混入す る場合 について同定精度 の検

討 を行う。

検討モデル及び入力波 については4.2と 同一 とし、前節では観測データのみ に定義した混入ノイズを入

力データにも混入する。混入す るホワイトノイズのレベル は4.2と 同様 に0%,1%,5%,10%と した。また、インパ

ルス応答を推 定す る2手 法 については入カデ ータを用 いないため、4.2と 推 定結果 が全く同じになるが比

較検討のため表あるいはグラフに表示する。

4.3.2同 定 計 算 結 果 お よ び 考 察

表4.12～ 表4.15、 および図4.7～ 図4.8に 算定結果を示す。減衰 固有周期の同定結果につい

ては、前節と同様 に状態 空間表示 による時 間領域 の手法で計算が発散 してパ ラメータを推定できなかった

ケースと、ハーフパワー法 のホワイトノイズ入 力時を除き、いずれの検討 ケースについても相 対誤 差2%程 度

以内で推 定がなされてお り、精度的 にはどの手法 を用いても問題はあまり生じないと考えられる。ハーフパ

ワー法のホワイトノイズ入力時に同定精度が良くないのは後述するが、フーリエスペクトル比のピークが正 しく

算 定出来なかったことに起因するものであり、ノイズレベル等の問題ではない。以下推定された減衰 定数 に

っいて各手法毎に述べる。

(1)周 波数領域 の手法

カーブフィット法 については、入力ホワイトノイズの場合 は、混入ノイズレベル1%ま では4.2の 観測デー

タのみノイズ混入 の場合と推 定精度の違いは見 られないが、4.2で はノイズレベル5%のCase3と10%の

Case4の 両者 とも相対誤差 が1%で あるのに対 し、入力波のノイズ混入 を考えた場合 にはCase3で 相対誤 差
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表4.12ホ ワイトノイズ入震 の減衰固有周期算定結果
Method DampingNaturalPeriod[Sec]

Casel

ExactEstimatedRel.Err.[%=
Case2

EstimatedRel.Err.[ｰ/u:
Case3

EstimatedRe],En.1%'
Case4

EstimatedRel.Err.[%)

CurveFit

HalfPower

Autocorrelation

RandomDecrement

EK-WGI

Adaptive-EICF

AF-AWP

PEM-SS

1.00011.0020.200

1.00011.0343.413

1.00010.9980.200

1.00011.0000.000

1.00011.0000.037

1.00011.xOOO.033

1.00011.0000.036

1.00011.0010.054

1.0010.100

x.0020.aoo

O.9980.200

1.0000.000

1.0000.005

1.0050.549

1.0000.043

1.0010.056

i.ooio.ioo

O.86013.993

0.998.0.200

1.0000.000

0.9980.159

1.0000.022

夢 一

1.0010.062

i.ooi

O.953

0.998

i.ooo

O.997

1.001

o.ioo

4.744

0.200

0.ooo

O.331

0.072

表4.13ホ ワイトノイズ入力時の減衰 定数算 定結果

Method DampingFactor

Casel
ExactEstimatedRe1.Err.(%:

Case2
EstimatedRel.Err.[%]

Case3

EstimatedRel.Err.(%_

Case4

EstimatedRel.Err.[%]
CurveFit

HalfPower'

Autocorrelation

RandomDecrement

EK-WGI

Adaptive-EKF

AF-AWP

PEM-SS

0.02000.0199.0.500

0.02000.010348.500

0.020010.02]57.500

0.020010.02031.500

0.020010.0200.285

0.020010.0200.281

0.020010.0200.283

0.020010.0200.301

0.01990.300

0:023718:500

0.02157:500

0.02021.000

0.0228:592

0.02212.392

0.0215.860

0.020D.890

0.0147×6.500

0.001393.500

0.021b8.000

0.02105.000

0.02943.350

0.02316.972

"一

〇.0194.067

一〇.013035.000

0.0$87343.SOD

O.021b8.000

0.023015.000

0.037×7.446

0.OlgS.b50

表4.14エ ルセントロ地震波入力時の減衰固有周期算定結果

Method DampingNaturalPeriod['Sec]

Exact

Casel

EstimatedRel.Err.%1

Case2
EstimatedRel.Err.[%:

Case3
EstimatedRel.Err.f%1

Case4
EstimatedRel.Err.[%]

CurveFit

HalfPower

Autocorrelation

RandomDecrement

EK-WGI

Adaptive-EICF

AF-AWP

PEM-SS

i.ooo

LOOO

1.000

1.000

1.000

1.000

1.000

1.000

0.999

1.005

i.ois

1.000

1.000

1.000

1.000

1.000

0.100

0.503

1.$33

0.ooo

O.019

0.Ol9

4.019

0.020

1.000

1.005

1.018

i.ooo

1.000

1.015

1.000

i.ooo

o.ooo

O:503

1.833

0.ooo

O.016

1.466

0.017

0.0董9

0.999

1.005

1.018

1.000

1.000

i.ooo

1.000

0.10D

O503

1.833

0.ooo

O.002

0.016

-0.016

1.OOl

1.005

i.020

LOOO

i.ooo

1.001

1.000

0.100

0.503

2.041

0.ooo

o.02a

O.092

0.011

表4.15エ ルセントロ地震波入力時の減衰定数算定結果

Method DampingFactor

CaselICase21Case31Case4

ExactEstimatedRel.Er1㌔%EstimatedRe1.Err.1%EstimatedRel.E】R.%EstimatedRel.Err .%

CurveFit 0.020010.02021.00010.02000.00010.01962.000 0.01905.000

HalfPower 0.02000.01848.0000.01848.0000.015323.SOaO.015323.500

Autocorrelation 0.02000.023919.5000.023919.5000。024020.0000a}24020.000

RandomDecrement 0.020010.02105.00010.02000.00010.01905.00010.017313.500
EK-WGIO.02000.0200.1310.0200.2630.0200.2450.0200.621

Adaptive-EKF
1α02000

.0200.1310.2211007.080.,一_

AF-AWPI 0.02000.020<).1310.0200.2640.0200.b290.0202.048

PAM-SS 0.0200/0.0200.13010.0200.26710.0200.26310.0201.054
1

1
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図4.8エ ルセントロ地震波入力時の算定結果の相対誤差
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26%、Case4で 相 対誤 差35%と 明らか に同定精度が低 下す る。エルセントロ地震波入力時 はホワイトノイズ入

力時ほど顕著ではないが、やはりCase4の 場合 に相 対誤 差5%程 度 と減衰定数の同定精度 が低下している。

また、ハーフパワー法 については、ホワイトノイズ入力 時には、ノイズ混入レベル に応 じて概 ね推 定精度 は

悪化 し、特にCase4に ついては相対誤差300%以 上となる。エルセントロ地震波入力時 はこれ ほど顕著では

ないが、や はりノイズ混入レベル に応じて推定パラメータの相 対誤 差は悪化し、Case4で は相対誤差約24%

程度となる。

図4.9(a)～(d)、 図4.10(a)～(d)に カーブフィット法による同定結果を示すが、いずれの検討 ケースに

おいても、入 出力のフーリエ振 幅スペクトル より算 定されたスペクトル比と、カーブフィットされた応答倍率 曲

線はよく一致 している。すなわち、ここで生じた推 定誤 差は入 出力 に混入するノイズの影響 により、スペクト
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ル比 自体の推 定精度が悪化 したためと考 えられる。また、図4.11(a)～ 〈d)と図4.12(a)～ くd)に同じく入 出

力量より算定されたフーリエスペクトル比と、その最:大振幅の1/万 振幅 を直線でプロットした囲を示す。図よ

り誤差混入レベルが高い場合 、ホワイトノイズ入力時にはスペクトル比の変動 により振幅ピークポイントを正し

く推定出来なかったため推定精度が悪かったこと、またエルセントロ地震波入力時には振幅ピークのポイント

は正しく推定できたものの、フーリエスペクトル比 自体がノイズの混入により精度が悪くなったため同定精度が

悪化したものと考えられる。
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(2)状 態空間表示 による時 間領域 の手法

時間領域 の各 手法 については、減衰 固有 周期 に関してはいず れの手法 によっても、同定計算 が発散し

なかった場合 には推 定パラメータの相対誤差が1.5%以 内で推 定されている。これに対 し減衰定数 は各手法

間、入力波 の違 い、あるいはノイズレベル によりその推 定精度が大きく異なる結果となった。

ホワイトノイズ入力 時につ いては、ノイズレベル の低いCase2は どの手法 によっても推 定値 相対誤 差概ね

10%以 内で減衰 定数を推 定可能であったが、混入 ノイズレベル が5%のCase3は 同定された減衰 定数の相対

誤 差はPEM-SSで 約4%、Adaptive-EKFで 約17%、EK-WGIで は約44%程 度 となった。また、AF-AWPで

は計算途 中で発散 が生じた。ノイズ混入 が最も高いCase4の 場 合には、Adaptive-EKFとAW-AWPは 解 が

算定できず 、EK-WPIの 推 定値 の相対誤差 は約88%と なった。これに対 し、PEM-SSの 推 定値 の相対誤差

は約5%と 、他 の手法に比較 して最も優秀であった。

表4.16ホ ワイトノイズ入 力時の剛性算 定結 果

Method Stiffness[kgf/cm]

Casel
ExactEstimatedReLErr.[%]

Case21Case3
EstimatedRel.Err.[%]EstimatedRel.Err.[%1.

Case4
EstimatedRel.En.[%]

EK-WGI

Adaptive-EKF

AF-AWP

PEM-SS

39.478139.4650.033

39.478139.4680.025

39.478139.4660.030

39.478139.4520.066

39.501

39.068

39.462

39.450

0.058139.6370.403

1.039139.4830.013

0.041一.

0.071139.4440.086

39.7970.808

39.4360.106

表4.17.ホ ワイトノイズ入 力時の減衰係数算 定結果

Method DampingCoefficient[kgfsec/cm]

CaselICase21Case31Case4

ExactEstimatedRel.Err.[%]EstimatedRel.Err.[%]EstimatedRel.Err.【%]EstimatedRel.Err.[%】

EK-WGI 0.25110.2520.39810.2738.76510.36143.82510.47388.446

Adaptive-EKF 0.25110.2520.39810.28111.95210.29417.1311一 一

AF-AWP 0.25110.2520.39810.2665.9761一 一1一 一

PEM-SS 0.25110.2520.39810.2490.79710.2413.98410.2375.578

表4.18エ ルセントロ地震 波入力時の剛性算定結果

Method Stiffness[kgf/cm]

Casel
ExactEstimatedRel.Err.[%

Case21Case3
EstimatedRel.Err.[%]EstimatedRel.Err.[%'.

Case4
EstimatedRel.Err.[%]

EK-WGI

Adaptive-EKF

AF-AWP

PEM-SS

39.478139.4790.003

39.478139.4790.003

39.478139.4790.003

39.478139.4780.000

39.482

40.323

39.481

39.479

0.010139.4960.046

2.1401一 一

〇.008139.5070.073

0.003139.4820.010

39.5130.089

39.4210.144

39.4860.020

表4.19エ ルセントロ地震波入力時の減衰係数算定結果

細
.

ー

DampingCoefficient[kgfsec/cm]

Casel

ExactEstimatedRe1.Err.【%'

Case21Case3

EstimatedRel.Err.[%]EstimatedRel.Err.[%:
Case4

EstimatedRel.Err.[%]

EK-WGI

Adaptive-EKF

AF-AWP

PEM-SS

0.25110.2510.000

0.25110.2510.000

0.25110.25]0.000

0.25110.2510.000

0.252

2.812

0.252

0.252

0.39810.2520.398

1020.3191一 一

〇.39810.2530.797

0.39810.2520.398

0.2530.797

0.2461.992

0.2541.195
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エルセントロ地震波入力時 には、伺 定計算が発散せず にすんだものについては、同定計算が間違った

値 に収束 したと考えられるAdaptive-EKFのCase2を 除 き、すべてのノイズレベルに対 して相対誤差2%程 度

の精度で推 定が可能であった。ただし、どのノイズ混入 レベル においても計算結果が真 値近傍に収束した

のは、ホワイトノイズ入力時はPEM-SSの みであり、エルセントロ地震波入 力時にはAdaptive-iJKF以 外の3

手法のみであった。推定パラメータの発散現象が生じた検討ケースにっいては、観測ノイズのみの検討ケー

スと同様 に、同定計算 に必要な推定パラメータの平均値 の初期値 をさらに真値近傍 に近い様 々な値に変更

して伺 定計算 を実施したが、いずれの場合 についても同様 な発散現象 が生 じたため計 算を打ち切 った。

これらの手法における直接の推 定パラメータである剛性と粘性減衰係数 について、ホワイトノイズ入力時の

同定結果を表4.16と 表4.17に 、また、エルセントロ地震 波入力 時の同定結果 を表4.18と 表4.19

に示す。 表4.18,4.19よ り、 エルセントロ地震波入力時のAF-AWP法Case2の 場合 には、推 定パ

ラメータのうち剛性 については概ね真値近傍 に収束したものの、粘性減衰係数 が間違った値 に収束してし

まったことがわかる。また、その他 の検討ケースについても、入力波によらず剛性 にっいては概ね真値近傍

の値を推 定するのにたいし、粘性減衰係 数はノイズレベルが高い場合 には正確な伺定が難 しいことがわか

る。ただし、いずれの検討 ケースを通じても、PEM-SSは 安定して収束し、かつ推 定パラメータの相対誤差

も高 々5%程 度以 内と極めて優 秀な結果 となった。

以上より、下記 の結論 が得 られた。

入力と観測の両者にノイズが混入する場合の粘性減衰定数の算定について

(1)周波数領域の手法では、ハーフパワー法よりカーブフィット法の法がやはり精度の良い推定結果が得ら

れるが、その精度は誤差混入レベルの影響を大きく受ける。これは、誤差により推定されるフーリエス

ペクトル比の精度が悪化するためである。

(2)観測ノイズのみの混入時には、概ねインパルス応答の推定手法より周波数領域の推定手法の方が推定

精度がよいが、入力にノイズが混入し、特にノイズレベルが高い場合にはこの傾拘が逆転する。

(3)時間領域の手法については、真値近傍に収束した場合には概ね精度の良い推定が可能である。ただ

し、間違った値への収束や発散といった現象もノイズレベルが高い場合にはしばしば起きるため、初期

値の設定等に注意が必要である。また、推定結果は入力波の特性やノイズレベルによりかなり変動する

ので、出来れば複数の手法にて同定計算を実施し、それらの結果の比較より推定パラメータを決定す

ることが望ましい。また、時間領域の各手法間では概ねPEM-SSが 最も収束性がよく、EK-WGIが これ

に次ぐと思われる。

4.4ま とめ

以上、デ ータにノイズを含 む場合についての 検討 を総括すると、下記 のようになる。
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観測ノイズ混入時、入力ノイズ混入時の両方に共通すると考えられる事項

(1)固有周期(剛 性)の 算 定にっいては、いず れの手法 によっても、同定計算 が実行できれ ば第3章 と

同様 に概ね精度良く推 定することが可能である。

(2)自己相 関関数法による同定精度は入力波の性質に依存する。一般的 に入力波の性質がホワイトノイズ

的であれ ば、観測 ノイズの影響がほとんどなく、また、データ長が同定精度 に及 ぼす影響もRD法 に

比較す ると小 さい。また、その場合 の同定精度 は相 対誤 差レベルで概 ね10%程 度と推 定されれる。

(3)RD法 にっいては、自己相関関数法に比較してデータ長 とノイズ混入レベル の両者 が同定精度 に及ぼ

す影響 は大きい。また、十分に長いデータ長がある場合 においては、観測デ ータのノイズ混入率が

5%以 下の場 合には 自己相関関数法より推定精度が良いが、ノイズ混入率がそれ以上の場合には 自己

相 関関数法より推定精度 が低下することがある。

(4)自己相関 関数法 、RD法 とも、ホワイトノイズ、地震波入力時のいず れの検討ケースの場合でも、もっ

とも誤差混入 レベル の高いCase4の 場合 において推 定精 度が相対誤 差20%以 内である。これは観 測

ノイズ混入のみの場合には他の手法と比較して相対的に精度が良くないが、入力 に対 してもノイズの混

入がある場合 には他の手法と比較して相対的 に精度 が良い。

(5)状態空 間表 示による時 間領域の手法では、ノイズ混入 レベル が高い場合 においても、概ね真値に収

束したと考えられる計 算結果においては、相 対誤差10%以 内に収まっており、そのうち殆どの検討ケー

スでは減衰 定数の相対誤差レベルも高 々3%程 度 と精度 が高い。ただし、4.2と4.3の 検討で全ケー

スでほぼ真値へ収束 したと考えられるPEM-SSで は、概 ね入力ノイズ混入 時の方が推 定精度 が悪化し

てお り、条件等してはより厳しいものと考えられる。

(6)状態空 間表示 による時 間領域の手法では、概 ねAdaptive-EKFは 同定計算の発散現象が誤差混入レ

ベル に極めて敏 感であり、以 下AF-AWP法 がこれ に続く、すなわち、同定計算の収束の確 実性 とい

う面では、PEM-SSが 最もよく、EK-WGIが これに続く。

(7)状 態 空間表示 による時間領域の手法 では、各手法ともノイズレベルが大きい場合はそれに応 じて同

定精度が低下する。この同定精度 の低下 は概ねAdaptive-EKFが 最も大きく、この手法 は混入ノイズ

の影響 が最も敏感 に出る。反 対にEK-WGIとPEM-SSが もっとも混入ノイズの影響を受けにくく、AF-

AWPは この 中間程度 である。

(8)状態空間表示 による時間領域の手法のなかでは、PEM-SSは す べてのケースで収束計算が発散せず、

その推 定値の相 対誤差 レベルも最大6%以 内であった。
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観測ノイズのみ混入時に特有と考えられる事項

(1)カーブフィット法は観測ノイズ混入 に殆ど影響されずに安定して非常に精度の良い推 定が可能である。

また、その際の推 定精 度はホワイトノイズ、地震波 入力とも相対誤差レベルで1%以 内である。

(2)ハーフパワー法の推 定精度 は観測誤差の影響を殆ど受けない。ただし、その推 定精 度は入出力間の

フーリエスペクトル比の形 状に大きく左右される。また、同じ周波数領域 の手法であるカーブフィット法

の方が高い推 定精度を期待できる。

入力ノイズと観測ノイズの両者混入時に特有と考えられる事項

(1)カーブフィット法による減 衰定数 の算 定精度はノイズレベルに応じて低下し、ノイズレベル10%の 場 合

には最大相対誤差35%程 度となる。
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第5章 線形多自由度系構造物動特性の同定

5.1緒 言

本章では、線形多自由度系構造物動特性の同定に関する検討を行う。ここでは、まず基本的事項として、

建築構造の解析手法とモデルについて基礎的な事項を述べ、さらにシステムの自由度と次数の関係にっい

て述べるとともに、多入力多出力システムの同定に関しての基本的な説明を行う。

建築構造物は、地震時には水平2方 向および上下方向の地動を同時に受けて非常に複雑な動きをする

が、通常の応答解析では特別な場合を除き水平1方 向の振動を取り出して考え、平面振動モデルとして取

り扱われることが多い。建築構造物は、一般に基礎を介して地上と、また基礎から最上階まで連続した形状

であり、無限のモード次数を有する連続体であるが、想定されうる解析アプローチとしては

(1)そのまま連続体として取り扱う

(2)構造物全体を有限要素法により解析する

(3)構造体を骨組みモデルとして取り扱う

④構造体を多層せん断型モデルに置換して解析を行う

のいずれかの手法が考えられる1)。この中で(1)は特殊な解析 目的や特殊な建築物を対象とする場合を除

き、通常の建築設計時に用いられることは少ないであろう。また、(2)も建築構造物に限定するとモデル化お

よび解析の労力が膨大であるため、構造体内部の接合部や部材レベルでの解析は通常実施されるが、建

物全体をモデル化することは殆どないと思われる。従って通常の建築設計レベルを想定すると、〈3)または(4)

の手法により建築構造物のモデル化がなされると考えてよいと思われる。

〈3)の骨組みモデルは、柱、梁、壁などの個々の部材を1つの力学的要素と考え、それらの弾性から塑

性にわたる挙動を考慮したモデルを用いて解析を行うモデルである。この手法は、後に述べるく4)のせん断

質点型モデルに比較すると、部材レベルの詳細な知見を得ることができるが、一般に解析手法、あるいは

モデルの作成は複雑となる。これに対し(4)はおおむね構造物各層を一つの集 中質量体として仮定し、これ

が各層位置で水平方向のみ(場 合によっては鉛直方向のみ)に移動するとの仮定にたちモデル化を行うも

のである。このような仮定に基づくモデルは通常せん断質点型モデルと呼ばれることが多い。このせん断質

点系モデルは、建物の復元力特性を各層ごとのせん断バネの復元力特性(層 剛性、降伏層せん断力)に

置き換えて表すもので、建物の地震応答のおおよその性質を調べるのに広く用いられている。

解析モデルの性質としては、(1)は連続型モデルとなるが、それ以外のく2)～(4)はいずれも離散型モデルを

仮定して解析を行うこととなる。解析モデルとして離散型モデルを用いると、連続型モデルよりモデルの自由

度が縮合されるため、結果として高次モードを表現できなくなる。しかし、より自由度の大きなモデルを用い

ると、必然的に解析モデルの作成および解析、ひいては結果の検討が膨大な作業量となることも多い。こ

のようなモデルの選択は、解析の目釣に応じて行われるものであり、検討あるいは解析の月的に合致する
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限りにおいては、できるだけシンプルなモデルを採用することがよい解析結果 につながる場合も多いであろう。

また、システム同定の立場からすると、対象(解 析)シ ステムの 自由度が多い場合 、往 々にして検討 シ

ステムを数 学的に表現するために必要なパラメータが多くなり、限定された入 出力データを用いてこれらのパ

ラメータを同定す ることは困難 な作 業となる。特に地震観測データのように、その状況を再 現す ることが不可

能であり、かつ観 測データが決して豊 富では無い状況の中で、同定パラメータの多いモデルを構築してパ

ラメータ推 定を行 うことは非常 に困難 を伴うと考えられる。

さらに、これまでの知 見より、建築構 造物 は高さ方向の質 量分布 は均 一でなく、おお むね各層位 置に質

量が集 中し、地震時の振動 状況もおおむね低次モードの振動が卓越する振動モードで振動していることが知

られている。そこで通 常の建築設 計では、建物全体の振 動を解析す るためにはおおむね(4)の 多層せん断

型モデルとすれ ば建物全体の概 略の挙動 を再現可能であると考えられており、日本では高層建築等 の動 的

な解析および設計 に広 く用 いられている。このような現状と、現 時点での種 々の同定手法の推 定能力 ・精

度 、および現状で得られている地震観 測記録等を勘案すると、現状では構造物を多層せん断型モデル に仮

定してその動 的特性 を推定することが現 実的であると考えられる。付 け加 えれ ば、今後 、建 物内部に非常に

高密度 に観 測機器 が設置されている建物において適切な地震観測記録が得 られることがあれば、本章 に記

載する各種手法を用いて部材レベル での同定解析を行うことが可能である。

次 に多入力多 出力システムの同定 について述べる。本論 文では、これまでに周波数領域の同定手法、イ

ンパルス応答の推定法、あるいは時間領域で状態表示を用 いる同定法の大きく3つ に分類できる手法 による

同定を行ってきた。これらの手法 はいず れもこの章で対象 とする線形多 自由度系の同定手法 として適用する

ことは原理的 には可能である。この事項 の詳細 はAppendixAに 示す が、一般 に式(5.1),(5.2)の状態空 間表

示で表される線形時不変多 自由度システムの伝達 関数行列 は式(5.3)となる。

.z==Ax+Bu(5.1)

y=Cx+Du(5.2)

G(s)=C(sl-A)一'B+D{5.3)

また、単位インパルス応 答のラプラス変換は伝達関数 に等しいので、インパルス応答 と伝達関数 は一対一

に対応する。従って、状態空 間表示 に基づく時間領域 の同定手法を用いて多 自由度線 形システムの動 特

性を同定できれ ば、式(5。3)により各入 出力 間の伝 達関数(言 い換 えれ ば周波数応答 関数)を 一意に求 め

ることができる。

これ に対し、伝 達関数 行列より状態空間表示を求めることは、その逆 に比較すると難しい問題となることが

多い2)。一般に伝 達関数行列G(S)が 与 えられたとき、それ に対応す る状 態空間表現(A,B,C,D)を 見いだす

ことを伝達関数行列の実現 問題と呼び、これを解いて得 られる(A,B,C,D)をG(S)の 実現(realization)と呼んで

いる。一っの状態空間表 現を正則な座標変換 により別 の状態空 間表現に変形しても伝達関数行列は不変で

あることからもわかるように、与えられた伝 達関数行列(κ∫)の実現 は一意 には定まらない。また、特 に多入

力多出力 系については、数 値解析的 に正しい答えを見いだすことが難しいことが多いようである。さらに、
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この様にシステムの状態空間表現が求められなければ、特に対象システムに制御を加える揚合において、シ

ステムの可制御性や可観測性の問題を明らかにすることはできない。またシステムの一般的な安定論や最適

制御理論なども、この状態空間表現と密接な関係があるため適用や検討が非常に困難となる3)。

これまで検討してきた1自 由系のシステムであれば、質量を既知とすれば、周波数応答を規定するパラメー

タである固有周期と減衰定数が求められれば、剛性と粘性減衰係数を一意に算定できる。しかし、多自由

度系の場合には、剛性分布等を仮定しなければモード周期とモード減衰定数よりモデルの物理量である剛性

や減衰係数を求めることは出来ないと考えられる。

以上述べてきた内容に基づき、本章ではまず5.2に おいてインパルス応答の伺定手法のうち近年広く

用いられているRD法 を用いて、線形2層 せん断型モデルを仮定した場合にっいて比較的簡便な手法で各

次モードの固有周波数と減衰定数を同定する手法を示し、数値計算によりその推定精度の検討を行う。次

に、5.3に おいて線形3層 せん断型モデルを用いて、数値計算により既出の時間領域で状態空間表示

に基づく各手法により各層の剛性と粘性減衰係数を推定し、その精度の検討を行う。

5.2RD法 による線形2層 せん断型モデルの同定

RD法 にっいては、入力が定常ランダム過程であり、かつ十分な長さの構造物応答の時刻歴データがあ

れば精度の良い1次 減衰定数の推定が可能であること、また、入力波がややランダム過程的でない場合に

おいても、同じくインパルス応答の同定手法である自己相関関数法に比較すると、同定精度がよく、実構造

物系動特性の同定に用いる適用範囲がやや広いと考えられる。第2章 でも述べたように、インパルス応答に

よる多自由度系の表現は基本的には可能であるが、実際の適用時にはこのインパルス応答より、対数減衰

率により減衰定数を推定する事が殆どであり、その意味では本手法は1自 由度系の減衰定数評価手法であ

ると考えられる。したがって、本手法を多自由度系に適用するためには、応答の時刻歴波形より各モードの

波形を分離する必要がある。そのためには一般に、時刻歴波形に対し各モードの固有振動数周辺帯域の

みを通過させるバンドパスフィルターをかけることが行われる。しかし、特に高次モード等で固有振動数が近

接している場合ではバンドパスフィルターによる分離が困難であることが予想される4)。

そこで本節では、応答の時刻歴波形から2層せん断型構造物系のモードマトリクスを推定し、これより応答

波形をモード分解する手法を示す。さらに数値計算により、本手法とバンドパスフィルターを用いた従来の手

法による各モードの減衰定数の推定を行い、両手法による解析結果の比較検討を行う。

5.2.1各 次モー ド応答波形の分離法

応答観測波形より各次モード応答波形を分離するため、ここでは以下2つ の手法を用いる。
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(1)FFTに よるバンドパスフィルターを用いた手法

従来から提案されている手法で、FFTに よりフーリエスペクトルを算定し、スペクトル をモードの固有振動

数周辺のバ ンド幅で抜 き出し、フーリエ逆変換 によりモードの時系列波形を作成 するものである。以下本手

法をバンドパス手法と呼ぶ。

(2)モ ードマトリクスを推 定する手法

構造物 を多質点系モデル に置き換 え、そのモードマトリクスを用いてモードの時刻歴波形を分離する手法

である。これまで、この手法 を適用するためには以下に示す2つ の条件 があった。

① モデルのモードマトリクスが既知である

② モデルのモード次数個の時系列波形が必要となる

本手法 は、モードマトリクスが未知である多 自由度構造物を対象

とし、これを2層 せん断型モデルと仮 定することで、応 答の時刻歴

波形より読みとった各次の固有振動数と各層の質量よりモードマトリク

スを推 定し、モード分解 を行うものである。これ により① の条件 を

①'モ デル の質量 が既知 である

と書き換 えることで、より広い分野への適 用が可能 になると考え

る。以下、本手法をモード分解手法 と呼ぶ。

モードマトリクスの推定 は以 下に示す方法 により行う。図5.1に

示す線形2層 せん断型構造物モデル と、各層の応答の時系列波形

が与えられているとする。ここで、モデル各層の質量朔 、m2は 既

知であり、剛性勺 、

図5.1検 討対象モデル

k2は 未 知量である。また、応 答波形 のスペクトル解析 により、各次の固有 円振 動数 を

求めることで、各次の固有値λ、、λ、が推定できるものとする。このモデル がゼロ以外の固有ベクトルを持つた

めには、固有値の定義 より(5.4)式を満 足す る必 要がある。

艦 十
k1+k2-k2

-k2k2
=0

(5.4)

(5.4)式を解くことで各次の固有値が次のように決まる。

・次の固有値・1-9一孕(5.5)

2次 の 固 有 値 ・、一9+g2-4dh
2d(5.6.)

こ こに 、d-mlm2、g;mlk2+mz(kl+k2)h=klk2で あ る。 さらに λ1+λ2=p、 λ「a,2=Qと 置 くと

Qd=(Pの2-4dh(5・7)

1P2-Q2Jdkl-

k2-4k2(5.8)
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P=dよ り

(P2-Q21d
P=dmlk2+m24k+m2k2

2
(5.9)

dP・d2P2一(ml+m2)m、(P2-92)d

(5.10)k2=

2(加1・m2)

これを(5.8)式に代入することで勺 が求まり、(5.10)式右辺分子 中の正負符号の差により2組の(h,k2)が 得

られる。モデル各層の応答からローパスフィルターを用いて2次 固有振動数を除去したものを、それぞれ1"1、

lu1としたとき、 それぞれの最大値の比

U=lugMAX

lulMAX

を、このモデル の1次 モード形とみなし、2種類 の剛性 の組それぞれを用いて求めた1次 モードの値と比べ

ることで、最終 的にどちらか1つ の剛性 の組およびそのモードマトリクスを正解 として決定する。

5、2.2数 値 計 算 例

q)対 象モデル

1次 モードと2次 モー ドの固有周波数比/z/r,が1.2お よび3.0の2種 類の2層 せ ん断型モデル にっい

て、バンドパス手法 、モード分解 手法を用いて伺 定の数値計算を実施 した。モデルへの入力はホワイトノイ

ズとし、サンプリング周期0.01[sec]で 、各層の応答を算 出した。表5.1に 各モデル 諸量を示す。

〈2)算定手法および結果

バンドパス手法では、各モードの固有振動数を中心とした0.6[Hz]幅 の通過帯域を定め、通過帯域 外の

フーリエ振幅スペクトル値 を全て1/10,000に 落とすことで各モード波形の抽 出をおこなった。なお、バ ンドパ

ス手法 ・モード分解 法の両手 法とも、RD法 は時間軸方向 に極 大値を1つ ずっず らしながら3,000回 程度の

十分な重 ね合わせを行った。

表5.2お よび5.3に 、両検討対象モデルにおける減 衰定数 の算定結果を示す。振動数比の大きなモ

デル(f2/hニ3.0)で は、バンドパス手 法とモード分解手法のいずれにおいても各次のモード減衰定数 の

同定は十 分良い精度で可能であった。ただし、詳細 に見るとバンドパス手法よりモード分解手法の方が推定

表5.1検 討対象モデル諸量

Ratioof

名/ち

3

1.2

NaturalFrequency[Hz]

1st2nd

0.6$6 2.059

1.845 2.214

DampingFactor

lst2nd

1 3

1 1.2
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表5.2減 衰 定 数 推 定 結 果(f2/f1=3)

BandPassTechnique

lst2nd

ModalTechnique

lst2nd

Exact 1 3 1 3

Estimated 0.93 2.91 0.96 2.96

Re1.Err[%] 7.0 3.0 4.0 1.3

表5。3減 衰 定 数 推 定結 果(f2/f1=1.2)

BandPassTechnique

lst2nd

ModalTechnique

lst2nd

Exact 1 1.2 1 1.2

Estimated 0.83 1.01 0.87 1.3

Re1.Err[%] 17.0 15.8 13.0 8.3

図5.2バ ンドパス手 法により推定された2次 モードのインパルス応答 と対数減衰率 曲線(f2/f1=1.2)

図5.3モ ー ド分解 手法により推定された2次 モードのインパ ルス応答 と対数減衰率 曲線(f2/f1=1.2)

値の相 対誤 差が小さく、やや推 定精度がよいと思われる。さらに、振動 数比の小さなモデル(J2/A=1.2)

では、1次モード,2次 モードともバンドパス手法で はモード分解手法より大きな誤差が生じた。特 に2次 モー
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ドでは、図5.2に 示すように、RD法 で重ね合わせた時 系列波形 の各極大値は最小2乗 近似における包

絡線と明らかに一致 しない。これは、フィルターの通過帯域の影 響を受 けたためと思われる。一方モード分

解手法では、図5.3に 示すように、時系列波形と包絡線とがほぼ～致しており、より精度のよい推 定が行

われたと考 えられる。

以上の検討結果より、RD法 を用いて2層 せん断型モデルの動特性を同定するためには、バンドパス手法

よりモード分解手法を適用するほうが推 定精度が向上し、特に両モードの振動数が近接している揚合にはこ

の差が顕著となることがわかる。ただし、ここに示すモード分解 手法は、5.2.1に 示したように、同定

するために2層 せん断型モデル各層の応答観測記録が必要であるのに対 し、バンドパス手法の場合は各モー

ド応答が現れる観測位置であれば1ヶ所 の観測記録で同定計算を行うことができる。したがって、実際にこれ

らの手法を適用して同定計 算を実施する場合 には、観測記録 に応 じてより適切な手法を選択することが必要

であると考えられる。

5.3状 態空間表現に基づく時間領域の各手法による同定

本節では、第2章 で示された各種状態空間表現に基づく時間領域の同定手法により、線形多自由度モ

デルを用いた同定数値計算より各手法の適用性と同定精度の検討を行う。

これまでにも述べた様に、状態空間表現に基づく時間領域の手法は、多自由度系かつ多出力多入力系

を容易に扱うことができる手法であるため、これらの伺定手法を多自由度系構造物動特性の伺定に適用する

にあたり、特に大きな手順の変更はない。ここでは、状態空間表現に基づく時間領域の各手法について、

3層せん断型モデルを用いた数値計算により検討を実施した。

5.3.1数 値計算モデル および計算条件

本検討では、図5.4に 示す3層 せ ん断型モデルを用いた同定の数値計算を行った。3層 せん断型モデ

ル は1方 向入力、 ね じれを生 じない3自 ・由度モデルである。 解析モデルの諸量 は、1次 、2次 、3次 の

モードに対 し減衰定hが3.01[%],8.42[%],12.17[%]、 非減衰周 有振動数1が4 .01{Hz],11.23tHz],16.22

[Hz]となるモデルを用いた。 モデル諸量 に対す る質 量m、 減衰係数o、 剛性kを 表5.4に 、各モードの

減衰 定数 および非減衰固有 円振動数 を表5.5に 示す。なお、同定パラメータは各 層の剛性および粘性減

衰係数とした。

本解析に用いた応答観 測データは、入力 に各周波数成分のパ ワー が100[gal2sec]と なる疑似ホワイトノイ

ズを用い、時澗刻 み0.01[sec]、継続時間6{sec]となる応 答を、線形加速度法法 により計算を行い作成した。

各手法とも同定モデル の質量は既知とし、観測 量として基礎部に対する全層 の相対速度応答及び相対変

位応答を用 いた。拡張カルマンフィルタ系の各手法における初期 条件億 、検討 条件を伺一 にするため、推
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定 パ ラメー タ平 均 値 の 初 期 値 は表5.6に 示 されるように設 定 し、また 、予 測 誤 差 共 分 散 行 列P。 に 関 して

は 以 下 の ように設 定 した。

Po=diag.(1.0,1.0,1.0,1.0,1.0,1.0,103,103,103,10',10',10')(5.17)

ここで 、式(5.17)の 右 辺 にお い て、3項 目毎 に、基 礎 部 に対 す る各 層 の相 対 変位 、 基礎 部 に 対す る各

層 の相 対 速 度 、各 層 の減 衰 係 数 、各 層 の 剛性 に 関す る自 己共 分 散 である。

各 拡 張 カル マ ンフィル タ手 法 の 初 期 設 定 として、Adaptive-EKFとAF-AWPで は 、図2.3の フロー チャー

トにお ける各 設 定 値 を ノV炉10,〃 炉3と した。また、AF-AWPで は5}戸300と した。EK-WGIに お いては 、

グローバ ル な繰 り返 し数 を最 大10回 とした。

また、PEM-SS法 にお い ては 、推 定 パ ラメータの初;期値 は各 種 カル マンフィル タ法 にお ける推 定パ ラメー

タの初 期 平 均値 と同 一 とした。

5.3.2解 析 結 果

表5.4検 討対象モデル諸量

Story Mass

【t】

Damping

Coefficient

[tfs/cm]

Stiffness

[tf/cm]

1

2

3

1.000

1.000

1.000

0.191

0.19]

0.191

80.000

80.000

80.000

表5.5検 討対象モデルのモード特性値

Mode DampingFactorNaturalCircular

Frequency

[rad/sec]

1

z

3

0.0301

8.4200

12.1700

25.1754

70.5398

101.9330

x3

C3

3

xz

C2

kz

x1

C1

xo

1

図5.4検 討対象モデル
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各種拡張カルマンフィルタ系手法とPEM-SSに よる伺 定計算結果とその相対誤 差を 表5.6に 示す。

各種拡張カルマンフィルタ系手法 による動特性の伺 定では、粘性減衰係 数は表5.6に 示されるように、

EK-WGIとAF-AWPで は1層 目と2層 目の算定結果 が3層 目の算 定結果に比べ極端 に悪く、1層 目と2層

目とで誤 差を打ち消し合うかのような算 定結果となっている。Adaptive-EKFで はどの層も相対誤 差が20%を

超える。この理 由としては、Adaptive-EKF特 有の安定域での振動 により、最終的に推 定されたパラメータ

がばらっいた為 と考えられる。また剛性 については表5.6に 示されるように、Adaptive-EI{Fの 相対誤差が

1%以 内と精度が高く得 られている。一方EK-WGIとAF-AWPに お いては、減衰係数とは逆に、1層 目と

2層 目の同定精度 に対 し3層 目の同定精度 が低く、誤差率 が10[%]弱 となる。以上より、本検討結果では

AF-AWPに よる各パラメータの推定結果 は、概ねEK-WGI法 による推 定結果 と近くなっている。

さらに詳細な検討を行 うため、各種カルマンフィルタ系の伺定手法による推定結果を固有値解析 して求め

られた各次モードにお ける非減衰 固有円振動数と減衰 定数を表5.7に 示す。同表より、非減衰固有円振

動数 の推定 については、Adaptive-EKFで は各次の振動数とも非常 に精度よく推定できたのに比較して、

EK-WGIとAF-AWPが1次 と3次 の振 動数を精度よく同定できたが、2次の振動数 の推定誤差がやや 大きい

ことがわかる。また、減衰定数 についてはEK-WGIとAF-AWPで は1次 の減衰定数が非常に精度よく伺 定

され、高次になるほど同定精度が悪化 する傾 向がみられるが、Adaptive-EKFで は、逆に1次 と2次 の減衰

定数の同定精度が相 対誤差15～25%で あるの に対して、3次 の減衰定数の同定値 の相対誤差 が約2%と 非

常に精度のよい推定結果となっている。

また、同じく時間領域の手法であるPEM-SS法 については 、同定計算の結果、全く真値と等しい伺定結

果となった。これは、拡張カルマンフィルタ系の手法と比較検討 のために、推 定値 の初期値を真値近傍 に

設定したため、結果的 に推定パ ラメータが評価 関数 の極小値 に収束せず、真値にただしく収束 したためで

あると考 えられる。

第3章 での検討結果より、1自由度 系の場合であれ ば各種拡張カルマンフィルタ系の手法とPEM-SS法 は

ほぼ同程度の初期値依 存性であり、また入力及び観測データにノイズ混入 が無い場合 には、これほど大き

な推定誤差は生じない。したがって、多 自由度線 形構造物の動特性 を同定するには予測誤差法 が最適 で

表5.6同 定計算結果

I
n____.

EK-WGI AdaptiveEKF AF-AWP PEM-SS

Exact Initial Estimated Rel. Estimated Rel. Estimated Rel. Estimated Rel.

value value Mean Error Mean Error Mean Error Value Error

[%] [%] 【%] [%]
ci[ts/cm] 0.191010.0750 0.1529 19.9476 0.1236 35.2880 0.1530 萱9.8953 0.1910 o.oooo

cs[ts/cm] 0.1910 0.1250 0.2526 32.2513 0.2320 21.4660 0,2536 32.7749 0.1910 o.oooo

cs[ts/cm] 0.1910 0.3500 0.1875 1.8325 0.1388 X7.3298 o.igso 3.1414 0.1910 o.oooo

ぬ[Ucm】 80AOOO 50.0000 78.4023 1.3721 79.2320 0.9600 78.7420 1.5725 80.0000 o.oooo

kz[Ucm] 80.0000 150.0000 81.8675 2.3344 8fl.377b 0.4720 82.2430 2.8037 80.0000 o.oooo

k3押cm1 80.0000 100.0000 72.4819 9.3976 80.5316 0.6645 72.0369 9.9539 80.0000 o.oooo
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表5.7カ ルマンフィルタ系手法 推定値 のモード解析結果

EK-WGI AdaptiveEKF AF-AWP

Exact Estimated Rel. Estimated Rel. Estimated Rel.

value Mean Error Mean Error Mean Error

[%] [%] [%]
乃 薯 0.0301 0.0301 o.oooo 0.0256 14.9502 0.0300 0.3322

hz 0.0842 o.os2s 2.0190 0.0634 24.7031 o.og20 2.6128

h3 0.1217 0.1413 16.1052 0.1193 1.9721 0.141] 15.9408

wi [rad/sec] 25.]754 25.0399 0.5382 25.1387 0.1458 25.0360 0.5537

wz [rad/sec] 70.5398 68.5018 2.8891 70.566] 0.0373 68.3656 3.0822

w3 frad/secl 101.9330 100.9186 0.9952 102.1298 O.1931 100.9525 0.9619

あると結論づけるためには、様々なモデルを用いたさらなる検討が必要であると考えられる。

ただし、各種拡張カルマンフィルタ系手法による同定を行うためには、2章においても記述したように、少

なくとも状態量の平均値と予測誤差共分散行列の初期値が必要である。たとえば線形N層 せん断型モデル

の場合、各層の剛性と粘性減衰係数を推定パラメータとすると状態変数平均値の初期値として最小限必要な

パラメータは2N個 である。また、状態方程式における各状態量がおのおの独立であると仮定し、さらに推

定パラメータを除く状態量の共分散はすべて0と仮定しても、少なくとも共分散行列の対角項内の2N個 の共

分散マトリクスの要素の初期値を設定する必要がある。すなわち、線形N層 せん断型の構造物モデルを用

いた同定に拡張カルマンフィルタ系の手法を適用するためには、最小限2N+2N=4N個 の初期値を決定する

必要がある。例えば、線形6層 せん断型モデルを仮定した場合には、同定計算を行うために計24個 の適

切な初期値を決定する必要があることになる。さらに、推定パラメータ以外の状態量についても常に初期値

を0と設定して良いわけではないので、この場合にはさらに初期値の設定が困難となる。

これに対し、PEM-SSは 推定パラメータの数だけ初期値を設定すればよいので、同じく6層せん断型の場

合でも12個の初期値を決定するだけですみ、同定計算を実施する上でのトータルな作業時間は拡張カルマ

ンフィルタ系の手法に比較して大幅に短縮されると考えられる。

以上より、少なくとも実用上の面からみて多自由度系などの推定パラメータ数が多い場合には、拡張カル

マンフィルタ系の同定手法よりもPEM-SSを 採用して同定計算を実施するのが適切であると考えられる。また、

その推定精度も少なくとも拡張拡張カルマンフィルタ系の同定手法と同程度以上を期待できると予想される。

5.4ま とめ

本章では、線形多自由度系構造物の同特性の同定に関して、まず基本的事項として、建築構造の解析

手法とモデルについて基礎的な事項を、さらにシステムの自由度と次数の関係について述べ、ついで多入

力多出力システムの同定に関しての基本的な説明を行った。

次に、RD法を用いて2層せん断型モデルの動特性を伺定する場合に、応答の時刻歴波形から2層せん

一84一



断型構造物のモードマトリクスを推定し、これより応答波形をモード分解する手法を示し。さらに数値計算に

より、本手法とバンドパスフィルターを用いた従来の手法による各モードの減衰定数の推定を行い、両手法

による解析結果の比較検討を行った。その結果、バンドパス手法よりモード分解手法を適用するほうが推定

精度が向上し、特に両モードの振動数が近接している場合にはこの差が顕著となることが示された。

さらに、3層せん断型モデルを用いて状態空間表示による時間領域の各同定手法の適用性と精度の検討

を実施した。その結果、少なくとも実用上の面からみて多自由度系などの推定パラメータ数が多い場合に

は、拡張カルマンフィルタ系の同定手法よりもPEM-SSを 採用して同定計算を実施するのが適切であり、同

定精度も少なくとも拡張拡張カルマンフィルタ系の伺定手法と同程度以上を期待できるとの結論を得た。なお、

本検討中では拡張カルマンフィルタ系の各手法間での推定精度にっいては有意な違いを結論づけるには至

らなかった。
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第6章 非線形多自由度系構造物動特性の伺定

6.1緒 言

本論文では、これまで各種同定手法による線形構造物系動特性の推定に関して適用性あるいは推定精度

に関する検討を行った。それらの手法の殆どはモデルが線形であることが前提条件であるものが多く、これ

まで建築・土木分野で比較的数多く適用されてきた構造物非線形動特性の推定手法は概ね拡張カルマンフィ

ルタ系の手法である。この手法は状態空間モデルに基づく手法であるため多入力多出力系への適用が簡単

で、かつ各種ノイズの考慮も可能である。特に星谷らが開発したEK-WGIは 重み付きグローバルな繰り返し

により同定効果と精度を高める手法であり適用例も多い。

本論文では第5章 において、上記の拡張カルマンフィルタ系の各手法と、本論文で提案するPEM-SSに

よる線形多自由度系構造物モデルの同定数値計算を実施し、その結果、特に推定パラメータ数が多い場合

においてもPEM-SSは 少なくとも拡張カルマンフィルタ系の手法であるEK-WGIと 伺程度以上の推定精度を

有し、かつ推定計算に用いる初期値数が少ないため有利な手法であるとの結論を得ている。この結果より、

本章で検討する非線形な復元力を有するモデルの同定を実施する場合においても、推定パラメータ数が多

いため、上記のPEM-SSの 利点が現れることと推察される。

そこで、本章では、PEM-SSを 用いて非線形な復元力特性であるバイリニア型復元力とトリリニア型の特性

を有するモデルに関する同定の数値計算を実施し、その適用性と推定精度に関する検討を行う。その際、

まずPEM-SSに よる非線形多自由度系構造物の同定手法の定式化について説明し、その後で、上記2っ

の復元力を有する2層系のせん断モデルに対してこの同定手法を適用し、数値実験により伺定精度の検証

を行う。また、その際さらに種々のパラメータスタディにより、建築構造物への本手法の適用に関する基礎

的な検討を行う。

6.2バ イリニア復元力を有する多層系への適用

6.2.1PEM-SSの バイリニア復元 力特性を有する多層系への適用

バイリニア型 の復元力特性i)は図6.1に 示す ように初期 剛性 孜、弾性限界変位Xy、 および第 二分枝せ

ん断剛性比 αの3つ のパラメータによって規 定される復元力モデルとなる。多層 系の場合は、添 え字1が層

を示すものとして、各層ごとにk ,.,xy、、a.、および粘 性減衰係C:、 を定めると、弾塑性復元力q;(x)はく6.1)

～〈6.3)式で表される。

9i=1(i+R;(6.1)
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ここに

k;x:AB,CD
K'
ak;x:BC,DA

(6.2)

R

RestoringForce

B

Xo

一(1一 α,地 α バx・ ∂:AB

(1R
;(1:識 一Xo;):CD:BC(6

.3)

イ1一 α'ノん'xン,DA

ここにXOiは 直 前 の最 大 塑 性 変位 である。

これより、(6.4)式 に示 す 運 動 方 程 式 が成 り立 つ2)。

Mie十D.z十Kx=一mZ-R

ここに、

x=[詫1,x2,…x。r

M-4∫ α9【醒1〃 、,… 吻。1

kZak,

A

k監

C

X,X。x

DDisplacement

図6.1バ イリニア系の復元 力モデル

(6.4)

(6.5)

(6.6)

D=

01十C-C2

-C
zCZ-FC3

0

0

一C
3

。C
η.1Cn。 ノ十Cn-Cn

-C
nCn

(6.7)

K=

K,+Kz-KZ

-K
zKZ+K3-K3

-K
n_,

0

0

Kn -1'}'Kn-Kn

-1(
η1(刀

{6.8)

m一 レ1〃 、,…1Tmn (6.9)
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R=

R.一R/2

R,一R23

R_.一R
n一1`ten

Rn

(6.iO)

である。

以上より、状態量および観測量 として各層の変位および速度を用いると、式(6.11)～(6.16)に 示すような連

続型の状態空間モデルが得 られる。

z=A(t)x+B(t)u

{6.11)y=Cx

ここに

x=(xパ ・、xn,x,,…,オ 。)T(6.12)

〃・伽 ア 〈6.13)

OIA
一..._...nxn...nxn(6

.14)一M一'K(t)一M一'D

胎
OXI.................

一M一'R(t) (6.15)

C-LI2nx2nJ(6.16)

(6.11)式においては、システム行列!楚 制御行列Bに 時間依存性があるが状態 方程式は線形表 示となっ

ている。このモデル は通常、線形時変系(LinearTime-VaryingSystem)モ デルと呼 ばれる。

ここでは、バイリニア復元力を(6.1)式のように変位 の比例項 κとそれ以外の項Riに 分離 し、このRを(6.4)

式の右辺へ移項して見かけ上の外力として扱うことで、本来非線形のシステムを線形時変系モデルとして表現

することが可能となっている。モデルが線形状態空間表示であれ ば、通常の線形モデルとしてく6.11)～(6.16)

式で示される連続型の状態空間モデルを離散化することが可能となり、(2.68)式と同様な離散型の状態空間モ

デルを得ることができる。(6.11)式中のシステム行列Aと 制御行列Bは 時不変(Time-lnvaryant)で はないが、剛

性が一次剛性から二次剛性へ 、あるいはその逆へと移り変わらない限りある定数と見なすことが可能である。

そこで本節では、この移 り変りが生じる都度 、改めて離散化を行 うことで本手法による伺 定の数値計算を行っ

た。
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なお、本論文では連続型状態空間モデルから離散型状態空間モデルを得るために必要なeAtはパデー近

似 により求め、入 力0次 ホール ドを仮 定して状態 方程式の離散 化を行った。また、弾性から塑性 、塑性か

ら弾性への移 り変わりは、同定計 算各ステップで前ステップの推 定値 をもとに判 定した。

6.2.2検 討 対 象 モデ ル

図6.2に 示す構造 物モデル により、本 同定手法 によ

る数値計算を行った。モデル の動特性 は図 中に示す通

りとした。また、入 力波 はホワイトノイズの確 定波(10秒)

とし、サンプリング周期0.0002秒(5000Hz)の 水 平加 速度

として入力した。なお入力波 の振幅 は、応答が各層とも

非線形領域 に入る様 、最大振幅 ±50galに 設 定した。

mZ32.Okgf

kZ=7.00kgf/cm

cZ=0.014kgfsec/cm

X,,=0.15cm

α冨0.05

蠕 臨 κm
XS,=0.20cm

a=0.05

図6.2検 討対象モデル

罵

言

量毒

響

(a)Input-Ground

on
xu冨0.

.4-0.

Displacement[cm]

(d)HysteresisLoop-2F

冨2

塁1

誉o

諺一1

0.4

冒
U

,.,0.2

$

墓o
起動

A

2 468

Time[sec]

(b)Output-2F

10

竜4。Oo.zO.4-o.$2468
Displacement[cm]Time[sec]

(e)HysteresisLoop-1F(c)Output-1F

図6.3入 力 加 速 度 と各 層 の 層 間 変 位 の 時 刻 歴 お よび ヒステ リシス ル ー プ
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応答 は、上記 の構造物 モデルを(6.4)式の運動方程 式にて表し、Newmarkの β法(β=1/4:平 均加速度

法)を 用いて算定 した。 入力加速度 、各層のヒステリシスループ、および層 間変位 の時刻歴を図6.3に

示す。

同定用のデータセットはこの応答および入力データを適 当なサンプリング周期の波形 にダウンサンプリング

して作成 した。データ長はいず れの検討ケースについても10秒 とした。すなわちサンプリング周期100Hzで

は1チ ャンネルあたりのデータ数1000個 、1000Hzで は伺10000個 となる。

なお、本検討 においては、各層 の質量 は既知として、未知パラメータベクトル は各層の初期剛性、弾性

限界変位 、第二分枝せん断剛性比および粘性減衰係 数とした。したがって、図6.3の 構造物モデルでは、

推 定を行 う未知パラメータは計8個 となる。

また、(2.68)式の状態空間モデル のイノベーション表現 におけるrは ゼロ行列 として規定し、同定モデルと

して考慮できる雑 音は観測雑音 のみとした。ただし、同定用の入力データ及び応答計算で得ちれた観測デー

タでは、特にホワイトノイズ等を意 図的に混入せず 、入 出カデータに関する誤差混入の問題 は特に考慮して

いない。

6.2.3観 測サンプリング周期 による同定精度の検証

一般 にバイリニア復 元力等の非線形系の応答計算を行う際には
、剛性の変化 時点で時間ステップを細分

割す る等の手法がとられる。本伺定法 においても、予測値xの 推定ため応答計 算を行ってお り、伺様 の手

法がとられなければ予測値 そのものの精度が悪化すると考 えられる。そこで、同定精度へのサンプリング周

波数の影響を調べるため、Case-Aと してデータサンプリング周波数をパラメータとした同定計算を実施した。

ここでは、観 測量として各層の変位 ・速度 が観測され、データはそのサンプリング周波数で計測されたもの

として数値計算を実施した。

数値計算の結果得 られた推定値および相対誤差を表6.1に 示す。表6.1よ り、バ イリニア型復元力を

有する構造物 系の同定を実施する場合には、できる限り高いサンプリング周 波数で同定用データ観測を行う

ことが同定精度の向上 に結 びつくこと、また検討対象モデルでは、同定精度 目標値を概 ね10%程 度とすれ

ばサンプリング周波数500Hz程 度、同じく5%程度 なら概ね1000Hz程 度 のサンプリング周波数で観測された

データセットが必要であることがわかる。

しかし、実際の地震観測 等によって得 られるデ ータのサンプリング周波数 は概 ね100～200Hz程 度であ

り、本検討手法 に適 用す るには不十 分である。 そこで、次 にCase-Bと して、周波数100Hzの データセッ

トを補間してこれよりサンプリング周波数の高いデータセットを再構築 し、このデータセットによる伺 定精度の

検討を試 みた。同定モデル 、入力および観 測量はCase-Aと 伺 じであるが、応答計 算結果をダウンサンプ

リングして一旦100Hzサ ンプリングのデータとし、 その後 入力 及 び観 測 データをスプライン補 間により

一91一



表6.1同 定 数 値 計 算 結 果(Case-A)

Parameters Exact

value

Initial

value

Upper

Sampl.100Hz Sampl.200Hz

:Estimatedvalues/Lower:(Err.Ratio[%])
Sampl.SOOHzSampl.1000Hz Sampl.2500Hz

k, 7.5000 5.0000 7.5470

(0.63)

7.5192

(0.26)

7.50617.5026

(0.08)(0.03)

7.5013

(0.02)

馬 7.0000 5.0000 8.9690

(0.44

8.9845

×0.22)

8.99448.9975

(0.08)(0.04)

6.9988

(0.02)

C1 0.0160 o.oioO 0.0053

(66.8

0.0109

(31.88)

0.01400.0151

(12.50)(5.63)

0.0156

(2.50)

Cフ 0.0140 o.oioo 0.0193

(37.86)

0.0164

(17.14)

0.01490.0144

(6.43)(2.86)

0.0142

(1.43)

XyI 0.2000 o.iooo 1.2004

(0.20)

o.200a

(0.20)

o.200ao.200i

(0.10)(0.05)

o.zooa

(0.00)

Xyり 0.1500 0.1000 o.isio

(0.67)

0.1506

(0.40)

0.15010.1501

(0.07)(0.07)

o.isoo

(0.00)

α1 o.osoo 0.0200 1.0755

(51.00)

0.0638

(27.60)

0.05470.052]

(9.40)(4.20)

o.osio

X2.00)

az o.osoo 0.0200 0.0586

(17.20)

0.0517

(3.40)

0.05150.0505

(3.00)(1.00)

0.0503

(0.60)

表6.2同 定数値計算結果(Case-B100Nzサ ンプリングデータの補 間による)

Parameters Exact

value

Initial

value Sampl.200Hz

Upper:Estimatedvalues/Lower:(Err.Ratio[%J)
Sampl.500HzSamp1.1000Hz Sampl.2500Hz

k, 7.5000 5.0000 7.5156

×0.21)

7.49947.4976

(0.01)(0.03)

7.4928

(0.10)

kz 7.0000 5.0000 6.9802

(o.as)

6.99166.9958

(0.12)(0.06)

6.9973

(0.04)

C1 0.0160 o.oioo 0.0115

(28.13)

0.01480.0157

(7.50)(1.88)

0.0161

(0.62)

Cり 0.0140 o.oioo 0.016]

(15.00)

0.01450.0141

(3.57)(0.71)

0.0138

(1.43)

XyI 0.2000 o.iooo 0.2003

(Q.15)

0.20030.2004

(0.15)(0.20)

0.2004

(0.20)

XYz o.isoo o.iooo 0.1503

(0.20)

0.14990.1499

(0.07)(0.07)

0.1499

(0.07)

al 0.0500 0.0200 0.0623

(24.60)

0.05280.0506

(5.60)(1.20)

0.0494

(1.20)

az o.osoo 0.0200 0.0501

(0.20)

0.04990.0493

(0.20)(1.40)

0.0490

(2.00)

200,500,1000,2500Hzの 各サンプリング周波数 にインターポレーションして同定用 データセットを作成 した。

数値計算結果 を表6.2に 示す。これより、データ収録 時のサンプリング周波数 は100Hzで も、インター

ポレーションにより同定用のサンプリング周波数の高いデータセットを作成すれば、実際 にそのサンプリング

周;期でデ ータを計測した場合と同程度の精度は得 られることがわかる。またCase-A,Bと も、各階の1次 剛

性および弾性 限界点は精度 良く同定可能であるが、第2分 枝せ ん断剛性比と粘性減衰係数 は精度の高い同

定が難しいことがわかる。これらの検 討を踏まえ、以後 の検討 は同定精度10%前 後を目安とし、データ計

測サンプリング周波数を100Hzと 想定し、スプライン補 間により作成 する同定用デ ータのサンプリング周波数

を500Hzと して解 析を行うこととした。
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6.2.4デ ータ観測チャンネル数および観測位置に関する検討

これまでは観測量として全層の変位・速度が観測された場合について検討を実施したが、実際にこの条

件で地震観測が実施されることは少ない。そこで、ここでは同定精度に関してデータ観測チャンネル数と、観

測位置が及ぼす影響の検討を実施した。検討ケースとしては

1)データ観測2チ ャンネルの場合

Case1:各層変位を観測

表6.3観 測データチャンネル数と観測位置をパラメータとした同定数値計算結果

Parameters Exact

value

Initial

value

Upper:Estimatedvalues

Lower:(Err.Ratio[ｰfo]) Initial
value

Upper:Estimatedvalues

Lower:(Err.Ratio[%])

Case-1Case-2
1&2FDisp.1&2FVelo.

Case-3Case-4
2FDisp.&Velo.1FDisp.&Vela

k, 7.5000 5.0000 7.49897.5020

(0.01)(0.03)

6.0000 7.50217.497]

(0.03)_{0.04)

馬 7.0000 5.0000 6.99216.9916

(0.11)(0.12)

5.5000 6.97216.9892

(0.40)(0.1S)
Ci 0.0160 o.oioo 0.01520.0139

(5.29)(13.23)

0.0150 0.01610.0166

(0.47)(3.90)

Cっ 0.0140 o.oioo 0.01440.0148

(2.96)(6.00)

0.0130 0.01430.0137

(2.34)(2.08)

XyI 0.2000 0.1000 0.20020.2000

(0.11)(0.02)

o.isoo 0.19960.1999

(0.19)(0.06)

Xy, o.isoo 0.1000 0.15000.1945

(0.03)0.31

o.ioOO 0.15050.1306

(0.32)(0.40)

α1 o.osoo 0.0200 0.05210.0529

(4.26)(5.92)

0.0300 0.04960.0496

(0.72)(0.80)

a2 o.osoo 0.0200 0.04950.0523

(0.93)(4.64)

0.0300 0.05070.0519

(1.32)(3.84)

Parameters Exact

value

Initial

value

Upper:Estimatedvalues

Lower:(Err.Ratio[%]) Initial

value

EstimatedValues

Lower:(Err.Ratio[%])

Case-5Case-6

2FDisp.2FVeto.

Case-7Case-8

1FDisp.1FVela
唱

k, 7.5000 6.0000 7.50407.5035

(0.05)(0.05)

6.5000 7.49737.5004

(0.04)(0.01)

馬. 7.0000 s.oooo 6.96736.9791

(0.47)(0.30)

5.5000 6.98766.9962

(0.18)(0.05)

Ci 0.0160 o.oiso 0.01610.015]

(0.77)(5.64)

o.oiso 0.01680.0139

(4.91)(12.81)

C, 0.0140 0.0130 0.01430.0147

(1.82)(5.20)

o.oi30 0.01360.0146

(2.56)(4.23)

Xy, o.aooo o.isoo 0.19950.1997

(0.23)jO.16)

0.1500 0.19980.199

(0.09)jO.23)

Xyフ 0.1500 o.ioOO 0.15070.1498

(0.43)(0.16)

0.1000 0.15070.1495

(0.49)(0.34)

α1 o.osoo O.fl300 0.04990.0504

(0.28)(U.79)

0.03UO 0.04940.0518

(1.23)(3.57)

a2 0.0500 0.0300 0.05030.a541

(0.58)(8.i6)

0.0300 0.05220.0504

(4.32)(0.82)
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図6. 4推 定パラメータおよび評価関数の収束状況

Case2:各 層速度を観測

Case3:2層 目の変位 ・速度 を観測

Case4=1層 目の変位 ・速 度を観測

2)データ観測1チ ャンネル の場合

Case5:2層 目変位 を観測

Case6:2層 目速度を観測

Case7:1層 目変位 を観測

Case8:1層 目速度を観測

の8ケ ースについて数値 計算を実施した。

同定の数値計 算結果を表6.3に 示す。ここで、表6.3に 示された同定パラメータの初期値 について、

Case-1～2で はこれまでの検討 と同一初期値 を用いて同定 の数値計算を実施したが、その他ケースにお い

ては、この初期値で同定の数値計 算を実施したところ、計算途 中で発散 が生 じ同定計算 が続行不能となっ

た。そこで、Case3～8で はトライアンドエラー によりほぼ正解 と見なせる同定値を得られる様 、初期値を適

宜変更した。

表6.3よ り、いずれの検討ケースについても、全状態量を観 測した場合 とほぼ 同じ10%程 度 の精度で同

定が可能であることがわかる。また、粘性減衰係数 と第2分 枝せん断剛性 比の精 度良い同定 が他の動特性

の同定に比較 して難しいこともこれまでの結果と共通 している。ただし、データ観測チャンネル数 が少ない場

合 、同定パラメータの初期値をより真値近傍 に設定しなけれ ば、同定計算が発 散する可能性 が高まることが

明らかとなった。

次に、他の推定パラメータに比較して精 度の良い推 定が可能であったX,】と良い推定精度が得 られなかっ

一94一



たc1及 び(2.72)式 で定義 した評価 関数Jの 収束状況をCase1,4,5,8の 各ケースについて図6.4(a)～(c)に 示

す。図6.4よ り、いず れの検討 ケースでもSS-PEM法 の繰返し回 数9～10回 でほぼ真値近傍 に収束 して

いることが分かる。

ここで、推 定精度の高かったXy1で は、図6.4(a)に 示すように、殆どのケースで推定パラメータは初期

値 から真 値へと安定して漸近しているが、推 定精度の低 いc1で は、図46.(b)に 示す ように、すべてのケー

スで一旦推 定パラメータが初期値よりも真値から乖離 し、その後真値 近傍 に収束 している。この真値からの

乖離現象 は3章 の線 形モデルを用いた検討の際にもみられたものであり、評価 関数の設定と非線形最小2乗

法の収束計算に起因するものであると考えられる。ただし、初期値を真値近傍 に設定したCase4,8で はこの

傾向 は小さい。

なお、図6.5(c)よ り、いずれのケースにおいても評価関数 は安定して減 少してお り、かっ 、Case1,4,5,8

の順 に早い収束 を見せている。特にCase1,4で は第3ス テップまでで、ほぼ評価関数 の最小値近傍に収束

していることがわかる。

以上より、本数値計算例においては観測チャンネル数や観測位置等による最終的な推定精度の違いはみ

られなかった。しかし、精度 の良い初期値 の設定が困難な場 合には、可能な限り多くのチャンネル数を用

いた観測を実施す ることが良好な同定結果を得ることにつながることが明らかとなった。

6.3ト リリニア型復 元力特性を有する系への適用

6.3.1PEM-SS法 のトリリニア復元力特性 を有する系への適用

本節ではさらに複雑な復元力特性を有する系の同定を実施する。ここでは、トリリニア型復元力特性3》を有

する2層せん断型モデルによる同定を実施する。本章にお
Q

いて検討を行 う区間線形で示される非線 形復元力特性の

他にも、様 々な非線形復元力特性 があるが、これらを一

般的に表すと(6.17)式で表される。

Mx+Cx+Q(x,x,t,....)=F(t)(6.17)

ここに、M.と0ま 各 々質 量マトリクスと減衰マトリクスであ

り時不変とする。また、αま非線形復元力マトリクスとする。

多層せ ん断型モデルを仮定した場合、前節 の様 にバイリ

ニア型程度の復元力特性であれば、各層の復元力 は第1

剛性か第2剛 性 の2通 りであるから、復元力ベクトルの各要

素 、 すなわち各層毎の復 元力のうち変位 に比例する項

k

k

k3
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(局所剛性マトリクス)とそれ以外 に分離 した場合 、刀層せん断型モデル における(6.1)式第1項 のKマ トリクス

の組み合 わせ は高 々2個 である。しかし復 元力としてトリリニア型を仮 定す ると、組み合わせは3個 となる。

さらに曲線型の復 元力特性を考 えた場合 については、この組 み合 わせは無 限となるため、前節の手法では

応答計算各ステップにおいて局所 剛性マトリクスをいちいち計算する必要が生L"る。そこで、本節では(6.17)

式の復 元力項を右辺 に移 項し、復 元力すべてを見かけ上の外力 と見なし応 答計算を行う。

図6.5は トリリニア型復 元力の説 明図である。図に示すようにトリリニア型復 元力は、せ ん断型モデル各

層ごとに第1剛 性k,、 第2分 枝 剛性k2.第3分 枝剛性k3(あ るいは初期剛性k,、 第2第1剛 性 比alk/

k,、および第3第1剛 性比azk3/k, .)、第一折れ 点Xyl、 および第2折 れ点Xyzの 計5個 のパラメータで規

定される復 元力特性となる。実 際の任意 時間ステップ における復 元力Qは 、上記5っ のパラメータに加 え、

直前 の折れ 曲がり点の情報 が必要 となるが、これは上記5つ のパラメータと過去の履歴 の従属 関数 となるの

で、実際 には上記5つ のパラメータと直前ステップの変位及 び速度 により算定できる。

上述したように、復元力の項 は右 辺に移動す るので、(6.17)式に対応 する運動 方程式は

ノ戚+撮 一+F(t)一Q(κ縞 μ1砺賜1賜 、)(6・18)

したがって、状態方程式 は

.z=Ax+Bu
(6.19)y=cX

ここに、

オ{li .祠(6.2・)

0
...._.1

B=

一i

0

-M一'Q (6.21)

となる。すなわち、対象システムの内的な要素としては質量マトリクス舵 粘性減衰マトリクスDの みがあり、

このシステムに対し真の外力から復元力を減じた見かけの外力π∂一(2が作用すると考える。

(6.19)～(6.21)に示す状態方程式の定式化を行うと、システム行列Aお よび制御行列研ま見かけ上線形時

不変である。よって、6.2節 の定式化のように剛性が変化した揚合においても、その都度状態方程式の

離散化を行う必要がない。また、復元力は前ステップまでの応答計算から算定するものとすれば、区間線

形に限らずあらゆる復元力特性に対しても適用可能となる。以下の数値計算例では上述した方式で応答計算

および同定計算を行い、本手法適用性の検討を実施した。
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6.3.2検 討 対 象 モ デ ル

図6.6に 示す構造物 モデル により、トリリニア型復元力特性 を有する系に対 する同定の数値計算を実施

した。モデルの動特性は図 中に示す通りとした。また、入力波 は帯域ホワイトノイズの確 定波 とした。なお、

帯域ホワイトノイズは100Hzサ ンプリングでデータ長10秒 として、平均値0、 分散1、 最大値 ±ZOOgal.となる

ガウス分布 に従うホワイトノイズとして作成した。

応答の時刻歴 は以 下の手法で算出した。まず図6.6の 構 造

物モデルを(6.19)式にて表 し、これに対し入力1次 ホールドを仮定

してパデー近似 により離散化を行 い離散型の状態空 間モデル を

作成した。その際、応 答計算の精度 向上のためサンプリング周

期を100Hzか ら5000Hzへ とリサンプリングし、このサンプリング

周期 を用いて応 答計算を実施した。応答計算結果から得られた

各層の履歴ループと、基礎 に対する各層相対変位 の時刻歴を図

6.7に 示す。

同定計算に用いる観測量は、モデル各層の相対変位および相

対速度とした。またデータセットは前節 と同様 に、この応答及 び
図6.6検 討対象モデル

(a)ヒ ステ リシスル ー プ

図6.7モ デル各 層のヒステリシスループおよび基礎 との相対変位時 刻歴波形
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入カデータを適 当なサンプリング周期 の波形にダウンサンプリングして作成した。データ長 はいずれの検討

ケースについても10秒 とした。

なお 、本 検討 については、各層の質量および初期剛性を既知 とした。したがって推定パラメータの総数

は計10個 となる。 また、推定パラメータの初;期値 は1)真 値の1.5倍 、2)真 値の1.2倍 、の2つ のケースに

っいて検討を実施した。なお、同定用の入 出力デ ータに混入する誤 差は無いものとした。

6.3.3同 定計算結 果および検討

同定計 算結 果を表6.4と 表6.5、 および図6.8と 図6.9に 示す。 同表 および 図より推定パラメータ

の初期値 を真値の1.5倍 とした1)の検討ケースにっいては、100Hzサ ンプリング時には最大約190%、1000Hz

サンプリング時においても最 大約70%程 度 の相対誤差 となっており、同定精度 は低 い。ただし、サンプリン

グ周期500Hzの 場合 についてはすべての推定パラメータについて相対誤 差レベル は高 々5%以 下となってお

り、精度 の良い同 定が行われたと考えられる。これ に対 し、推定パラメータの初期値 を真値の1.2倍 に設 定

した検討ケースでは、100Hzサ ンプリング時の相対誤 差最大値は約26%、 同様 に500Hzサ ンプリング時で約

5%、1000Hzで 約2%と なっており、推定精度はサンプリング周;期に大きく依存 している。

前節のバイリニア復 元力特性を有する系の同定計算時においては、剛性 の推定 に比較して粘性減衰 と履

歴減 衰の分離が難しいために、1次剛性および弾性 限界点の同定 に比較 して、粘性減衰係数 と第2分 枝 剛

性比の精度の良い推 定がやや難しいとの結果が得 られたが、トリリニア復元力を有する系においては、本数

値計算からは特に各パラメーターの推定精度 にっいては定性 的な傾 向は判 断し難い。

図6.10に 推 定パラメータの初期値を真 値の1.5倍 とした各検討 ケースにつ いて、推定された各パラメー

タの値を用いて応 答計算を実施し、その結果得 られた履歴ループと真の履歴ループを同一図上 に図示した

ものを示す。図6.10よ り、推 定精度 が比較的 良くなかったサンプリング周期100Hzの 場合と1000Hzの 場

合は特に上層のヒステリシスループがバイリニア型 に近い形で同定されており、本来トリリニア型である履歴ルー

プをあたかもバイリニア型で近似した形状となっていることがわかる。この現象はバイリニア型履歴の同定時に

も、初期条件 の与 え方 によっては履歴減衰をあたかも等価線 形で近似 し、履歴減衰 と等価な大きさだけ粘

性減衰 を多めに推 定する現象とよく似ており、おそらく非線形最小 二乗 法により最適なパラメータを算定する

際 にに局所的な極小 点に解 が収束してしまったことに起因す る現象であると考えられる。さらに図6.11に

推定パラメータ初 期値を真値 の1.2倍 とした検討ケースについて同様 の図を示す。図6.11で は、いずれ

の検討 ケースにおいても推 定された履歴ループは本来のトリリニア型 とかなり近 い形であり、また、データの

サンプリング周期が高いほど真の履歴ループと形 状が一致する傾 向となっている。したがってこれ らの検討

ヶ一スにおいては、非線形最小2乗 法の解は極小値 に収束せず に真値近傍に正しく収束したと考えられる。

また、推 定誤差 は、サンプリング周期 が低い場合 には履歴の折れ 曲がり点付近の応答 を正しく推定するこ

とができないために生じたものと考えられる。
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表6.4同 定計算結果(初 期値 を真値の1.5倍 とした場合)

Parameters Exact

Values

Initial

Values lOOOHz

Estimated Re1.Err.[%]

Result

SOOHz

EstimatedRe1.Err.[%]

100Hz

Estimated Rel.En.[%]

C1 o.2so 0.375 0.2526 1.04 0.2472 1.12 0.2681 7.24

Cz 0.200 0.300 0.1864 6.80 0.1916 4.20 0.1278 36.10

1Xy1 0.400 0.600 0.4093 2.32 0.398] 0.48 0.3912 2.20

1Xy2 o.goo 1.200 0.8678 8.48 0.8063 0.79 0.9753 21.91

2Xy1 o.2so 0.37 0.296] 18.44 0.249] 0.36 0.2956 18.24

zXrs o.soo 0.750 0.8368 67.36 0.4984 0.32 1.4559 191.18

,a, 0.300 0.450 0.2444 18.53 0.2975 0.83 0.2168 27.73

1ｫ2 0.050 0.075 0.0484 3.20 0.0501 0.20 0.0471 5.80

zｫi 0.300 0.450 0.0858 71.40 0.3027 0.90 0.0645 78.50

2ｫ2 o.oso 0.075 0。0507 1.40 0.0498 0.40 0.0463 7.40

Numberofltaration io 16 9
1

表6.5同 定計算結果(初 期値を真値 の1.2倍 とした場合)

ParametersExact

Values

Initial

Values 1000Hz

EstimatedRe1.Err.[%]

Result

SOOHz

EstimatedRel.Err.[%]

100Hz

EstimatedRe1.En.(%]

C1 0.250 3.000 0.2485 0.60 0.2469 1.24 0.2424 3.04

Cz 0.200 2.400 0.1966 1.70 0.1917 4.15 0.1472 26.40

1Xy1 0.400 4.800 0.3992 0.20 0.3979 0.53 0.3810 4.75

iXYz o.soo 9.600 0.8023 0.29 0.8055 0.69 0.8747 9.34

2XYi o.2so 3.000 0.2497 o.i2 0.2492 0.32 0.2381 4.76

2X,,2 o.soo 6.000 0.4993 0.14 0.4981 0.38 0.4754 4.92

,a, 0.300 3.600 0.2990 0.33 0.2980 0.67 0.2717 9.43

,az 0.050 0.600 0.0501 o.zo 0.0501 0.20 0.0502 0.40

2a, 0.300 3.600 0.3007 0.23 0.3020 0.67 0.3293 9.77

zｫ2 o.oso 0.600 0.0499 0.20 0.0498 0.40 0.0504 0.80

Numberof]taration 8 7 12
1
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図6.8同 定計算結果の相対誤差

(初期値を真値の1.5倍 とした場合)

図6.9同 定計算結 果の相対誤差

(初期値を真値の1.2倍 とした場合)
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図6.11履 歴ループの推定値と真値 の比較(初 期値を真値の1.2倍 とした場合)
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以上の検討より、トリリニア型の履歴を有する系の同定については以下の様 に結論づけることができる。

1)推定値 が局所 的な極 小値 に収束することを防ぐためには、可能な限り真 値の近傍 に初期値を設 定

することが必要である。

2)本検討 ケースの場合 につ いては推定パラメータが極小値 に収束しなければ、サンプリング周;期500

Hzの 場 合に相対誤 差5%以 内に、またサンプリング周期1000Hzの 場合 には2%以 内の相対誤 差で

推定可能である。

ただし、現実の建物を対象として同定計算を実施する場合には、推定パラメータ真値は不明の状態であ

る。そこで、各推定パラメータが真値近傍と考えられる領域内でいくつかの推定パラメータの初期値の組み

合わせを事前に作っておき、これらを複数用いて同定計算を実施することが必要となると思われる。また、明

らかに非線形性が想定される復元力を有する系においても、第1段 階として、線形システムを仮定して同定

を行い、その推定結果を基にバイリニア系あるいはトリリニア系の復元力特性の初期値を設定することも有効

であると考えられる。

6.4ま とめ

本章では、非線形な復元力特性であるバイリニア型復元力とトリリニア型復元力の特性を有するモデルを対

象として、PEM-SSに よる同定手法の定式化について説明し、その後で、上記2つ の復元力を有する2層系

のせん断モデルにこの同定手法を適用し、数値実験により同定精度の検証を行った。以下に検討結果の

まとめを示す。

バイリニア型、トリリニア型復元力特性を有する系の同定計算時に共通すると考えられる事項

(1)高いサンプリング周波数の同定用データを用いることで、PEM-SSで 精度の高い非線形復元力特性

の同定が可能であることが明らかとなった。また、バイリニア型復元力特性を有する系の同定計算よ

り、通常の地震観測データ程度のサンプリング周波数の観測データから、インターポレーションによ

り高いサンプリング周波数の同定用データを作成することで、精度の良い同定を実施できる可能性が

あることが示された。

バイリニア型復元力特性を有する系の同定計算時に関する事項

(1)PEM-SSに より、バイリニア型復元力特性を有する多層系せん断型構造物系の動特性を同定する場

合には、1次剛性および弾性限界点に比較して、第2分 枝せん断剛性比と減衰係数の精度の高い

同定がやや難しいことが明らかとなった。
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(2)同 定用 の初期値が精度よく設 定できるなら、必ずしも多くのデ ータ観 測チャンネル数 は必要ない。本

検討 ケースに限定すれ ば、同定用デー タセットが500Hzサ ンプリングで収録 されておれ ば、1チャン

ネルのデータ計測のみで全状態量を観 測した場合 とほぼ同じ10%程 度の精度で推 定パラメータが同

定可能である。

(3)精 度 の良い初期値 の設 定が困難な場合 には、可能な限り多くのチャンネル数 を用いた観測を実施

することが良好な同定結果を得ることにつながることが明らかとなった。

トリリニア型復元力特性を有する系の同定計算時に関する事項

(1)推 定値が局所的な極小値に収束することを防ぐためには、バイリニア型復元力特性を有する系の同

定計算時よりもさらに真値近傍に初期値を設定することが必要である。

(2)本 検討ケースに限定すれば、推定パラメータが極小値に収束しなければ、サンプリング周;期500H

zの場合に相対誤差5%以 内に、またサンプリング周期1000Hzの 場合には2%以 内の相対誤差で同

定可能である。

なお、本手法に限らず一般的に同定精度を向上させるためには、同定するパラメータ数を出来るだけ少

なくすることが有効であり、例えば、本手法を適用する前に他の手法を併用して粘性減衰や1次 のせん断剛

性等が事前に精度良く推定されている場合、まずこれを確定値として同定計算を行い、その同定結果を初

期値として再度全パラメータの同定計算を実施する事で精度の高い同定を行うことが可能であると考えられる。

著者の既往の研究9)によると、常時微動レベルの振動でも、加振機を用いた本格的な加振実験もおいても、

自由振動観測波形より推定される線形領域での1次 の固有周期や減衰定数はあまり大差が無いとの検討結果

が得られている。そこで、例えは対象構造物の常時微動観測データより線形モデルとして粘性減衰や1次 の

せん断剛性等を求め、これより本手法の同定計算の初期値を設定することで同定計算の解の発散を防ぐこ

ともできると考えられる。
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第7章 実構造物の観測結果への適用とその評価

7.1緒 言

本章では、これまで数値 計算を通じて明らかにされた結果 に基づき、線形 ・非線形多 自由度系構造 物の

動 特性 同定手法として最も適 用性が高く、高精度 な手法の一っであると考えられるPEM-SSに より、地震観

測記録を用いて各種実建築構造物系の動特性 の同定を試みる。

7.2線 形 モ デ ル を 用 い た 場 合 の 適 用 例

六 層 実構 造 物 での観 測 データを用 いた動 特 性 の 同定

7.2.1検 討 対 象 建 物 お よび 観 測 記 録 の 概 要

本節では、栃木県那須郡にある五洋建設株式会社技術研究所内に設置された制振実験棟において得

られた地震観測記録を用いて、線形せん断型モデルを仮定した動特性の同定を試みる。同定手法としては

PEM-SSを 用いた。

本節において用いた地震は1997年5月12日 に発生したマグニチュード5.5の地震であり、震央は北緯

図7.1実 験棟基礎部における地震加速度記録
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表7.1地 震観測記録における最大加速度一覧

LongitudeComp.

LocationMax.Acc.[gal]

RF51.19

TransverseComp.

LocationMax.Acc.[gal]

RF-38.45

6F 44.57 6F 一30.91

SF 68.05 5F 47.96

4F 一77 .84 4F 一51 .41

3F 一68 .95 3F 一55 .3

2F 48.03 2F 一38 .1S

GレOm 18.2 GL-Om 18.61

GL-30m 一14 .5] Gレ30m 11.26

表7.2実 験棟各層の重量および剛性(設 計値)

StoryWeight(t) _Stiffness[tf/cm]

4F

RF 54.56 14.00

3F

6F 23.81 14.38

SF 18.66 13.87
2F

4F 19.04 16.38

3F 19.41 17.00

2F 19.58 26.76

図7.3実 験 棟形およびセンサー配置状況

表7.3設 計値を用いた固有値解析結果と振動試験結果

Mode

EigenvalueAnalysisofTable7.2

NaturalCircularNaturalPeriod

Freauencvfsecl

ResultoftheDynamicTest

NaturalCircularNaturalPeriodNaturalDamping

FrequencyIsec1 ___一__Factor

1st 5.5631.129 5.5921.1240.0003

2nd 17.9640.350 19.9810.314一

3rd 29.6030.212 29.2170.215一

4th 40.4170.155 ,騨 一

5th 48.7550.129 一 〇 一

6th 55.6290.113 一 ■ 一

37.0度 、東経141.3度 の地点である。この地震 による制振実験棟基礎 部の観測加 速度記録を図7.1に 示

す。図より最大加速度記録 は約18gal程 度であり、当該地 点での気象庁震度 階 は概 ね2～3程 度の地震 で

あると考えられる。

同定対象とした制振 実験棟 の外観を図7.2に 示す。本構 造物 は鉄 骨造6階 建て純ラーメン構…造で、6

階のみに壁が取り付けられており、その他の階には壁の無 い構造となっている。地盤 は第1種 地盤の砂礫

層であり、建物基礎 は直接基礎である。なお 、本実験棟の6F(壁 面のある階)お よび屋上 階には制振装

置 が取り付けられているが、地震観 測時 には同装置 は停止状態であった。この建物近傍のGL-30mの 地

盤 内と建物1階 には水平2成 分と上下成分のおのおの計3ch、 また建物2階 から屋上階には各層 中央 に水平

2chの 、計18chの サーボ型加 速度計が設置されており、サンプリング周期100Hzに て記録が行われるシス

テムとなっている。実験棟 内のセンサー配 置状況を図7.3に 示す。上述 した地震 時にこの観測システムで

観測された各層応答 の絶対加速 度最大値を表7.1に 示す。表7.1よ り、長辺方 向、短辺方向とも概 ね
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最大18gal程度の入力加速度に対して、長辺方向ではRFで 最大51gal程 度、4Fで は最大77gal程度の応

答絶対加速度が得られているのに対し、短辺方向ではこれよりやや応答絶対加速度は小さく、RFで38gal、

4Fで51gal程 度である。

本検討では、これら水平2成 分のうちの長辺方向成分のみの応答記録を用いて実験棟の動特性の同定

を試みることとした。これは、長辺方向の応答が短辺方向の応答に比較してやや大きいこと、また後述する

が同定用のモデルとしてせん断型モデルを仮定しているが、短辺方向では曲げ変形の影響が長辺方向より

大きいと予想されたことによる。

表7.2に 当該建物をせん断型に置換した場合の各層の重量および剛性の設計値を示す。当該建物は

建設直後に加振実験1)が行われており、その結果1次 ～3次 の固有角振動数および固有周期と、1次モー

ドの減衰定数が得られている。そこで、表7.2に 設計値による固有値解析より得られた各次モードの非減

衰角振動数と非減衰固有周期および上記の加振実験で得られた諸量を示す。また同定に際しては、観測さ

れた加速度記録のうち、特に振幅の大きな25秒 間(図7.1の0～25秒 の間)の データを切り出し、これ

より入力および観測データを作成した。建物への入力は建物1階 上の加速度とした。これは当該建物の基

礎地盤が第1種 地盤であり、地盤と構造物の動的相互作用の影響は少ないと考えたためである。また、観

測量は建物各層(1自 由度系の場合は建物屋上部のみ)の 基礎からの相対速度応答とし、各加速度計で

得られた絶対加速度記録より相対加速度を求め、これを積分して作成した。その際、大崎の手法2により加

速度波形の基線補正のみを行った。

7.2.2線 形1自 由度モデルを用いた同定

ここでは、多 自由度系のモデル を用いた同定 に先立ち、予備 的な検討として1自 由度モデル による同定

解析を行う。図7.2に 示す 実験棟を線形1層 せん断型モデル に置換とす ると、1次 モードに関する運動方

程式は式(7.1)となる。

M+2h
wq+wq=一 イ320(7.1)

ここに、4は1次 モードの変位 であり、以下h、 ωはこのモードにおける減 衰定数 および非減衰固有 円振

動数、βは刺激係数であり(7.2)式で与えられる確定値である。

β一毛鷲(7.2)

ここに・〃r次 モ ー ドの固 有 ベ クト・レ・M一 質 量 マ トリクスであ り・J={1,1,… …,1}『 とす 翻 まモ ー ド

次 数 の次 元 を有す る要 素 がす べ て1の 列 ベ クトル である。ここで 、i点に お ける変 位 をx.とし、2次 以 上 のモ ー

ドによるi点 の 実座 標 変 位 へ の影 響 を無視 す るとx.とgの 関係 は

x;鴇zら19(7.3)

と近似 できる。ただ し、〃,1は1次 モー ドの置 有 ベ クトル のi点 に対応 す る要 素 である。以 上 よりく7.1)式はく7.3)

式 に変 形 され る。
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表7.3同 定計算結果一覧(1自 由度モデル)

InitialValueResultsofIdentification(lnitialw=5.563[rad/sec],h=0.02)
ofpw[rad/sec]hpValuesoflndexFunc.
0.2 5.59868 6 04375E-OS 0.33388 3

0.4 5.59895 1 51381E-OS 0.60784 2

0.6 5.59940 3 96673E-OS 0.87861 1

o.s

1

5

5

1.2 5

1.4 5

1.6 5

1.8 5

2 5

2.2 5

2.4 5

2.6 5

2.8 5

3 5

3.2

3.4 5

3.6 5

3.8 5

4 5

59641 2

604771

80368E

96713E

59949 2 46813E

59760 8 22635E

59660 1 53894E

61207 2 20650E

6047] 1 22200E

60124 6.64869E

59930 2 13537E

59892 z 97463E

59822 1 45575E

59767 1 97262E

36躍 君
61935 8,22941E

61197 7 48949E

60768 2.14454E

60467 1 19885E

os

05

1

1

09289

19608

1

0

os 1 33648 0

06 1 44093 0

OS 1 51952 0

05 1 59039 0

06 1 63663 0

07 1 67163 0

05 1 70132 0

06 1 73104 0

os 1 74912 0

06 1 76416 0

06-r.羊 0

06 1 42794 0

07 1 43620 0

os 1 44087 0

OS 1 44326 0

16050

23440

51070

05970

91180

70436

59115

52729

52697

47383

45295

44265

43574

43312

43144

69962

64445

62028

60607

x"+2hwx+ωx=一Pzo(7.4)

ただ し、 ここに

P=祝,1β(7.5)

したがって、2次 以 上 の モー ドを無視 した場 合 のPEM-SSに よる推 定パ ラメー タはh、w,お よびPの 計

3個 となる。以上 より本 検 討 にお い ては(7.4)式 に基 づ き状 態 方程 式 を作 成 して推 定 アル ゴリズムを構 築 した。

また 、推 定す る3つ のパ ラメー タの初 期 値 は 、h=2[%]、 ω=5.563[rad/sec]と し、Pに つ いて は0.2～1.4の

問でパラメトリックに設 定 して 同定 を実施 した。ちな

み に設 計 値 より算 定 され た固有 ベ クトル を用 いると

p=1.1880と なる。同 定解 析 結 果 を表7.3に 示 す 。

表7.3よ り、いずれの初期 値ケースにおいて

も、 非減衰 固有 円振動数 ωは概 ね5.59～5.60

[rad/sec]と同定されていることがわかる。また減衰

定hは6x10-5～6.6x10一'の 範 囲で同定されてお

り、1次の減衰 定数は非常 に小さいと考えられる。

さらにPは 初期値の設定 により推 定値 がかなり変

動している。全体的 に見るとPは初期値 近傍 で収

束するケースが多く、評価 関数面に局所的な極小

値が多く存在していると考 えられる。ただし、最終

的な評 価 関数値 に注 目す ると概ねPが1.7近 辺 に

収束した検討ケースがもっとも小さい。表7.3で 図7.5hとPを パ ラメータとした評価 関数値
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図7.6推 定 結 果 を用 いた応 答 計 算 値 と観 測 値 の 比 較く屋 上 階)

は全 同定計算ケース中で最小の評 価関数値となった検討ケースをハッチングしている。以上の検討より、こ

れが1次 モードの特性推 定値 と結論づけることができよう。 ただし、推 定パラメータhとPは ωに比較して分

離が難しい推定パラメータと考 えられるので、追加 検討としてhとPの2っ のパラメータのみを推定値 とした場

合の予測誤差の評価 関数 値プロットしたものを図7.5に 示す。その際、ωは既知として、表7.3の 推定

結果で評価関数値が0.5以 下となった7ケ ースのωの推 定結果の平均値 とした。図7.5よ り減衰定hが

どの範囲でもPが 概 ね1.7付 近 で評価関数が最 小となること、ただし、Pを固定 した場合hに よる評価関数 の

増減はきわめて小さいことがわかる。

図7.6に 表7.3で 求 められた特性値 を用いて応 答計算を行 い、観測記録から得 られた相 対速度 および

変位 と比較したものを示す。〈a)は屋 上階の相対速度応答であり、〈b)は相対変位応 答である。図7.6よ り、無

視した高次モードの影響と考えられる高いi振動数領域 での応答 をのぞくと速度、変位 波形とも応答波形は

振幅 ・位 相ともある程度実 際の応答を再現していると考えられる。以上の検討より、1自 由度モデルにより同

定は概ね良好に行われたものと考えられる。ただし、本検討対象の構造 物の1次 モードの減衰定数はきわ

めて低く、h=10-7～10-4の範囲でどの様な減衰定数を用いても評価関数が殆ど変化しないことを勘案すると、

減衰定数の推定精度は他 の推定パラメータに比較するとやや精度に疑 問が残る結果となった。
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7.2.3線 形 多 自 由 度 モ デ ル を用 いた 同 定

表7.4建 物各層の重量と剛性および減衰係数の初期値

モデルは対象構造物各層を質点と仮定した

線形6層 せん断型モデルとし、各層の質量は

既知とする。また推定するパラメータはせん

断型モデル各層の剛性と粘性減衰係数の計

12個 とする。解析に用いるデータは、入力

は実験棟1階 での絶対加速度応答とし、観測

量は実験棟2F～RFの 基礎 に対する相対速

度応答とした。相対速度応答は1自 由度モデ

ルと同一の手法で作成した。パラメータの初

期値は各層の剛性については設計値とし、

各層の粘性減衰係数については一次の減衰

定数を0.01とし剛性比例にて計算した値を用

いた。既知とした建物各層の重量、推定パ

ラメータの初期値とした各層の剛性および粘

性減衰係数を表7.4に 示す。

多自由度モデルによる推定結果を表7.5

に示す。推定された剛性は設計値に比較す

ると下層部が設計値より小さい値となり、上層

部、特に6FとRFに ついては設計値よりかな

り大きい値に推定されている。本検討の対象

とした実験棟は前述したように最上階である6

Fの みに壁が設置されており、設計値にはこ

の壁等の影響が反映されていないため推定

結果がこのように異なったものと考えられる。

また、粘性減衰係数については2Fお よび4

～6Fの 値が負に推定されており、本実験棟

を多層せん断型モデルで仮定したことによるモ

デル化誤差の影響が現れているものと考えら

れる。ただし、RFが 他の階に比較してかな

り大きな減衰係数値と推定されたのは、上述

した壁等の影響が現れたものと考えられる。

StoryWeight(t)

RF 54. 56

InitialDampingI
nitialStiffnessC

oefficient[tf[tf/
cm]

sec/cml

6F 23

SF 18

4F 19

3F 19

2F 19

14

81 14

66 13

04 16

41 17

58 26

00 0.05034

38 0.0517

87 0.04987

38 0.05889

00 0.06112

76 0.09622

表7.5建 物各層の剛性および減衰係数の推定結果

StoryEstimatedStiffness[tf/cm]

RF 30 94

EstimatedDamping

Coefficientftfsec/cml

6F 20,

SF 16

4F 17

3F 15

2F 16

0.34911

81 一〇.02998

70 一〇.01189

93 一〇.00015

86 0.05636

14 一〇.0593

表7.6複 素固有値解析結果

NaturalCircular

ModeFrequency

[rad/sec]

NaturalPeriodNatural

[sec]DampingFactor

1st 5.5918 1

2nd 19

3rd 34

4th 44

5th 51

6th 57

5236 0

2862 0

4859 0

9145 0

7503 0

1236 0.00001

3218 0.00146

1833 0.02660

1412 0.08123

iaio 0.08061

1088 0.01559

図7.8観 測波形より算定したフーリエ

振幅スペクトルとスペクトル比
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(a)相 対速度応答(b)相 対変位応答

図7.9推 定結果による応答波形と観測波形の比較
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この推 定パラメータを持つモデルの各モードでの振動特性を検証するため、推定された剛性および減衰係

数を用いて固有値解析 をした。その結果を表7.6に 示す。表7.6よ り、1次 の減衰定数が負値 と推定さ

れておるものの極めてゼロに近く、1自由時系モデル による解析結果とも併せ て考えると、1次モードの減 衰

定数 はほぼゼロであると考えられる。その他 の次数のモー ド減衰 定数も正値 ではあるものの、高次モードも

含 めいず れも10%以 内であり、本実験棟 の減衰 が極めて小さいものであることが再確認される。

また、各次モードの非減衰 固有周期(非 減衰固有 円振動数)に 注 目す ると、表より1次モードの非減衰

固有 円振動数 はω=5.5972[rad/sec]で あり、一 自由度モデルによる解析結果ω=5.5973[rad/sec]と 殆 ど同一

の結果 となっている。このことから1次 の固有周期 は多 自由度モデルでも一 自由度モデルでも正確 に求めら

れることがわかる。なお 、実観 測加 速度より1FとRFの フーリエ振幅スペクトルとこれらのスペクトル比を求 め

たものを図7.8に 示 すが、図7.8よ り1～3次 の固有 円振動数 とスペクトル比の振 幅ピークはほぼ一致 し

ており、これらモードの固有角 振動数の信頼性は高いものと考えられる。

図7.9(a)～(b)に 推 定されたパラメータ値を用 い応答計算 を行い。観 測量の時刻歴応答波形と重ねあわ

せたものを示す。図7.9の 時刻歴波形から、推定パラメータを用いた応 答計算で、観測量の波形 と同様

な波形をある程度再 現できていると考えられる。図7.6に 示した一 自由度モデルの推 定結果 による時刻歴

応答と比較 すると、高次モードに対応する高周波成分の応答も表現されており、実応答を概 ね再現している

と考えられる。ただし、概 ね推 定された応答波形 は観測 波形より振幅が概 して小さく、その影響は上層 階ほ

ど顕著である。時刻歴波形 をさらに詳細 に見ると、初期微 動領域である0～13秒 の領域 では概ね推 定され

た応答値 は観測値よりも大きく、それ以 降の主要動領域ではこれが逆転す る。このことはここで用いた線形

せん断型モデルでは評価 できない何 らかの減衰機構の存在や 、振幅レベル に依存した減衰特性の変化など

の可能性を示唆 していると考えられる。

7.2非 線形モデルを用いた場合の適用例

兵庫県南部地震の観測記録を用いた実免震構造物系動特性の同定

7.2.1対 象 構 造 物 の 概 要 お よ び 観 測 記 録

同定対象構造物 は、神戸市北 区にある郵政省WESTビ ル3)～5)である。この建物 は、免震装置を基礎 部

に取り付 けた鉄骨鉄筋コンクリート造6階 建 てで、建築面積8,563m2、 延べ床面積46,823m2の 建築物であり、

免震支承は鉛プラグ入 り積層 ゴム(LRB)、 積層ゴム(RB)及 び鋼棒ダンパーによって構成 されている。建物 の

概 要を図7.10に 示す 。

同構 造物では1995年1月17日 に発 生した兵庫県南部 地震 時に、基礎と1階 ・6階の絶対加速度 が観測

されている。これらの記録か ら1階 と6階 の相対加速度時刻歴 を求め、さらにそれらをフーリエ積分 して1階

と6階の相対速度応答および相対変位応 答時刻歴波形 を得た。本研 究での同定用 のデータセットには、入
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鋼 棒 ダンパー:4一 φ70×44台

鉛 プ ラグ入 り積 層 ゴム(LRB):φ1200×54台

積層 ゴム(RB):φ1000×46台/φ800x20ム

R階 床

6階 床

5階 床

4階 床

3階 床

2階 床

1階 床

免震層 一 一一一一一 〉

m7=13.51[可

mb9.96[t]

ms10.23[t]

mq10.38[t]

m,=11.59[t]

m29.04[t]

m,=22.19[t]

図7.10対 象構造物の概要

sec

図7.121階 部分の応答時刻歴波形(ε一W)
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カデータとして基礎の観測絶対加速度時刻歴波形を、観測データとして1階と6階の相対速度応答時刻歴

波形(全てE-W成 分)の2つ を用いた。観測データを相対速度応答データのみとしたのは、相対変位応答

データには積分の繰返しによる誤差が大きい可能性があると考えたためである。図7.11に 基礎部分の絶

対加速度時刻歴波形、1階 部分および6階 部分の相対加速度時刻歴波形を、図7.12に1階 部分の相

対速度応答時刻歴波形と、さらに積分することにより求めた相対変位応答時刻歴波形を示す。図に示すよ

うに基礎と1階部分の相対変位応答の最大値は11.9[cm]と推定された。

7.2.2同 定 モ デ ル

免震層は上部構造 に比較すると剛性 が低いので、相対 的に上部構造 は剛となり概 ね剛体的に挙動すると

考えられる。図7.11よ り、1階 部分 と6階 部 分での加 速度時刻歴波形 は、ほぼ同振幅、同位相 であり、

上部構造 はおおむ ね剛 体的 に振動 していると考えこともできよう。ここでは、上部構造 を1つの剛体 とみなし

た並進1質 点 系バイリニア型 履歴モデル(図7.13)と 、免震層および上部構造各層 をせん断型 モデルと

見なした多層せん断型モデル(図7.14)の 両モデル を用いて同定を実施 した。その際、1自 由度モデル

の場合質量 は免震層より上層 の全質 量とし、バイリニア型 の復元力特性を有するモデル として仮 定した。ま

た多層 せん断型モデルの場合は、各床を1質 点系に置換 した。ただし上部構 造は弾性 とし、免震層 のみ

がバイリニア型の復 元力 特性 を持 つものとした。

これら2種 のモデルを用いて、パラメータの取り方 によるいくつかのケースについてPEM-SSを 用いた同

定解析を行 った。ただし、各層 の質量 は既知 として設 計値を用 いた。

Case1)1質 点系モデル。免 震層の動特性のみが未 知。

mF86.9国

未 知パ ラメー タ

1ko:バ イ リニア型1次 剛性

c。:粘 性減 衰係 数

Xy:弾 性 限界 変位

α:塑 性傾 斜率

図7.131質 点系バ イリニア型履歴モデル
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mb13.51[t]

1c6=5986[t/cm]

ms9.96[t]

ks7487[t/cm]

m410.23[t]

k49014[t/cm]

m310.38[t]

k311931[t/cm]

m211.59[t]

kZ57592[t/cm]

叫=9.04[t]

k,=65509[t/cm】

mo=22.19[t]

、k。,c。,馬,α

図7.14多 質 点 系 バ イリニ ア 型 履 歴 モ デ ル



Case2)多 質点系モデル 。免震層の動特性のみが未知。上部構 造の剛性 には設計値を用い、粘性減

衰係 数については剛性 比例型の評価法 に従った。

Case3)多 質点系モデル。免震層の動 特性 と上部構 造の剛性が未知。上部構造の粘性減衰係 数にっい

ては剛性 比例型 の評価法 に従った。

Case4)多 質点系モデル 。免震層 の動特性、上部構 造の剛性および粘性減衰係数すべ て未知とす る。

それぞれのケースをさらに、

CaseN-1)免 震層の粘性減衰を無視する場合→免震層の減衰 はすべて履歴減衰とみなす

CaseN-2)免 震層の粘性減衰を考慮する場合

の2つ に分け、全部で8つ のケースについて解析した。

上部構造各層の粘性減衰係数を既知として与える検討ケースでは、免震層を固定した場合の上部構造に

対し式(7.6)に示す 剛性 比例型減衰 を仮 定して設 定する。この場 合の上部構造の各層剛性、1次モードの固

有円振動数 と減衰定数は設計書 に記 されているものを用いた(以下設計値と呼ぶ)。

C=2カ/ω*K(7.6)

ここに、h=0.0054:上 部構造の1次 減衰 定数 、ω=9.2[rad/sec]:上 部構造の1次 固有円振動数 とした。

7.2.3同 定手法および結果 の概要

同定用のデータセットは基礎の絶対加速度応答データおよび1階 と6階の相対速度応答 データ。観 測サ

ンプリング周波数は100[Hz]で データ長は50[sec](観 測 波形の10[sec]～60[sec])と した。7.2.2で 示 し

た計8っ のケースにっいて、同定計算 の各パラメータ初期値と、その結果得られたパラメータ推 定値 および

最終的な評価規範J,の 値を表7.7に 示す。 一

全ケース中でもっとも推定パラメータ数 の多いCase4で は、計算を繰 り返すほど免震層および3階 の粘性

減 衰係数 が小さくなり、10回 を超えると負 に収束した。また、予測誤 差の評価規範値 が他 の多 自由度モデ

ルの推定結果 に比較 してかなり大きく、推定された各層の減衰係数の値も現実的 には考えにくい値でること

から、Case4は 観 測情報 に対 して推定パラメータ数 が多すぎて正 しい推 定が不 可能となったのではないかと

考えられる。

表7.7よ り、免震層の粘性減衰 を考慮しないとするとでは免震層の弾性 限界変位 の同定結果が大きく異

なることがわかる。本構造 物の免震支 承に用いられた鋼棒ダンパーの弾性 限界変位 の設計値 は3[cm]と なっ

ており、粘性減衰を考慮せず に解析 したケースにおいては多くの場合これと近い値が得られている。粘性減

衰を考慮した場合の弾性 限界変位の推 定値は1[cm]弱 となっており、免震層 内に鋼 棒ダンパーより先 に弾性

限界に達する特性を有する材 質があることが考えられ 、積層ゴム内の鉛 プラグがこれ に当たるのではないか

と推測される。
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表7.7同 定計算結果

設計値 初期値
1質 点モデノレ 多質点モデル
Casel一] Case1-2 Case2-1 Case2-2 Case3-1 Case3-2 Case4-1 Case4-2

Jn 0.0133 0.0063 0.7571 0.0470 0.5840 0.0517 23.9080 50.5930

11Cp[t/cm] 500 252 192 753 823 874 765 6721986

Cp[t*sec/cm] 50 57 72 69 灘 縦欝欝菱

XY(cm] 1.00 2.55 0.97 2.99 0.93 1.88 o.ss 2.49 1.42

α o.so 0.75 o.s2 0.23 0.39 o.as 0.48 0.77 0.45

k1【t/cm] 65509 60000 64607 70108 55028 42219

k2[dcm] 57592 50000 29632 27096 22565 40885

k3(Ucm] 11931 10000 12956 13068 16589 12665

lc4[Ucm] 9014 9000 8840 8987 11225 11225

k5[t/cmJ 7487 7000 9412 9443 6137
一

6924

kb[dcm] 5986 5000 6784 6561 5387 5523

C1【t*seclcm】 72 635 725

Cz[t*sec/cm] 60 104

C3[t*sec/cm] 12

155

灘羅 灘難!
40Cq[t*sec/cm] 10.8 126

Cg[t*sec/cm] 8.4 345 182

C6[t*sec/cm] 6 59 43

7.2.4速 度 波形の比較 による同定結果 の検 討

Case1,2,3の 免震層の粘性減衰を考慮した場合としない場合の同定結果を用いて応 答解析を行 い、1階

部分の相 対速 度応 答波形 を観 測相対速度波形と比較 し、10～60[sec]で 応 答データと観 測データとのRMS

平均誤 差を求めた。

図7.15～ 図7.17よ り、Case1-1,Case2-1,Case3-1の 粘性減衰を考慮 しない各同定ケースの解 析波

形は、主要動(10～30[sec])付 近では観測波形とうまく合致しているが、振動 が穏やかになると(30[sec]～)周

;期、振幅ともに観 測波形よりも大きくなっている。推定パラメータが増 えるほどこの傾 向は弱くなるが、いず

れの場合 にっいても免震層の粘性減衰を考慮した方 がより実際の波形 に近い。これ に対し免震層 の粘性減

衰を考慮した場合には、どのモデルの場合 についても概ね解析波形と観測波形や 良好な一致を示している。

ただし詳細に検討すると1自由度モデル による解析波 形は20-25秒 付近で観測波形と解析波形が若干 不一

致を生じているが、多 自由度モデル によるCase-2-2お よびCase-3-2で は全時刻を通 じて両者 は良好 に一

致しており、より精度の良い推定のためには免震層の粘性減衰の存在を考慮 した多 自由度モデル による同

定が最も有効であると考 えられる。
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図7.17速 度波形の比較とRMS平 均誤 差(Case3)
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7.2.5ト リリニ ア 型 モ デ ル を用 いた 同 定

免震層にバイリニア型 の復元力特性を仮定して同定計算を実施した場合 には、これまで示したように弾性

限界点が実際 には2っ 存在すると考 えられる推 定結果 を得たこと、また免震層 には鋼 棒ダンパーと鉛プラグ

の異なる履歴減衰機構 があることより、ここでは6.3に 示す手 法により免震層 をトリリニア型の復 元力を有

する系としてモデル化 を行 い、同定計算を実施 した。

バイリニア型復 元力特性モデルを用 いた解析から、免 震構造物 は、免 震層上部構造 の粘性 減衰を剛性

比例型 とした多質点系モデルでモデル化しても問題 は少ないとの結果となっているので、上部構造 にっいて

は剛性比例型の減衰特性 とした。また上部構 造の剛性 には設計値 を用いた。免 震層の粘性減衰係数 は、

バイリニア型モデルの同定結果では、免震層の粘性減衰 を推定した方がより精度の良い同定結果 が得られ

たが、復元力がトリリニアのループを描くことによって減衰 がすべて履歴減衰 となる可能性を考え、免震層の

粘性減 衰係 数パラメータとして推 定しないCase5-1、 パラメータとして推 定するものをCase5-2の 両者 を検討

することとした。なお限 界変位X,お よび塑性傾斜 率 αの右下の数 字は、それぞれが第1・第2塑 性 域 に対

することを示している。

同定計 算結果を表7.8に 示す。 表よりCase5-1とCase5-2を 比較すると、最終ステップの予 測誤 差の

表7.8同 定計算結果(トリリニア型)

初期値 Cases-1 Cases-2

Jn 0.8260 0.4183

1ko[tf/cm] 500 892 796

co[tfsec/cm] 50
一 60

Xy1[cm] 1.00 0.70 0.79

XyZ[cm] 3.00 4.82 2.69

α1 0.50 0.39 0.46

a2 o.zo 0.14 0.22

図7.18免 震 層の同定結 果に基づくヒステリシスループおよび相対変位時刻歴波形(Case5-2)
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評価規範 はCases-1はCasde5-2の の2倍 程度である。また、鋼棒ダンパーの弾性 限界変位 が概 ね3cm程

度であることも考慮す ると、免震層 に粘性減衰の存 在を仮定するCase5-2の ほうがより精度の高い推定が行

われたと結論づ けられる。なお、同定されたパラメータを用いた免震層のヒステリシスル ープと相対変位応答

時刻歴波形を図7.18に 示す。

本 同定結果をもとに応答計算により得 られた1階 部 分の相対速度応 答波 形を、観測相対速度波形 と比較

したもの、及 び波形 間のRMS平 均誤差を図7.19に 示す。併せ て、バイリニア型の同モデルを用いた場

合もっとも波形の再現性 が良かったと考えられるCase2-2の 同定結果から求めた相対速度応答波形の比較

を図7.20に 再 示する。 図7.19お よび図7.20よ り、本検討では、免震層をトリリニア型で仮定した場

合よりもバイリニア型で仮 定した場合 のほうがやや応答 の再現性 が良い可能性が高い。なお、本検討 と併せ

て、上部構造 の剛性をパラメータに加 えて、トリリニア型モデルを用いた同 定解析も実施したが、同定計算

実施 中に推定パラメータが発散現象 が生じパラメータを推 定することは出来なかった。
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7.2.6免 震建 物の 同定計算結 果のまとめ

兵庫県南部地震の観測記録を用いて免震建物の同定解析を行った結果を以下にまとめる。

(1)免震建物の動特性を推定する場合には上部構造を1自由度モデルで仮定しても概ね正しい推定結果を

得ることができるが、多自由度系モデルを用いることでより精度の高い同定が可能となる。

(2)本検討ケースの様に、推定パラメータに比較して観測チャンネル数が少ない場合には、モデルの応答

を再現できる範囲でできるだけ推定パラメータの総数が少なくなるようにモデル化を行うことが精度の高

い同定に結びっく可能性が高い。

(2)に関しては、6章に示したシミュレーションによるバイリニア型復元力特性を有するモデルに同定時には、

チャンネル数が少なくてもかなり精度の良い同定解析が可能であったが、現実には免震層にバイリニア型の

復元力特性を仮定した検討ケースでは上部構造の推定パラメータを増やすと結果的に推定精度が悪化した。

あるいは免震層のモデルとしてはより適切であると考えられるトリリニア型の復元力特性を用いたモデルよりも、

やや単純であるが、推定パラメータ数の少ないバイリニア型の復元力特性を用いたモデルの方が結果的に精

度の良い推定結果が得られたことよりも明らかである。

ただし、免震装置の復元力特性は実際には極めて複雑であり、ここで仮定した様なバイリニア型あるいは

トリリニア型の復元力モデルでは必ずしも装置特性を正しく評価できるモデルであるとは言い難い面もある。た

とえばダンパーを含む免震層の繰り返し変形による剛性の変化は表現不可能であることや、地盤を通じて逸

散する振動エネルギーなどはここでは粘性減衰としてしか評価不能である。ただし、本検討結果より明らかな

ように、この検討ケース程度の観測チャンネル数ではこれ以上の詳細なモデルによる動特性の同定は困難で

あるとも考えられる。

以上の検討を踏まえ、この後さらなる免震建築物の詳細な検討を行うためには、推定パラメータ数が多い

場合にもさらに有効な同定手法の開発とともに、さらに多チャンネルの観測装置を有する地震観測の実施が

望まれる。
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第8章 結論

本論文は、実構造物の動的な入力と応答を観測して、観測データより非線形性を有する動特性を精度良

く同定する手法を提案するとともに、数値解析を通じて提案手法の妥当性や推定精度にっいて包括的に検

討し、さらに、実構造物の地震観測記録を用いて、本提案手法に基づく実構造物系動特性の同定を実施

した。

以下に本研究を通じて得られた主な結論を示す。

(1)PEM-SSは 、既往手法と比較して同定精度に及ぼす観測記録混入ノイズの影響が些少であり、混入ノイ

ズ条件によらず高精度の同定が可能である。また、推定パラメータの初期値依存性の問題についても、

他の状態空間表示に基づく手法に含まれる問題を逸脱しないとの結論を得た。

(2)拡張カルマンフィルタ系のAF-AWPで は、既往 同定手法であるEK-WGIと 比較すれ ばやや伺定精度と

適用性 が劣るものの、推定パラメータの収 束は極 めて早く、短い計 算時間で 同定が可能 であるとの結果

を得た。

(3)インパルス応答の推定手法であるRD法 を導入して、線形2層 せん断モデルを採用した場合に、本研究

で提案したモード分解手法を適用して2次モードまでの固有周期と減衰定数を同定する手法は、既往のバ

ンドパスフィルター併用手法より優位であることを明らかにした。特に両モードの振動数が近接している場

合にはこの差が顕著となる。

(4)本研究で提案したように、非線形復元力を線形部とその他に分割し線形部以外を等価な外力と見なす、あ

るいは非線形復元力をすべて等価な外力と見なすことで、非線形系を等価な線形時変系に変換することが

でき、この変換を用いることでPEM-SSに よる非線形系伺定が可能となる。

(5)PEM-SSに よる非線形構造物 系の動特性同定時には、十分短いサンプリング周期のデータを用いることで

同定精度を高めることが可能であるが、推 定パラメータ数の増加 に伴い、誤ったパ ラメータ値に収束する

場合 のあることが明らかとなった。

以上が本研究で得られた主な結論であるが、以下に既存同定手法の比較検討を通じて得られた結論を、

各手法毎にまとめて記す。
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【カー ブ フ ィ ッ ト法 】

(1)入カデータにノイズ混入がなけれ ば、応答デ ータにノイズが混入している場 合でも精度 の良い同定が

可能 である。本研 究では 、SN比10%の 場合 においてもカーブフィット法で 同定した減衰定数の相対誤

差は1%程 度であった。

(2)カーブフィット法 による減衰定数の算 定精度は入力データに混入するノイズレベル に応 じて低 下し、入

出カデータともSN比 が10%の 場合 には最 大相対誤差35%程 度 となる。

【ハ ー フパ ワー 法 】

(1)概ねハーフパワー法の推定精度は同じ周波数領域 の手法であるカーブフィット法に劣る。

(2)ハーフパワー法の推定精度は、推定された入出力 間のフーリエスペクトル比の形状 に大きく左右される。

ただし、応 答データに混入したノイズの影響 は殆ど見受けられない。

【自己相 関 関 数 法 】

(1)入力波の性 質がホワイトノイズ的であれ ば、自己相関関数法による推 定精度 は応答データに混入した

ノイズの影 響がほとんどなく、デ ータ長 が推定精度 に及ぼす影響もRD法 に比較すると小さい。

【RD法 】

(1)入力 がホワイトノイズであり、対象構 造物 固有周期 の1000倍 程度のデータ長が確保 され 、かっ混入ノ

イズが無けれ ばRD法 によりほぼ真値 と見なせ る減衰定数 の推 定が可能である。

(2)RD法 による推 定精度 は、デ ータ長とノイズ混入レベルの両者 の影響 は 自己相 関関数法に比較 して大

きい。また、十 分に長 いデータ長 がある揚合 においても、観 測データのノイズ混入 率が5%を 越 えると

自己相関関数 法より推定精度が低下することがある。

【状 態 空 間 表 示 に基 づ く時 間 領 域 手 法 全 般 】

(1)他の手法 に比較して、短いデータ長で同定計算を行うことができる。特に入 出力データのノイズ混入が

無 い場合の1自 由度 系モデル による同定計算 時には、いず れの手法 によっても剛性あるいは粘性減

衰係数 とも相対誤 差0.1%以 下の推定精度で同定が可能である。

(2)状態空間表示 による時間領域手法を適用する場合 、対象構造物の固有周期 に対して十分 に高いサン

プリング周 期のデータを用いることが推 定精度 の向上 に結 びつく。

【EK-WGl】

(1)入出カデータのノイズ混入が無い場合 の1自 由度 系モデルによる同定計算時 には、、推定値 初期値が

真値 の0.05倍 ～2倍 の間で設 定されておれ ば推 定パラメータの初期値 依存問題 は生じない。

(2)ノイズ混入 時には、既存の拡張カルマンフィルタ系手法 中ではEK-WGI法 がもっとも観 測ノイズの影響

を受けにくい。特 に応答データのみノイズ混入時の場合 にはPEM-SSと ほぼ同程度の同定精度を有す

る。

(Adaptive-EKF]

(1)拡張カルマンフィル タ系の各手法の中で、本手法 は極めて推定パラメータの収 束が早い。また、入 出

カデータにノイズの混入 がなければ、推 定精度 はEK-WGIと ほぼ同等である。
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(2)状態空 間表示 による時間領 域の各手法 中で、Adaptive-EKF法 は、誤差混入 レベルに最も敏感 に反

応して同定計算の発散現象が生 じやすい。

本研究で実施した種々の検討結果を総括すると、概ね状態空間表示に基づく時間領域の手法、特に

PEM-SSは 他の手法に比較して推定精度が良く、多自由度系あるいは非線形系同定への拡張が容易で適

用性が高いと考えられる。しかし本検討結果にも示した様に、ある特定の条件、例えば入力観測値のノイズ

混入率が低く、応答観測値のノイズ混入率が高い場合には、カーブフィット法の推定精度がPEM-SS法 を

上回るなど、ただ一つの同定手法が万能な訳ではなく、各手法にはそれぞれ得意とする領域があると考え

られる。また、本研究で取り上げた手法の中で比較的精度が良くなかったハーフパワー法にっいても、起

振機による定常応答観測結果に対しては、対象構造物質量や起振機パワーを既知とする必要がなく、かつ

計算機による処理を必要とせずに簡便に減衰定数を推定できるという利点をもっている。以上まとめると、結

論としては建築構造物の振動特性を精度良く同定するためには、同定計算を実施する前に各手法の特色や

適用範囲について十分に検討し、それぞれの検討ケースに最適な手法を選択することが重要であり、また

場合によっては複数の手法を平行して適用し、同定結果をクロスチェックする等の作業により最善の結果を

得られるように努力すべきであると思われる。

一方、精度の高い同定結果を得るためには、同定手法の研究だけでなく、より高精度のセンサーの開

発や観測計画に適合したセンサーの選択や配置計画、あるいは観測データの補正やフィルタリングといった

技術に関する包括的な理解が必要不可欠であり、これらの有機的な連i携によって、さらなる実構造物の動

特性の精度の良い同定が可能であると考えられる。

なお、PEM-SSに よる同定は、シミュレーションでは観測チャンネル数がそれほど多くなくても非線形系シ

ステムの高精度の同定が可能であったが、実免震構造物の非線形動特性推定時は、推定パラメータ数に

比較して観測チャンネル数が少ないために、モデル応答を再現できる範囲でできるだけ推定パラメータ数が

少なくなるようにモデル化を行うことが結果的に精度の高い同定に結びっいた。

今後、免震構造物等を含め構造物系の非線形動特性をより精度良く伺定するためには、多チャンネルの

観測装置を有する地震観測体制の充実とさらなる地震観測データの蓄積とともに、推定パラメータ数が多い

場合にもさらに適応性が高く有効な同定手法の開発が強く望まれる。
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AppendixA状 態空間表 示と伝達 関数、インパルス応答の関係

今、n次の線形 定常系があって、その状態方程 式と観測方程 式が下式(A.1)、(A.2)に より与 えられるもの

とす る。

z=Ax+Bu(A.1)

y=Cx+1)〃(A.2)

ここで、n次 の線 形定常系であることより、xはn行1列 のベクトル であり、入力 量uはr行1列 のベクトル

であると仮 定する。また、t=0における状態ベ クトル の初期値.x(0)は既知とす る。また、観測 量はm個 とする。

式(A.1)の 左 辺のラプラス変換は

咽 一・x(s)一x(o)(A.3)

であることより、(A.1)式 のラプ ラス変 換 は式(A.4)と なり、det(sl_A)≠0を 仮 定す れ ば 、これ を変 形 して式(A.5)

を得 る。

SX(S)一x(0)=AX(S)+Bu(S)

X(s)_(sl-A)一'x(0)+(sl-A)一'BU(s)

これ を(A.2)式 の ラプ ラス変 換 で あ る(A.6)式 に 代 入 す ると式(4.7)を 得 る。

Y(s)=CX(s)+DU(s)

Y(s)=C(sl-A)一'x(0)+{C(sl-A}一'B+D}U(s)

(A.4)

(A.5)

(A.6)

(A.7)

(A.7)式 の右辺 第1項 は、観 測量 に対す る初期値の影響であり、右辺第2項 は入力uに 対する応答 である

と考えられる。そこで、初期値x(0)=0あ るいは、入 力開始時より十分に長い時 間が経過 して初期値 の影 響

が無視できるとすれ ば、第1項 を無視できる。この第2項 をGと して

G(s)=C(sl-A)一'B+D(A・8)

とすると、これ は入 出力間の伝達 関数(マ トリクス)となり、m行r列 の伝 達関数群 となる。すなわち伝達

関数と状態表示のA,B,C,Dマ トリクスは1体1に 対応する。

次 にインパルス応答と伝達関数 は、下記 のように定義された単位インパルス

£ δω姻(A.9)

ここに、

δ(')=0,t≠0(
A.10)δ(')=・OD

,'=0

の ラプ ラス変 換 は 、よく知 られ てい るようにユとなる。

初 期 値 底0)=0を 仮 定 し、 入 力u(t)お よび 観 測 量y(t)の ラプラス変 換 をそ れぞ れU(s)、Y(s)と す れ ば 、 式

(A.11)が 成 り立 っ

Y(s)=G(s)U(s)(A.11)
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ここで、単位 インパルスのラプラス変換 は1で あることより、

伝達 関数G(S)の システムに単位インパルスを入力させたときの出力をy,{t)とするとそのラプラス変換は

Y(S)=(J(S)(A..12)

すなわち単位インパルス応答のラプラス変換 は伝達関数 に等しい。
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